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独立行政法人国際協力機構は、ラオス国人民民主共和国のセコン橋建設計画にかかる協力準備

調査を実施することを決定し、同調査をセントラルコンサルタント株式会社に委託しました。 

調査団は、平成25年3月21日から5月26日までラオスの政府関係者と協議を行うとともに、計画

対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとな

りました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要     約 

 

 

(1) 国の概要 

ラオス国人民民主共和国（以下、ラオス国）はタイ、カンボジア、ベトナム、ミャンマー、中

国に囲まれた内陸国である。ラオス国の国土は 23.68 万㎞ 2 であり、総人口は 665 万人（2012 年：

世界銀行）で、人口密度は 28 人/km2 である。 

地形的には、南北に長く、国土の多くが山岳で占められており、隣国に比べて比較的森林資源

が多く残っていた地域であるが、近年急激な森林破壊が問題となっている。国土面積の 61%は二

次林であり、この森林地帯でも多くの人が生活している。 

ラオス国の気候は、熱帯性モンスーン気候である。季節は、5 月から 10 月までの雨期と 11 月

から翌年の 4 月までの乾期の二つに大別される。本件プロジェクトの対象地域であるセコンの年

間降雨量は平均で約 1,285mm であり、少ない年で 1,000mm、多い年で 1,600mm 程度と年較差が大

きい。セコンの最高気温は、3、4 月が最も高く 39℃程度、12 月が最も低く 34℃程度であり、年

間を通して 34℃以上となる。 

ラオス国の GDP（国内総生産）は約 82 億ドル（2011 年：ラオス国統計局）であり、一人当た

りの GDP は 1,281 ドル（2011 年：ラオス国統計局）である。また、一人当たりの GNI（国民総所

得）は 2,400 米ドル（2013 年：WHO）である。実質経済成長率は 8.04%（2011 年）、物価上昇率

は 7.6%（2011 年：ラオス国統計局）であり、総貿易額は輸出が 18.54 億米ドル、輸入が 24.23 億

米ドル（2011 年：ラオス国中央銀行）である。主要貿易品目は、輸出が鉱物、農業林産品、縫製

品、電力であり、輸入は投資関連財、消費財（2011 年：ラオス国中央銀行）である。ラオス国の

主要産業はサービス業（GDP の約 38%）、農業（約 28%）、工業（約 27%）である。 

ラオス国では、1975 年以来の計画経済が行き詰まり，1986 年に「新経済メカニズム」とよばれ

る経済改革に着手し、銀行制度、税制、外国投資法の制定、国営企業の民営化等幅広い分野での

措置を通じ、市場経済の導入、開放経済政策を推進した。第 8 回党大会（2006 年）においては、

2020 年までの LDC（Least Developed Country：後発開発途上国）脱却、2010 年までの貧困の基本

的な解決等を目指した長期目標を策定した。 

さらに、外国投資の促進による社会経済開発の加速を目指し、2008 年 8 月、日本との間の二国

間投資協定が発効し、日ラオス国官民合同対話を通じて、投資環境の改善に取り組んでいる。 

 

(2) プロジェクトの背景、経緯及び概要 

ラオス国では、道路交通が主要な移動・輸送手段であり、旅客では約9割、貨物では約8割を占

める重要な交通手段となっている。しかし、ラオス国南部地域（サバナケット、サラワン、セコ

ン、チャンパサック、アタプーの5県）は、タイ・ベトナムと国境を接し、地域的な連結性の観点

から道路整備の重要性は高いものの、山岳地帯が多いため整備が立ち遅れている。 

これまでラオス国では、南部地域で国道9号線、国道13号線の道路整備、パクセ一橋建設、第2

メコン国際橋等、日本を含む各援助機関の支援を受けながら積極的に道路整備を行ってきたが、依

然として雨期には道路ネットワークが機能不全に陥りやすい状況にある。ラオス国南部を横断する

国道16号線もその一つであり、タイ－ベトナムを結ぶ国道でありながら、セコン川によって分断さ
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れており、現在は渡河船が運行されているものの、渡河船の運行は不定期で、雨期には頻繁に運休

するため、周辺住民の生活への影響が大きい。特に、セコン川以東（セコン県東部及びアタプ一県

東北部）は、人口の9割以上が少数民族で構成されており、従来からMDGs指標改善に不可欠であ

る社会インフラが不足し、極度の貧困に苦しむ地域であるが、渡河船運休時には「陸の孤島」と化

し、社会インフラへのアクセスや円滑な物流による経済活動が阻害されており、安定した交通の確

保は喫緊の課題となっている。 

加えて、近年、鉱工業開発や水資源開発等プロジェクトサイト周辺も含めたラオス国南部地域

の開発ポテンシャルも顕在化しつつあり、安定的な交通の確保は、周辺住民の生活改善のみなら

ずラオス国南部地域の経済発展のためにも重要な課題となっている。このような状況の下、ラオ

ス国政府はセコン橋の建設につき、わが国に対し無償資金協力を要請した。 

本調査は、要請案件の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力案件として適切な

概略設計を行い、事業計画を策定し、概略事業費を積算することを目的として実施したものであ

る。 

 
(3) 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は 2013 年 3 月 21 日から 5 月 26 日まで協力準備調査団（概略設計調査）をラオス国に派

遣した。同調査では、ラオス国関係者との協議を通じ、主に架橋位置及び取付け道路の線形、橋

梁及び取付け道路の縦断計画、橋梁の幅員構成、橋梁形式、環境社会配慮、自然条件、交通量、

建設資機材等の調達事情、運営・維持管理体制等に関して、調査、確認を行った。 
同調査の結果に基づき、日本国内で架橋位置、取付け道路の線形、橋梁・取付け道路の縦断及

び施工計画の検討、概略事業費積算等、概略設計を実施した後、概略設計概要説明調査団を 2013

年 10 月 9 日から 10 月 13 日までラオス国に派遣し、概略設計の内容、ラオス国による負担事項に

ついてラオス国側と協議・確認し、合意を得た。 
対象橋梁の架橋位置については、既に国道 16B 号線工事がセコン川の前後まで実施されており、

セコン橋をこの国道 16B 号線に接続させることが最も合理的であり、かつ総事業費が最も経済的

になること、また、公共事業運輸省（MPWT）側も当初計画通りの国道 16B 号線に接続する位置

への架橋を強く要望していることも考慮して、国道 16B 号線に接続する位置を架橋位置とした。 

縦断線形に関しては、セコン川の 50 年確率の洪水に対しても流木が橋桁に衝突することはなく、

また既往最大のケッツアーナ台風（100 年確率）の洪水位に対しても橋桁が浸水しない高さとし

た。橋梁の形式及び取付け道路の仕様については、コスト縮減を考慮し、ラオス国及び日本の基

準を採用し、当該橋梁及び取付け道路が果たすべき役割を達成するため、妥当な規模・仕様とな

るよう概略設計を実施した。また、施工方法の選定に際しては、可能な限り早期の完工を目指し

つつ、経済性を追及した方法を採用した。 
以上の結果、最終的に提案された計画概要は以下のとおりである。 
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(4) プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画を日本の無償資金協力で実施する場合、実施設計 6.0 ヶ月、施設建設 29.0 ヶ月が必要と

される。また、概算事業費は約 23.41 億円（日本側負担分は 23.37 億円、ラオス国側負担分は 357

万円）と見積もられる。 

項   目 形  式・諸  元 

架 橋 位 置 国道 16B 号線がセコン川を横断する位置 

幅 員 

橋梁部 
車道幅員 3.5m×2=7.0m､ 側帯 0.5m×2=1.0m、 
歩道幅員 1.5m×2=3.0m、 計 11.0m（有効幅員） 
地覆 0.4m×2=0.8m      計 11.8m（総幅員） 

取付け道路部 
車道幅員 3.5m×2=7.0m､ 
路肩幅員 1.5m×2=3.0m、 
保護路肩 0.5m×2=1.0m､計 11.0m（総幅員） 

橋梁形式 エクストラドーズド橋+PC 箱桁橋 

橋長、支間割り 80.0m＋110.0m＋65.0m（主橋梁部）+ 
45.0m（側径間部）=300.0m 

橋面舗装 アスファルト舗装（車道部 80mm） 

A1 橋台 

（セコン市側） 

形 式 逆 T 式橋台 

構造高 9.8m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.2m、L=9.5m、n=8 本） 

A2 橋台 

（ダクチュン側） 

形 式 逆 T 式橋台 

構造高 8.0m 

基礎工 直接基礎 

P1 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=16.5m 

基礎工 直接基礎 

P2 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=24.5m 

基礎工 直接基礎 

P3 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=25.5m 

基礎工 直接基礎 

取付け道路 
延長 セコン市側：227m、ダクチュン側：300m、計 527m 

舗装 アスファルト舗装（表層 50mm+基層 50mm=100mm） 

護岸工 右岸側 布団かご工 3,024m2 
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(5) プロジェクトの評価 

1) 妥当性 

以下の点から、我が国の無償資金協力により事業を実施することは妥当であると判断される。 

① プロジェクトの裨益が、南部地域の貧困層を含む相当数の一般国民に及ぶこと（直接的に

はセコン県のラマン郡 29,000 人、ダクチュン郡 19,000 人、カルム郡の 14,000 人の合計

62,000 人、間接的にはラオス国民 665 万人及び周辺国民）。 

② プロジェクトの効果として、ラオス国の重要路線である国道 16 号線及び国道 16B 号線国

際幹線道路輸送ネットワークの強化、安定交通の確保、交通の円滑化、社会経済の活性化、

南部地域住民の貧困削減等があり、住民の生活改善に緊急的に求められていること。 

③ ラオス国側が独自の資金と人材・技術で完成後の運営・維持管理が行うことが出来、過度

に高度な技術を必要としないこと。 

④ 本プロジェクトは、国道接続開発計画（Development Plan for the National Roads : 2011-2015）

における具体的な戦略の一つとして位置付けられており、ラオス国の国際基幹道路である

国道 16B 号線道路整備事業の最重要施設であること。 

⑤ 本プロジェクトにおいては、環境面の負の影響が殆ど無いこと。 

⑥ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトが実施可能であること。 

⑦ 主橋梁部は橋長が 255m（80m+110m+65m）と長いエクストラドーズド橋であるため、ラ

オス国の技術による設計、施工は困難であり、日本の技術を用いる必要性・優位性がある

こと。 

 

2) 有効性 

i) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、見込まれる定量的効果は以下の通りである。 

 

指 標 名 基準値（2013 年） 目標値（2020 年） 
【事業完成 3 年後】 

① 渡河所要時間（分） 15 
(待ち時間含む平均値) 

0.3 
(走行速度 60km/h、橋長 300m) 

② 一日当たり渡河可能時間 
（時間／日） 

14（フェリーによる渡河） 
（日中のみ） 

24（橋梁による渡河） 
（1 日中） 

③ 年間渡河可能日数（日／年） 305（フェリーによる渡河） 365（橋梁による渡河） 

④ 車両渡河日交通量（台／日） 235（フェリーによる渡河） 516（橋梁による渡河） 

⑤ 歩行者渡河日交通量（人／日） 290（フェリーによる渡河） 330（橋梁による渡河） 

⑥ 国際物流輸送距離（km） 
（本邦企業も含むセコン県等南部

生産地域から隣国への輸出） 

約 900 
（セコン県⇒バンコク） 

約 280 
（セコン県⇒ダナン） 

⑦ 国際物流輸送時間（日） 
（ダナンの本邦企業よりバンコク

への輸出） 

7 
（ダナン⇒バンコク） 

【海上輸送】 

2 
（ダナン⇒セコン⇒バンコク） 

【陸上輸送】 
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ii) 定性的効果 

① 対象橋梁の建設により、フェリーに代わる安定的な物流、人的交流が確保され、南部地域の

地域産品・鉱物資源の生産活動、流通活動の活性化が図れるため、同地域の経済発展・貧困

削減に寄与する。 

② 対象橋梁は 100 年確率の大規模洪水時にも浸水しない高さを確保しているため、大規模洪水

時に周辺地域が水没する場合に、周辺住民及び家禽等の緊急避難場所として利用できる。 

③ ボロベン高原などセコン橋の西の地域で農産物、林産品を生産する本邦企業はベトナムへの

輸出、特にダナン港に向けての出荷が可能となる。現在、セコン橋の西の地域での生産品の

輸出先はほとんどがバンコクであるが、出荷先の選択肢が増える。また、16B 号線、ベトナ

ム側 14D 号線の整備が進めば、ベトナムダナン港への輸送距離がバンコクルートよりも短縮

されることから輸送コストの縮減が図られる。 

④ セコン橋の東側地域で現在未開の状況であるダクチュンを中心とする地域で農産物、林産品

を生産する本邦企業は、タイへの輸出が可能となる。また、16B 号線、ベトナム側 14D 号線

の整備が進めば、輸出先の選択肢が、ベトナム、タイの両国になり生産物の安定的な出荷が

可能となる。 

⑤ セコン橋の完成によりベトナムのダナンがラオス南部地域のゲートウェイとなった場合、南

部地域からバンコクへの搬出に比べ輸送距離は 1/3 以下になり、輸送コスト、輸送時間削減

という裨益が得られる。 

⑥ ダナンの工業団地で生産活動を展開する本邦企業（2012 年 12 月時点で 56 社）にとっては、

生産品のバンコク市場への陸路による搬出が可能となる裨益が得られる。バンコクまで海運

によれば 1 週間程度を要するが陸路では 2 日程度と大幅な短縮となる。 

⑦ ベトナムですでに生産活動をしている本邦企業のラオス進出が図られる。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 
1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 国の概要 
ラオス国人民民主共和国（以下、ラオス国）はタイ、カンボジア、ベトナム、ミャンマー、中

国に囲まれた内陸国である。ラオス国の国土は 23.68 万㎞ 2 であり、総人口は 665 万人（2012 年：

世界銀行）で、人口密度は 28 人/km2 である。 

地形的には、南北に長く、国土の多くが山岳で占められており、隣国に比べて比較的森林資源

が多く残っていた地域であるが、近年急激な森林破壊が問題となっている。国土面積の 61%は二

次林であり、この森林地帯でも多くの人が生活している。 

ラオス国の気候は、熱帯性モンスーン気候である。季節は、5 月から 10 月までの雨期と 11 月

から翌年の 4 月までの乾期の二つに大別される。本件プロジェクトの対象地域であるセコンの年

間降雨量は平均で約 1,285mm であり、少ない年で 1,000mm、多い年で 1,600mm 程度と年較差が大

きい。セコンの最高気温は、3、4 月が最も高く 39℃程度、12 月が最も低く 34℃程度であり、年

間を通して 34℃以上となる。 

 

(2) 当該セクターの現状と課題 
ラオス国では、道路交通が主要な移動・輸送手段であり、旅客では約9割、貨物では約8割を占

める重要な交通手段となっている。しかし、ラオス国南部地域（サバナケット、サラワン、セコ

ン、チャンパサック、アタプーの5県）は、タイ・ベトナムと国境を接し、地域的な連結性の観点

から道路整備の重要性は高いものの、山岳地帯が多いため整備が立ち遅れている。 

これまでラオス国では、南部地域で国道 9 号線、国道 13 号線の道路整備、パクセ橋建設、第 2

メコン国際橋等、日本を含む各援助機関の支援を受けながら積極的に道路整備を行ってきたが、

依然として雨期には道路ネットワークが機能不全に陥りやすい状況にある。ラオス国南部を横断

する国道 16 号線もその一つであり、タイ－ベトナムを結ぶ国道でありながら、セコン川によって

分断されており、現在は渡河船が運行されているものの、渡河船の運行は不定期で、雨期には頻

繁に運休するため、周辺住民の生活への影響が大きい。特に、セコン川以東（セコン県東部及び

アタプ一県東北部）は、人口の 9 割以上が少数民族で構成されており、従来からミレニアム開発

目標（Millennium Development Goals：MDGs）指標改善に不可欠である社会インフラが不足し、極

度の貧困に苦しむ地域であるが、渡河船運休時には「陸の孤島」と化し、社会インフラへのアク

セスや円滑な物流による経済活動が阻害されており、安定した交通の確保は喫緊の課題となって

いる。 

加えて、近年、鉱工業開発や水資源開発等プロジェクトサイト周辺も含めたラオス国南部地域

の開発ポテンシャルも顕在化しつつあり、安定的な交通の確保は、周辺住民の生活改善のみなら

ずラオス国南部地域の経済発展のためにも重要な課題となっている。 
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(3) 道路網整備の現状と課題 

ラオス国は内陸国であるため、道路交通が主要な移動・輸送手段であり、旅客においては約 9

割、貨物では約 8 割を占める重要な交通手段となっている。ラオス国全体の道路網延長は、2010

年時点で約 39,600km に達し、これらは道路管理区分によって国道、県道、郡道、村道及び都市内

道に分類されている。表 1-1-1 に道路管理区分別及び舗装種別延長を示す。また、図 1-1-1 にラ

オス国南部道路網図、図 1-1-2 に全国道路網図を示す。 

 

表 1-1-1 道路管理区分別及び舗装種別延長（km） 

道路種別 アスファルト道 砂利道 土 道 合 計 

国 道 4,433 2,191 611 7,235 

県 道 697 4,165 3,101 7,963 

郡 道 183 2,633 2,313 5,129 

村 道 85 3,666 12,689 16,440 

都市内道

 

575 895 445 1,915 

特定道路 143 324 437 904 

合 計 
6,116 

（15.45%） 
13,874 

（35.05%） 
19,596 

（49.50%） 
39,586 
（100%） 

 

上表から判るように、アスファルトによる舗装比率は全国でわずか15.45%であり、ほとんどの

未舗装地方道路において、雨期は通行不能となり住民のアクセスビリティに大きな影響を与えて

いる。 

内陸国であるラオス国の道路網は、国際間および地域間貿易の鍵を握っているにも関わらず、

地形状況が厳しいこともあり、その開発は未だ発展途上にある。したがって、道路密度は

0.17km/km2(2010年)程度であり、隣国(ベトナム国：0.36km/km2)と比較しても低い値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：MPWT） 

図 1-1-1 ラオス国南部の道路網 
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図 1-1-2 全国道路網図 
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1-1-2 開発計画 

ラオス国には、2011年10月に策定された2020年に向けた長期開発戦略に基づいた「国家社会経

済開発計画（National Socio-Economic Development Plan(2011-2015):NSEDP）」がある。この5ヵ年

計画を上位計画として、各省の5ヵ年計画が策定されている。2011年から2015年は第7次5ヵ年国家

社会経済開発計画に該当する。第7次NSEDPでは、2020年迄に国家を現代的で工業的な社会に変換

するとしている。また、2020年迄に国家を最貧国（Least-Developed Country:LDC）から脱却させ、

強化された地域的及び国際的協調のための機会を創造するとしている。 

さらに、NSEDPを受けMPWTは2011年に国道接続開発計画を策定した。本計画では、以下の４

つの道路リンクの強化に着目している。すなわち、 

① ラオス国の経済成長に寄与する道路リンクの整備 

② ラオス国の安全と農村開発に寄与する道路リンクの整備 

③ ラオス国の安全と平和に寄与する道路リンクの整備 

④ ラオス国の社会や文化に寄与する道路リンクの整備 

なお、開発計画の詳細に関しては、3-1-1 上位目標とプロジェクト目標を参照のこと。 

 

1-1-3 社会経済状況 

人民革命党を指導党とするラオス国政権は、1992 年にカムタイ党議長、ヌーハック前国家主席

等を中心とする指導体制になり、新指導部は経済面を主とする諸改革の方針を踏襲した。第 8 回

党大会（2006 年）では 1986 年以来の「改革路線」の維持が確認され、第 9 回党大会（2011 年）

では、2015 年までの年 8％以上の経済成長と 1 人当たり GDP1,700 ドルの達成と躍進が採択され

た。 

ラオス国では、1975 年以来の計画経済が行き詰まり，1986 年に「新経済メカニズム」とよばれ

る経済改革に着手し、銀行制度、税制、外国投資法の制定、国営企業の民営化等幅広い分野での

措置を通じ、市場経済の導入、開放経済政策を推進した。第 8 回党大会（2006 年）においては、

2020 年までの LDC 脱却、2010 年までの貧困の基本的な解決等を目指した長期目標を策定した。 

さらに、外国投資の促進による社会経済開発の加速を目指し、2008 年 8 月、日本との間の二国

間投資協定が発効し、日ラオス国官民合同対話を通じて、投資環境の改善に取り組んでいる。 

ラオス国の GDP（国内総生産）は約 82 億ドル（2011 年：ラオス国統計局）であり、一人当た

りの GDP は 1,281 ドル（2011 年：ラオス国統計局）である。また、一人当たりの GNI（国民総所

得）は 2,400 米ドル（2013 年：WHO）である。実質経済成長率は 8.04%（2011 年）、物価上昇率

は 7.6%（2011 年：ラオス国統計局）であり、総貿易額は輸出が 18.54 億米ドル、輸入が 24.23 億

米ドル（2011 年：ラオス国中央銀行）である。主要貿易品目は、輸出が鉱物、農業林産品、縫製

品、電力であり、輸入は投資関連財、消費財（2011 年：ラオス国中央銀行）である。ラオス国の

主要産業はサービス業（GDP の約 38%）、農業（約 28%）、工業（約 27%）である。 
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1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 
ラオス国では、道路交通が主要な移動・輸送手段であり、旅客では約9割、貨物では約8割を占

める重要な交通手段となっている。しかし、ラオス国南部地域（サバナケット、サラワン、セコ

ン、チャンパサック、アタプーの5県）は、タイ・ベトナムと国境を接し、地域的な連結性の観点

から道路整備の重要性は高いものの、山岳地帯が多いため整備が立ち遅れている。 

これまでラオス国では、南部地域で国道9号線、国道13号線の道路整備、パクセ橋建設、第2メ

コン国際橋等、日本を含む各援助機関の支援を受けながら積極的に道路整備を行ってきたが、依

然として雨期には道路ネットワークが機能不全に陥りやすい状況にある。ラオス国南部を横断す

る国道16号線もその一つであり、タイ－ベトナムを結ぶ国道でありながら、セコン川によって分

断されており、現在は渡河船が運行されているものの、渡河船の運行は不定期で、雨期には頻繁

に運休するため、周辺住民の生活への影響が大きい。特に、セコン川以東（セコン県東部及びア

タプ一県東北部）は、人口の9割以上が少数民族で構成されており、従来からMDGs指標改善に不可

欠である社会インフラが不足し、極度の貧困に苦しむ地域であるが、渡河船運休時には「陸の孤

島」と化し、社会インフラへのアクセスや円滑な物流による経済活動が阻害されており、安定し

た交通の確保は喫緊の課題となっている。 

加えて、近年、鉱工業開発や水資源開発等プロジェクトサイト周辺も含めたラオス国南部地域

の開発ポテンシャルも顕在化しつつあり、安定的な交通の確保は、周辺住民の生活改善のみなら

ずラオス国南部地域の経済発展のためにも重要な課題となっている。このような状況を踏まえ、

ラオス国政府は我が国に対し、セコン橋建設について要請した。 
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1-3 わが国の援助動向 
運輸交通分野における当該セクターに関する我が国の技術協力・有償資金協力との関係及び無

償資金協力の実績の概要を表 1-3-1 及び表 1-3-2 に示す。 
 

(1) 我が国の技術協力・有償資金協力との関係 

 

 

協力内容 実施年度 案件名/その他 供与限度額 概  要 

開発計画調査型

技術協力 
プロジェクト 

1995～ 
2000 年度 

第 2 メコン国際橋 
架橋事業実施設計 
調査 

－ 

ラオス国（サバナケット）と 
タイ（ムクダハン）を繋ぐ 
メコン架橋建設に係る実施 
設計調査 

1995～ 
1996 年度 

パクセ橋建設計画 
調査 

－ 
メコン河横断橋梁と取付け 
道路にかかる基本設計調査 

2001～ 
2002 年度 

ラオス国南部地域道

路改善計画 
－ 

ラオス国南部地域の幹線道路

整備に係るマスタープラン及

びフィージビリティスタディ 

専門家派遣 
1996 年度～

現在 

道路行政アドバイザ

ー 

人数：5 名 

－ 
公共事業運輸省による道路 

行政に関する助言・支援 

有償資金協力 
2001～ 
2006 年度 

第 2 メコン国際橋 
架橋事業 

40.11億円 

ベトナム～ラオス国～タイ～ 
ミャンマーを繋ぐ東西回廊 
として運輸インフラの一環で

ラオス国・タイの国境メコン

河に建設 

技術協力 
プロジェクト 

2011～ 
2016 年度 

道路維持管理能力 
強化プロジェクト 

－ 
公共事業運輸省の計画立案 
能力の向上、技術マニュアル

類の整備、技術者の能力向上 

 

 

 

 

 

  

表 1-3-1 我が国の技術協力・有償資金協力との関係（運輸交通分野） 
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(2) 我が国の無償資金協力実績 

 

 

 

  

実施年度 案  件  名 
供与限度額 

（単位：億円） 
概  要 

1994～
1996 年度 

国道 13 号線橋梁改修計画 24.55 
国道13号線のナムカディン～タケク

間の26橋の架け替え 

1997～
2000 年度 

第 2 次国道 13 号線橋梁改修 
計画 

76.49 
国道13号線のタケク～パクセー区間

の仮設橋の2車線恒久橋への架け替え 

1996 年度 パクセ橋建設計画（D/D） 1.43 
メコン河を横断する橋長1,380mの 
橋梁と取付け道路3kmの詳細設計 

1997～
2000 年度 

パクセ橋建設計画（本体） 54.46 
メコン河を横断する橋長1,380mの 
橋梁と取付け道路3kmの建設 

1999～
2002 年度 

国道 9 号線改修計画 39.86 
東西回廊の一部である国道9号の内、

セノ～ムアンパラン区間73kmの整備 

2000 年度 
第２次国道 9 号線改修計画

（D/D） 
1.12 

東西回廊の一部である国道9号の内、

ムアンパラン～ムアンピン（約60km）

の整備の詳細設計 

2001～
2003 年度 

第２次国道 9 号線改修計画

（本体） 
32.26 

東西回廊の一部である国道9号の内、

ムアンパラン～ムアンピン（約60km）

の整備 

2006 年度 
ヒンフープ橋建設計画 
（D/D） 

0.35 

国道13号上のナムリク川に架かるヒ

ンフープ橋（ベーリー橋：160m）の

架け替えと取付け道路（880m）の建

設の詳細設計 

2007～
2009 年度 

ヒンフープ橋改修計画 9.33 

国道13号上のナムリク川に架かる 
ヒンフープ橋（ベーリー橋：160m）

の架け替えと取付け道路（880m）の

建設 

2011～
2014 年度 

国道九号線（メコン地域東西

経済回廊）整備計画 
32.73 

メコン地域東西経済回廊の一部 
である国道九号線の整備計画 

表 1-3-2 我が国の無償資金協力実績（運輸交通分野） 
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1-4 他ドナーの援助動向 
他ドナーの援助によって近年に実施された、又は実施中の運輸交通分野における援助動向を下

表に示す。 
 
 
 

実施 
年度 機 関 名 案 件 名 金額 援助 

形態 概   要 

1990- 
1993 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｾ-ﾊﾟｸｿﾝ 
道路改修 20,570 有償 ﾊﾟｸｾ-ﾊﾟｸｿﾝ道路の 

舗装改修 

1987- 
1994 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ-ﾊﾞﾝﾋﾞｴﾝ 
道路改修 26,260 有償 ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ-ﾊﾞﾝﾋﾞｴﾝ道路の

舗装改修 

1992- 
1996 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾞﾝﾋﾞｵﾝ-ｶｼ 
道路改修 8,720 有償 ﾋﾞｼｭｹｸ-ｵｼｭ道路の 

舗装改修 

1992- 
1996 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｶｼ-ﾙｱﾝｸﾞﾌﾟﾛﾊﾞﾝｸﾞ 
道路改修 33,100 有償 ｶｼ-ﾙｱﾝｸﾞﾌﾟﾛﾊﾞﾝｸﾞ道路の

舗装改修 

1993- 
1997 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾙｱﾝｸﾞﾌﾟﾛﾊﾞﾝｸﾞ- 
ﾊﾟｸﾓﾝｸﾞ道路改修 26,600 有償 ﾙｱﾝｸﾞﾌﾟﾛﾊﾞﾝｸﾞ-ﾊﾟｸﾓﾝｸﾞ

道路の舗装改修 

1987- 
1995 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｿﾝ-ﾀﾀﾝ 
道路改修 5,340 有償 ﾊﾟｸｿﾝ-ﾀﾀﾝ道路の 

舗装改修 

1995- 
2001 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾀﾀﾝ-ｾﾅﾑﾉｲ 
道路改修 8,560 有償 ﾀﾀﾝ-ｾﾅﾑﾉｲ道路の 

舗装改修 

1995- 
2001 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｾﾅﾑﾉｲｰｱﾀﾌﾟｰ 
道路改修 3,570 有償 ｾﾅﾑﾉｲｰｱﾀﾌﾟｰ道路の 

舗装改修 

1995- 
2001 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｾﾅﾑﾉｲｰｱﾀﾌﾟｰ間 
橋梁建設 4,230 有償 ｾﾅﾑﾉｲｰｱﾀﾌﾟｰ間 16 橋の建

設 

1998- 
2000 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｾ-ﾊﾞﾝﾀｵ 
道路改修 7,670 有償 ﾊﾟｸｾ-ﾊﾞﾝﾀｵ道路の 

舗装改修 

1996- 
1999 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｾ-ﾋﾟｱﾊﾟｲ 
道路改修 12,640 有償 ﾊﾟｸｾ-ﾋﾟｱﾊﾟｲ道路の 

舗装改修 

1996- 
1999 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾋﾟｱﾊﾟｲ-ﾅｻﾝﾊﾟﾝ 
道路改修 13,480 有償 ﾋﾟｱﾊﾟｲ-ﾅｻﾝﾊﾟﾝ道路の 

舗装改修 

1996- 
1999 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾅｺﾝﾊﾟﾝ-ﾍﾞｳｶﾑ 
道路改修 10,930 有償 ﾅｺﾝﾊﾟﾝ-ﾍﾞｳｶﾑ道路の 

舗装改修 

1998- 
2003 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｳｶｳﾝｰﾊﾞﾝﾑｴﾝｿｰ 
道路改修 12,530 有償 ﾊﾟｳｶｳﾝｰﾊﾞﾝﾑｴﾝｿｰ道路の

舗装改修 

1998- 
2002 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾞﾝﾑｴﾝｿｰﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ 
道路改修 5,120 有償 ﾊﾞﾝﾑｴﾝｿｰﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ道路の

舗装改修 

1998- 
2002 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ-ﾅﾑｶﾝ 
道路改修 12,660 有償 ﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ-ﾅﾑｶﾝ道路の 

舗装改修 

1998- 
2002 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ-ﾑｴﾝｺｱﾝ 
道路改修 4,130 有償 ﾌｫﾝｻﾊﾞﾝ-ﾑｴﾝｺｱﾝ道路の舗

装改修 

表 1-4-1 他ドナー国・国際機関による援助実績（運輸交通分野） 

（単位：千 US$） 
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実施 
年度 機 関 名 案 件 名 金額 援助 

形態 概   要 

1998- 
2001 年度 世界銀行(WB) ｾﾉ-35km 

道路改修 3,460 有償 ｾﾉ-35km 道路の 
舗装改修 

1989- 
1994 年度 

世界開発 
協会(IDA) 

ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ-ﾊﾟｸｾ 
道路改修 14,500 有償 ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ-ﾊﾟｸｾ道路の 

舗装改修 

1992- 
1997 年度 

世界開発 
協会(IDA) 

ﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ-ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ 
道路改修 49,180 有償 ﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ-ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ道路の

舗装改修 

1998- 
2001 年度 

世界開発 
協会(IDA) 

ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ-ﾊﾟｸｾ 
道路改修 27,230 有償 ｻﾊﾞﾅｹｯﾄ-ﾊﾟｸｾ道路の 

舗装改修 

1988- 
1995 年度 

スウェーデン 
国際開発 
公社(SIDA) 

ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ-ﾀﾎﾞｱｸ 
道路改修 21,630 有償 ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ-ﾀﾎﾞｱｸ道路の 

舗装改修 

1993- 
1997 年度 

スウェーデン 
国際開発 
公社(SIDA) 

ﾀﾎﾞｱｸｰﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ 
道路改修 18,130 有償 ﾀﾎﾞｱｸｰﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ道路の 

舗装改修 

1994- 
1997 年度 

スウェーデン 
国際開発 
公社(SIDA) 

ﾀﾎﾞｱｸｰﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ間 
橋梁建設 不明 有償 ﾀﾎﾞｱｸｰﾊﾟｶﾃﾞｨﾝ間 9 橋の

建設 

1991- 
1994 年度 

オーストラリア 
国際開発庁 
(AusAID) 

ﾀｲｰラオス国友好橋 35,000 有償 ﾀｲｰラオス国友好橋の建
設 

1996- 
1998 年度 

オーストラリア 
国際開発庁 
(AusAID) 

ｸｵｾ橋建設 14,520 有償 ｸｵｾ橋の建設 

1996- 
1999 年度 

オーストラリア 
国際開発庁 
(AusAID) 

4 橋建設 480 有償 4 橋の建設 

1989- 
1992 年度 

国連開発 
計画(UNDP) 

ﾑｴﾝｼﾝﾇｰｶｲｱﾎﾞｳﾘ 
道路改修 7,440 有償 ﾑｴﾝｼﾝﾇｰｶｲｱﾎﾞｳﾘ道路の

舗装改修 

1992- 
1996 年度 

国連開発 
計画(UNDP) 

ｶｲｱﾎﾞｳﾘｰﾊﾟｸﾚｲ 
道路改修 12,310 有償 ｶｲｱﾎﾞｳﾘｰﾊﾟｸﾚｲ道路の 

舗装改修 

1998- 
2000 年度 

国連開発 
計画(UNDP) 

ﾊﾟｸﾚｲｰｹﾝﾀｵ 
道路改修 4,610 有償 ﾊﾟｸﾚｲｰｹﾝﾀｵ道路の 

舗装改修 

1996- 
2001 年度 

ドイツ復興 
金融公庫 
(KFW) 

ﾑｴﾝｶﾑｰﾅﾒｲﾝ 
道路改修 17,000 有償 ﾑｴﾝｶﾑｰﾅﾒｲﾝ道路の 

舗装改修 

2001- 
2003 年度 ベトナム ｱﾀﾌﾟｰｰﾍﾞﾄﾅﾑ国境 

道路改修 41,360 有償 ｱﾀﾌﾟｰｰﾍﾞﾄﾅﾑ国境 
道路改修 

2000- 
2004 年度 ベトナム ｸﾞﾉﾏﾙﾀ道路改修 22,810 有償 ｸﾞﾉﾏﾙﾀ道路の舗装改修 

2002- 
2005 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｱﾀﾌﾟｰｰｾﾅﾓｲ 
道路改修 5,270 有償 ｱﾀﾌﾟｰｰｾﾅﾓｲ道路の 

舗装改修 

2002- 
2005 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾅｻｯｸｰﾉｸﾝﾄﾞﾄﾞﾙ 
道路改修 5,200 有償 ﾅｻｯｸｰﾉｸﾝﾄﾞﾄﾞﾙ道路の 

舗装改修 
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実施 
年度 機 関 名 案 件 名 金額 援助 

形態 概   要 

2002- 
2005 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾄﾝｺｵｰﾝ-ﾛﾝｸﾞｻｳ 
道路改修 7,800 有償 ﾄﾝｺｵｰﾝ-ﾛﾝｸﾞｻｳ道路の 

舗装改修 

2002- 
2005 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾎｳｲﾍｳﾝ-ｻｲﾝﾀｲ 
道路改修 7,430 有償 ﾎｳｲﾍｳﾝ-ｻｲﾝﾀｲ道路の 

舗装改修 

2004- 
2006 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾞﾝｿﾄﾞ-ﾅﾑﾗﾝｸﾞ 
道路改修 16,500 有償 ﾊﾞﾝｿﾄﾞ-ﾅﾑﾗﾝｸﾞ道路の 

舗装改修 

2004- 
2006 年度 中国 ﾅﾑﾗﾝｸﾞ-ﾎﾞﾃﾝ 

道路改修 30,000 有償 ﾅﾑﾗﾝｸﾞ-ﾎﾞﾃﾝ道路の 
舗装改修 

2004- 
2006 年度 タイ ﾒﾝﾎｳｻｲ-ﾊﾞﾝｿﾄﾞ 

道路改修 30,000 有償 ﾒﾝﾎｳｻｲ-ﾊﾞﾝｿﾄﾞ道路の 
舗装改修 

2000- 
2003 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾒﾝﾋﾟﾝ-ﾊﾟﾝｿﾜﾝ 
道路改修 13,810 有償 ﾒﾝﾋﾟﾝ-ﾊﾟﾝｿﾜﾝ道路の 

舗装改修 

2003- 
2005 年度 

スウェーデン 
国際開発 
公社(SIDA) 

ﾌｫｳﾊｲ-ﾍﾞﾄﾅﾑ国境 
道路改修 12,430 有償 ﾌｫｳﾊｲ-ﾍﾞﾄﾅﾑ国境 

道路の舗装改修 

2003- 
2004 年度 タイ ﾅﾑﾍﾜﾝ橋建設 1,390 有償 ﾅﾑﾍﾜﾝ橋の建設 

2005- 
2010 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｱﾀﾌﾟｰｰｻﾝｾｲ 
道路改修 4,500 有償 ｱﾀﾌﾟｰｰｻﾝｾｲ道路の 

舗装改修 

2006- 
2010 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｻｲﾔﾊﾞﾘｰﾊﾝｻﾀｸｿﾝ 
道路改修 9,980 有償 ｻｲﾔﾊﾞﾘｰﾊﾝｻﾀｸｿﾝ道路の

舗装改修 

2005- 
2010 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｿﾝｰﾊﾞﾝﾀｻｲ 
道路改修 7,100 有償 ﾊﾟｸｿﾝｰﾊﾞﾝﾀｻｲ道路の 

舗装改修 

2005- 
2010 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｱﾀﾌﾟｰｰｻﾝｶｲ 
道路改修 4,500 有償 ｱﾀﾌﾟｰｰｻﾝｶｲ道路の 

舗装改修 

2005- 
2010 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ﾊﾟｸｿﾝｰﾊﾞﾝﾊﾞﾝ 
道路改修 1,600 有償 ﾊﾟｸｿﾝｰﾊﾞﾝﾊﾞﾝ道路の 

舗装改修 

2008- 
2011 年度 

アジア開発 
銀行(ADB) 

ｼｴﾝｹﾞｳﾝ-ﾅｸﾊ 
道路改修 20,000 有償 ｼｴﾝｹﾞｳﾝ-ﾅｸﾊ道路の 

舗装改修 

2010- 
2013 年度 世界銀行(WB) ﾊﾟｸﾅﾑﾉｲ-ﾊﾞﾝﾖｰ 

道路改修 不明 有償 ﾊﾟｸﾅﾑﾉｲ-ﾊﾞﾝﾖｰ道路の 
舗装改修 

2010- 
2013 年度 世界銀行(WB) ｿﾌﾟﾊﾞｵ-ﾊﾞﾝﾀﾞﾝ 

道路改修 不明 有償 ｿﾌﾟﾊﾞｵ-ﾊﾞﾝﾀﾞﾝ道路の 
舗装改修 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 
2-1 プロジェクトの実施体制 
2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの主管官庁は公共事業運輸省（Ministry of Public Works and Transport：MPWT）

であり、実施機関は同省道路局（Department of Roads：DOR）及びセコン県公共事業運輸局

（Department of Public Works and Transport, Sekong：DPWT）である。また、セコン橋建設後の維持

管理はセコン県公共事業運輸局（DPWT）が実施する。 

ラオス国における道路行政は、MPWTが所管しており、MPWTが策定した「開発5ヵ年計画」に

もとづき、各県が年次事業実施計画書を提出し、中央政府が承認をとる方法を採用している。 

中央政府では、MPWTの中にある道路局（DOR）が、国道の計画･建設・維持管理を所管してお

り、国道の建設はDOR及び各県のDPWTが関わる。一方、定期的な道路補修を含めた国道の維持

管理と地方道の建設、維持管理および改善計画は、各県のDPWTが担当している。DPWTが実施す

るこれらの業務は、DORから管理されると共に補助も受けている。 

公共事業運輸省（MPWT）及びセコン県公共事業運輸局（DPWT）の組織図を図 2-1-1 及び図 

2-1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 公共事業運輸省（MPWT）組織図 

図 2-1-2 セコン県公共事業運輸局（DPWT） 

＊2 重枠線内はプロジェクト実施部

 

＊2重枠線内はプロジェクト実施部署 
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2-1-2 財政・予算 

(1) 公共事業運輸省 

ラオス国内の国道に関する道路・橋梁セクターの年間予算の推移を表 2-1-1 に示す。 

政府予算は、年度により伸び率は異なるが、毎年増加傾向にある。海外援助予算は、年度によ

り伸び率は大きく異なっており、その額も増加と減少を繰り返している。ただし、合計予算に対

する海外援助予算の占める割合は 60～80%と高く、直近の 5 年間の平均でも 70%と非常に高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路・橋梁セクターの年間予算の内、政府予算に関する項目別予算の推移を表 2-1-2 に示す。

道路予算は、項目的には年度毎に増減があるが、全体としては毎年増加傾向にある。日常的維持

管理、定期的維持管理及び緊急修理が大きな割合を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 2-1-1 道路・橋梁セクターの年間予算の推移 

注：予算執行期間は、4月～翌年 3月まで。（出典：MPWT） 

注：予算執行期間は、4 月～翌年 3 月まで。（出典：MPWT） 

表 2-1-2 項目別年間予算の推移 
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(2) 道路維持管理ファンド 

ラオス国においては、公共事業運輸省（MPWT）の予算は道路維持管理ファンド（Road 

Maintenance Fund：RMF）から調達される。RMFとは、ラオス国の道路網の持続可能な維持管理を

可能とするために、2001年に世銀等のドナー支援もあり、首相政令により導入された。現時点(2013

年)でのRMFの主な財源は以下の3つである。RMFの2005年～2012年の財源別収入及びその伸び率

を表 2-1-3に示す。 

 

・ 燃料税（ガソリン、軽油に課税。現時点では420kip/l（ガソリン価格の約4%）） 

・ 車両通行税（原則的には国道上の各県で1ヵ所） 

・ 過積載による罰金 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RMFは2001年に設立されたが、設立時より維持管理資金需要がRMFの収入を大きく上回ってい

たため、世界開発協会（International Development Association：IDA）、スウェーデン国際開発公社

（Swedish International Development Agency：SIDA)等が資金供与を行っていた。ただし、RMF事務

局では、燃料税を継続的に上昇（毎年50%）させていくことにより、2009年には維持管理資金の

需要と供給のバランスを取る計画を策定した。実際、2009年度からはIDAからの資金供与はゼロ

となり、2011年度からはSIDAからの資金供与もゼロとなり、現在は道路維持管理ファンドの収入

のみで維持管理資金需要を賄っている。なお、RMF及び他機関の収入と支出（2005年～2012年）

を表 2-1-4に、国道及び地方道の維持管理の項目及びその支出額を表 2-1-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-3 RMFの財源別収入 

表 2-1-4 RMF及び他機関の収入と支出 
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2-1-3 技術水準 

本プロジェクトの実施機関である道路局は、上述した我が国の無償・有償資金協力による道路・

橋梁改修プロジェクトばかりでなく、他国および国際機関による道路セクター全てのプロジェク

トの実施監理を担当している。このように、各種橋梁改修に関する実績は豊富であり、これらの

経験が本プロジェクトへも十分活かされるものと考えられる。 
通常、道路局がプロジェクトを実施する場合、職員からプロジェクトマネージャー（PM）およ

び副 PM を選定し、委託した監理コンサルタントを通して、プロジェクトの管理を行っている。

これら技術者は、国内の大学または旧ソ連や東欧諸国の大学を卒業しており、基礎的な専門知識

は習得している。また、上述したプロジェクトを通じてプロジェクトマネジメントに関する知見

も高めており、本計画を実施するには十分な技術レベルにあると判断される。 

  

表 2-1-5 道路維持管理項目及び支出額 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 
2-2-1 関連インフラの整備状況 
(1) セコン県及び周辺地域の道路整備状況 

セコン県及び周辺地域の関連インフラの整備状況を図 2-2-25（P50）に示す。 

(2) 既存ユーティリティ調査 

調査対象地域において、付近住民への聞き取り等により周辺のライフラインを調査した結果、

セコン川右岸側（セコン市側）には小さな集落があり、電気の供給は行われているが、建設中の

道路両側には電柱はない。ただし、現在、セコン県が建設中の取付け道路を横断する電線が 1 ヵ

所あり、工事中は重機に抵触しないように、電線を上方にあげておく必要がある。また、左岸側

（ダクチュン側）には集落はなく、電気を供給している電線は無いことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 気象調査 

気象状況については、橋梁等施設の計画、設計、施工および維持管理に必要な気象条件を把握

するために、新橋計画地点周辺の気象条件を調査し、整理した。ラオス国の気象資料に関しては

気象・水文局（Department of Meteorology and Hydrology）が取りまとめている。この機関から新橋

計画地点近傍のセコン観測所の記録を収集した。 

表 2-2-1 気象調査項目及び入手資料 

調査項目 詳  細 観測所・期間 入手元 
気温 月気温（最高・最低） セコン 2002～2012 気象・水文局 
降雨量 日雨量 セコン 2008～2012 〃 

風 日平均風速・風向 セコン 2008～2012 〃 

湿度 月平均相対湿度 セコン 2008～2012 〃 
自然災害 洪水位、湛水状況 既往最大水位 ヒアリング 

 

(1) 気温 

セコン観測所における過去 11 年間の気温を月別に整理した。セコンの最高気温は、3、4 月が

最も高く 39℃程度、12 月が最も低く 34℃程度であり、年間を通して 34℃以上となる。最低気温

は 1 月が最も低く約 11℃であり、10 月～3 月の 6 ヶ月間は 19℃以下となる。最高気温と最低気温

の差が大きいのが 10 月～3 月で 20℃以上となるが、4 月～9 月までの 6 ヶ月間はその差が小さく、

20℃以下となる。 

  

図 2-2-1 工事中に支障となる電線 

電線 
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(2) 降雨量 

1) 月別降雨量 

セコン観測所における過去 5 年間の日雨量を月別に整理した。ラオス国では一般に、5 月～10

月が雨期、11 月～4 月が乾期といわれている。当該地点の年間降雨量は平均で約 1,285mm であり、

少ない年で 1,000mm、多い年で 1,600mm 程度と年較差が大きい。11 月から 3 月には降雨が極めて

少ないが、4 月から徐々に増加し 10 月までの間は降雨が多くなり 7 月から 9 月にかけて 200mm

を超えるが、年間降雨量は特に多い地域ではない。しかし、近年では月間 400mm を越えることも

あり、最大は雨期の終わりに近い 9 月に発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 最大日降雨量 

セコン観測所における過去 5 年間の日降雨量から各月の最大日降雨量を整理した。当該地域の

最大日降雨量は 11月から 2月の 4ヶ月は平均して 10mm以下と少なく、3月から 10月の間は 10mm

図 2-2-2 年間気温変化 

最高 
最低 

表 2-2-3 月間降雨量 

図 2-2-3 月間降雨量 

月 単位 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 平均

最高気温 ℃ 35.4 37.7 39.0 39.3 38.1 36.3 34.7 34.5 34.5 34.6 34.5 34.2 36.1

最低気温 ℃ 10.7 13.4 13.5 20.9 22.3 23.0 22.6 22.4 21.8 18.3 15.0 12.2 18.0

表 2-2-2 気温 

℃ 

単位： mm

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

2008 0.0 0.0 26.8 91.6 143.1 180.7 212.3 297.6 165.5 88.5 10.4 1.0 1217.5

2009 0.0 19.7 29.4 131.7 188.4 96.2 360.3 178.8 239.8 112.1 0.0 0.0 1356.4

2010 0.4 14.4 2.3 65.8 86.7 151.1 197.7 291.5 87.7 158.8 5.2 0.0 1061.6

2011 0.0 26.1 56.0 73.5 53.9 235.0 268.3 269.0 417.7 146.4 25.0 0.0 1570.9

2012 13.1 0.0 13.9 81.0 163.6 196.2 292.8 175.5 205.3 65.8 13.7 0.0 1220.9

平均 3 12 26 89 127 172 266 242 223 114 11 0 1,285 
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以上となり 17mm～57mm の間で推移する。しかし、近年では 50mm を越える年があり、雨期の終

わりに近い 9 月に発生したケッツァーナ台風時には 90.6mm を記録している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 日降雨量 10mm 以上の日数 

セコン観測所における過去 5 年間の日降雨量から、10mm 以上の日数を整理した。乾期の 11 月

～3 月まではほとんどゼロに近くなり、乾期の終わりの 4 月から、雨期の始まりの 5 月は 4 日程

度となり、6 月から 9 月までの間は 7、8 月にピークとなって 9 日程度となる。また、日降雨量 10mm

の年間日数は 35～46 日、平均 44.4 日である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位： mm

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

2008 0.0 0.0 22.0 29.4 24.8 48.6 43.4 55.5 24.0 37.0 7.2 1.0 293

2009 0.0 13.3 15.2 30.0 59.2 19.6 62.0 41.4 90.6 43.6 0.0 0.0 375

2010 0.4 4.6 1.5 37.4 24.6 33.2 70.4 52.7 36.6 59.8 2.6 0.0 324

2011 0.0 26.1 35.0 30.0 21.6 78.2 58.6 49.4 86.5 38.8 21.1 0.0 445

2012 8.2 0.0 10.6 27.6 52.6 33.4 31.4 36.2 45.6 20.4 5.6 0.0 272

平均 2 9 17 31 37 43 53 47 57 40 7 0 342

表 2-2-4 最大日降雨量 

図 2-2-5 日降雨量 10mm以上の日数 

表 2-2-5 日降雨量 10mm以上の日数 

単位： 日

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

2008 0 0 1 5 5 6 6 11 8 3 0 0 45

2009 1 1 2 5 5 4 10 6 8 3 0 1 46

2010 1 0 0 2 2 5 6 12 3 4 0 0 35

2011 0 1 2 3 2 6 9 9 13 7 1 0 53

2012 0 0 1 3 5 8 12 6 5 3 0 0 43

平均 0.4 0.4 1.2 3.6 3.8 5.8 8.6 8.8 7.4 4.0 0.2 0.2 44.4

図 2-2-4 最大日降雨量 
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(3) 風向・風速 

セコン観測所の風向・風速については、2008 年から 2012 年の 5 年間の記録を整理した。風向

の頻度は、西、東、南、北の順に頻度が多い。風速は、年間 1.2m/s～3.9m/s の間にあり、年間の

平均は 2.5m/s である。北西、北北西方向の風が強い傾向にあり 3.9m/s 程度である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 湿度 

セコン観測所の湿度については、2002 年から 2012 年の 11 年間の記録を整理した。平均湿度は

年間では 59%～85%の間にあり、年平均は 70.5%である。乾期の 10 月～4 月までの湿度は 55～77%

であるが、雨期の 5～10 月には 73%～85%となり高くなる。湿度については、やや高い地域であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-2-2 水文調査 

(1) 観測記録 

新橋架橋地点を流下するセコン川の水位はセコン橋より 492m 下流にあるセコン観測所で観測

されており、流域内唯一の観測所である。観測所はセコン川が山地部から平野部に流下し始めた

地点に設置されている。観測標は右岸の河岸に設置されており、流域面積は 5,483km2 である。本

観測所は水位記録のみが行われているため、流量と水位を観測している下流のアタプー観測所（流

域面積 10,500km2）の観測記録（水位、流量）を収集した。 

風向 単位 N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW CAL
風速 m/s 2.8 3.4 3.3 2.1 2.7 2.7 2.5 2.3 2.4 1.9 2.2 1.2 2.7 3.0 3.9 3.8 0.0
頻度 ％ 12.3 0.8 7.4 0.5 17.6 1.4 12.3 2.0 17.0 0.3 2.3 0.4 19.3 0.3 4.2 0.7 1.3

図 2-2-6 年間の風向別風速と風向頻度 図 2-2-7 年間の風向頻度と静穏度 

図 2-2-8 年間の湿度変化 
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1) 水位 

セコン観測所及びアタプー観測所の水位は、1990年～2012年までの 23年間の記録を入手した。

両観測所の水位は日平均水位である。なお、セコン観測所における水位は基準河床高（標高

107.517m）からの水深を表している。 

2) 流量 

アタプー観測所の流量は、1990 年～2012 年までの 23 年間の記録を入手した。記録は日平均流

量である。観測は毎日の朝夕の水位観測結果を用い、日平均流量を求めている。 

 

(2) 水位 

1) 年間水位 

 セコン観測所の過去 10 年間の年間水位状況を日平均水位により整理した。セコン川の河道

水位は、乾期である 11 月には 5m を超える年もあるが、12 月に入ってからは低下し始め翌年の

4 月までは 3m 程度以下と低くなる。雨期に入る 5 月から 7 月にかけて次第に上昇し始め 5m を

超える水位が頻発し、8 月～10 月の間は 10m を超える水位が発生する年もある。洪水時の水位

は急上昇するが、1～2 日後には平水位程度まで急低下するのが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2） 年最大水位 

セコン川の日水位記録（1990 年～2012 年までの 23 年間）を整理し、年最大水位及び平均水位

を求めた。最高水位は約 5m が下限で 20m までの間で変動しており、1996 年には 13m、2006 年に

は 17m、2009 年には 20m となっている。なお、既往最大水位は、ケッァーナ台風時の 2009 年 9

月 30 日の 20.04m（標高 127.557m）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-9 過去 10年間の年間水位状況 

図 2-2-10 年最大水位、平均水深 
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(3) 流量 

アタプー観測所はセコン観測所の下流に位置しており、セコン川で流量を観測している唯一の

観測所である。年最大流量の平均は 4,341m3/s であり、2009 年のケッァーナ台風時に既往最大流

量 27,725m3/s を記録している。本観測所の流域はセコン橋流域を含む流域であり、洪水時の流出

特性は地域的な類似が高いと想定されるので、セコン観測所における流量を比流量により求める

ことが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 洪水状況 

架橋予定地点のセコン川において架橋計画地点、フェリー渡河地点（約 1.8km 下流）及び上流

地点（1km 上流）の 3 地点において河川横断測量を実施するとともに、右岸の住民からケッァー

ナ台風時の既往最大水位をヒアリングした。 

 

 
 
 
 

 

 

 
 

図 2-2-11 年最大流量 

表 2-2-6 既往最大水位ヒアリング及び河川横断測量結果 

図 2-2-12 既往最大水位ヒアリング測量位置図 
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1) 水位状況 

セコン川の観測所は架橋計画地点の直下流に位置しており、台風ケッツアーナにより水位が上

昇し、前々日の約 5 倍を超える水位を記録した。観測所の水位測定方法は右岸の河岸に設置され

た水位標を目視観測であり、最大 18.5m の観測が可能である。観測員からのヒアリングの結果は

下記の通りである。 

・セコン市街にも強い降雨があり、洪水時の河川水位は急激に上昇した。 

・洪水時の河川水位は 3 時間ごとに測定し、ピーク水位を観測した。 

・既往最大時のピーク水位は観測標を超えたため、近傍の洪水痕跡により観測した。 

・水位上昇は長く続かず翌日には急激に低下した。 

また、急激な水位上昇と下降が観測されているが、原因として考えられるのは、 

・上流の山地からの大量の流出量 

・下流部河道の狭窄部（滝や土砂堆積）や河床の深掘れによる貯留効果 

がある。 

セコン川の架橋地点より下流の河道は、下流部のフェリー渡河地点では河川幅が広がり、上流

の架橋地点の河床高よりも 2m 深掘れして河床高が低く、また、その下流は土砂が堆積しており

土砂採取が行われていることから河床高が高くなっていることが推測される。 

したがって、セコン川の河道は河道自体が天然のダムの状態となっていること、また、下流部

には大きな流域の支川が合流しており水位上昇の原因となることが推測され、山地流域からの大

量の流出がある場合、河道水位が一時的に急上昇するものと考えることができる。 

 

(5) 河川状況 

セコン川について橋梁周辺及び流域の河川状況を踏査した結果を示す。 

1) 流域概要 

セコン川は、ラオス国の南部地区のベトナム国境付近のアンナン山脈から発し、山地流域を流

下してセコンを流下した後、セナムノイ川などの支流を合流してアタプーに至り、セカマン川や

セソウ川を合流して南西方向のカンボジア国に入ったあと、メコン川の左支川として合流する河

川であり、新橋架橋位置における流域面積は 5,483km2 である（図 2-2-13 参照）。 
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2) 上流部 

セコン川の流路は両岸が高く台地或いは丘陵となっており、地形学では穿入
せんにゅう

河道と呼ばれ堀込

み河道の様相を呈している。河道は緩やかに蛇行して流下しており、河床や河岸は岩盤からなっ

ている。このため、河道内は水量が少ない時には岩盤の背が水面から見え瀬となっているところ

もあるが、河床面が岩棚（Keng）となって連続して露出している区間も見られる。また、岩棚が

低くなっている区間は乾期でも緩やかな流れとなっており、土砂が河岸に堆積している区間もあ

る。セコン川の上流部の河道幅、河道高さはほぼ一定で過去に大きく変動した事はなく、河道ル

ートは固定されている。 

 

 

 

 

 

 

  

岩棚の上流の流れは緩やかで

ダム状態。土砂堆積がある 

（右岸から上流部を見る） 

岩棚が河道全幅に広がり、河岸

は高くなっている。 

（右岸から上流部を見る） 

流水は岩棚の間を流れるが、

対岸の左岸側では所々、滝状

になっている。 

写真 2-2-1 上流部の河道状況 

図 2-2-13 セコン川流域図 
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3) 架橋区間 

① 川幅と河道形状 

架橋地点の上下流の河道は両岸とも河岸の標高は高いため、平水時～洪水時の川幅は約 120～

210m であるが、左岸に比べ右岸が低いため既往最大洪水時の川幅は右岸に広がり約 2 倍の 430m

の水面幅となって流下する。しかし、架橋地点より約 500m 上流の右岸は上流に向かって徐々に

高くなっていることから、この地点に向かって水面幅は徐々に狭まりその幅は約 320m になる。 

 

 

 
セコン橋架橋地点の河道平面 上が右岸(セコン市街)、下が左岸（ダクチューン側） 
河床は岩が露頭しており、数々の岩の背が確認できる。架橋地点直下流は自然の堰で砂
礫などが堆砂している。川幅の約 1/2（右岸の水裏側）は砂州となっている。 

 

② 河岸 

河道の形態は上流と同様、穿入河道であり、河道周辺の地盤が隆起し鉛直方向に洗掘が進んだ

ため河床が低下した堀込み河道で河道の特徴は上流と大きく変わらない。架橋地点の上下流は岩

盤の背が河道内に多数見られ、直下流では岩盤の背に砂礫などの土砂が堆積し自然の堰が形成さ

れている。また、架橋地点の上流にも河床面が高いため露出して岩棚や滝状となっている区間も

見られる。 

左岸の河岸は架橋地点の上下流は河岸天端まで岩が露頭しているが、右岸の河岸はの露頭は低

く河床より 2～3m の高さに岩が露頭する。架橋計画地点の地盤層序の基盤は岩盤であり、岩盤上

に堆積した巨石火山堆積物の上に上流から搬送され堆積した河川堆積物などの微細な土砂が堆積

した地盤である。 

 

 

   

 

 

 

 

 
セコン橋架橋地点（右岸）か
ら左岸を見る。 

セコン橋架橋地点（左岸）か
ら右岸を見る。 

岩盤の背（自然の堰） 

セコン川 
 

架橋位置 

砂州 
岩の背 

表 2-2-7 架橋区間の河道状況 

写真 2-2-2 架橋区間の河道状況 



第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 
 

24 
 

 

③ 堆積と洗掘 

架橋地点の河道において、上流から洪水時に搬送された土砂の堆積があると河床は従来よりも

上昇するため、洪水時の流下断面の減少や HWL の上昇の原因となる。一方、洗掘があると流路

が変化し河道ルートが大きく変化する可能性がある。 

現状河道の水衝部は左岸寄りに流下しているため、乾期の流れは河道の約 1/2 の幅で流下して

いるが、右岸側は水裏となるため、砂礫などを主体とした砂州が形成されており、砂州の高低差

は 1m 程度でほぼ平坦である。 

砂州の堆積物の粒径は洪水時の掃流力の大きさと関係があり、堆積している土砂の最大粒径は

人頭大以下の大きさの砂礫や砂であることから、架橋地点の流速は特に大きいとはいえない。 

将来の堆砂について現状の堆砂状態や架橋地点上下流区間の空中写真から判断すれば、セコン

川流域の上流河岸は岩盤を主体とした地盤からなっていること、降雨や風化による土砂崩壊など

は顕著でなく土砂供給量が少ないこと、河道全幅に堆砂が進んでいる河道区間は川筋には見られ

ないことから、現状の堆砂については一時的な堆砂と見なすことができる。 

洗掘については河床が岩盤からなる事から、洗掘に対する問題はない。 

 

(6) ダム計画 

1) 概要 

架橋地点近傍のセコン川流域には、発電ダムの建設計画が資源鉱山省（Ministry of Energy and 

Mines）の資源事業契約部門（Department of Energy Business Contract Division）において進行中であ

り、上流に 3 箇所、下流に 1 箇所ある。 

ダム地点と架橋地点の位置を図 2-2-13 に、ダム諸元を表 2-2-8 に示す。下流のダム Sekong 3B

は、アタプー市とセコン市の中間に位置し架橋地点から下流約 55km にある。上流の Sekong 3A

は架橋地点から約 7km 上流、Sekong 4 と Sekong 5 は架橋地点からそれぞれ、32km、70km の地点

にある。架橋するセコン川のダム既往計画が本架橋計画において影響するかどうか貸与資料によ

り検討する。 

 

2) 架橋計画に対する影響 

架橋計画がある同じ川筋にダムが計画されている場合、ダムによる河川への影響は、洪水時に

おいて顕著になる。一般的な影響としては、ダムが架橋位置の下流に計画された場合、ダムの湛

水位が影響して架橋位置における HWL よりも高くなることである。高くなる可能性があるのは、

架橋地点で計画された流量が流下した場合にダム地点で十分放流出来ない場合や湛水位が HWL

より高い場合である。上流に計画された場合、一般的にはダムの洪水時における貯留効果が見込

まれるが、通常の発電ダムでは洪水調節機能を持たせないことが多い。 

① Sekong 3B ダム 

ダムの貯水位（Full Reservoir Level）は 113m で計画されており、架橋地点の HWL128m よりも十

分に低く、通常の湛水エリアは架橋地点から約 18km 下流のセナムノイ川が合流する地点とされ

ている。ダムは 17m の高さで建設されクレスト高さ 117m であり、洪水時におけるダム放流水位

は T=1/200 年の時に 113.62m が計画されている。架橋地点の既往最大洪水は T=1/100 確率程度と

小さいこと、ダム地点における放流能力は十分な能力がある。したがって、上流の架橋地点にお

ける HWL が上昇する要因はないと想定される。 
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② Sekong 3・Sekong 4・Sekong 5 ダム 

架橋地点から上流の 3 ダムには、洪水時の貯留容量は持っておらず、上流からの洪水全量を下流

に放流する計画である。したがって、架橋地点における HWL には影響が無いものと想定される。 

 

 

(7) 水理量 

新橋架橋位置におけるセコン川の水理量の把握は、地形図による流域面積の計測、観測所にお

ける水位記録の収集、聞き取り調査による架橋地点や上下流地点での既往最高水位のヒアリング

や河川縦横断・平面測量による成果、また、河道における河床や河岸状況や植生状況及び氾濫状

況などの情報から水位計算や水文統計解析計算をおこない計画洪水時の流量、流速、水位を算定

すると共に計画高水量を同定し、総合的に判断するものとする。 

 

1) 現況流下能力 

現況の河川断面を河川測量および現場調査によって求め、洪水時の現況流下能力を推定した。

洪水時の平均水面勾配は 1/2,156、粗度係数=0.050 として架橋地点での等流計算を行った。架橋地

点でヒアリングを行った時の既往最大水位は 128.877m であり、このときの流下能力は、約

10,000m3/s 程度と推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸元 単位 Sekong3B Sekong3A Sekong4 Sekong5 

架橋位置間 Km 下流 55 上流 7 上流 32 上流 70 

流域面積 km2 9,700 5,882 5,400 2,518 

ダムクレスト高 m 117 144 487  

ダム高 m 17 35 200 200 

洪水時放流水位 

T=1/200確率 
ｍ 113.62 141.19 不明 不明 

同上 ピーク流量 m3/s 11,867 8,403 同上 同上 

発電容量 MW 100 105 330 330 

完成予定 年 2015 2015 2016 不明 

表 2-2-8 セコン橋近傍の発電ダム諸元 

図 2-2-14 架橋地点の河道断面 
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2) 確率水位 

土木構造物の設計においては、一般的に対象河川流域の対象区間において確率流量を求め、構

造物の規模に応じて設計値を決定するのが標準である。 

ラオス国においては、河川規模により確率規模を設定するのが標準である。国内最大の河川で

あるメコン川の本川に架橋する場合は、1/100 年確率規模が標準であり、メコン川以外の支川では

1/50 年確率規模が採用されている。メコン川の支川であるヒンフープ橋では 1/50 年確率規模が採

用されていることから、本調査では、既往データより確率統計処理を行った。 

① 処理結果 

セコン観測所では 1990 年から観測を開始しており 2012 年までの 23 年間の水位観測記録がある。

この観測所は架橋計画地点から 492m 下流にあり、架橋位置における年最大水深を用いた確率統

計処理を行って、計画規模毎の確率水位を推定した。確率統計処理で用いる計算方法は、対数正

規分布法、ガンベル法の 2 ケースについて行った。結果は下記の通りである。 

23 年間の既往最大水深 20.04m は、約 T=1/100 に相当し、T=1/50 は 18.4m～18.9m となる。セコ

ン橋は、メコン河以外に架かる橋梁であり、確率規模は T=1/50 で計画されることから、計画水位

は 18.4m を適用するのが妥当である。 

 

② 計画水位 

架橋地点の計画水位は観測所における水位と洪水時の水面勾配を用いて推定する事ができ、本

調査では、水面勾配は水深規模のほぼ同様な既往最大水位（ケッツーアナ台風）のヒアリング結

果を用いるものとする。なお、観測所における T=1/50 確率水位は、観測所の河床高に確率水深を

加えたものである。 

T=1/50 年確率水位=107.517m+18.4m=125.917m である。 

フェリー地点と架橋位置の洪水時の水面勾配を用いて架橋位置における水位を推定する。洪水

時の水面勾配は I=(128.877m－127.867m)／1,690m=0.00059763=1/1,673 であるから、T=1/50 年確率

水位は以下の通りとなる。 

T=1/50 年確率水位=観測所の水位＋1/1,673*492m=125.917m＋0.294m=126.211m 

したがって、架橋地点における T=1/50 年確率水位は 126.2m とする。架橋地点での流量は後述

のように 7,200m3/s と想定されることから、橋梁の桁下高さは、河川管理施設等構造令を適用し余

裕高は 1.5m であり、計画水位は 126.2m+1.5m=127.7m となる。 

なお、本計画においては、既往最大水位を満足する桁下高さで合意しているため、桁下高さは、

128.0m で計画する。 

 

3) 計画高水流量 

ラオス国の規定では、対象橋梁で採用する確率規模は、水位と同様に T=1/50 である。セコン橋

の架橋地点における T=1/50 の計画高水流量は、アタプー観測所のデータをもとに水文確率統計解

析を行い流域換算によって求めると 7,200m3/s と推定される。 

 

計算方法 T=1/10 T=1/20 T=1/50 T=1/100 

対数正規分布法 13.8 15.8 18.4 20.4 

ガンベル法 14.1 16.2 18.9 20.9 

単位:m（水深） 
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4) 既往最大水位 

セコン川は 2009 年 9 月 30 日にケッツアーナ台風による洪水で既往最大水位（水深ベース）

20.04m を記録した。水位は架橋地点の下流 492m にあり、水深ベースの観測が実施されている。 

このため、観測所における水位を標高換算するため、水位標 10.0m における標高を計測した結

果、標高は 117.517m であり、水深基準となる河床高は 107.517m である。 

既往最大水深は、20.04m であるから、観測所における水位は、上記標高を用いると、 

既往最大水位=107.517m+20.04m=127.557m である。 

したがって、水位観測標から 492m 上流にある架橋位置における既往最大水位は、観測所水位

よりも高くなる。このため、住民からヒアリングして計測した洪水時の実績水位を用いて推定で

きるか検討を行った。 

本調査に先立ち、架橋地点及び上下流の 3 箇所において河川横断測量を行い、既往最大水位を

ヒアリングした結果は下記の通りであった。(参照：水文調査) 

架橋地点の下流 1.8km のフェリー地点 127.867m 

架橋地点               128.877m 

架橋地点の上流 1.0km 地点      129.337m 

上記 3 地点のいずれのヒアリング水位記録も架橋地点の 492m 下流の既往最大水位 127.557m よ

りも高いが、住民からのヒアリング結果であり非公式で多少のピークのずれがあること記憶違い

なども想定されることなどを勘案し、今回は観測所の公式記録である 127.557m をベースとし、架

橋位置の既往最大水位を求める。 

 洪水時の水面勾配は I=(128.877m－127.867m)／1,690m=0.00059763=1/1,673 であるから、既往

最大水位は以下の通りとなる。 

既往最大水位=観測所の水位＋1/1,673*492m=127.557m＋0.294m=127.851m → 128m  

したがって、架橋地点における既往最大水位は 128m とする。 

 
  

水文量 生起年等

4,615 1990
3,577 1991 アタプー観測所における1990～2012の年最流量を確率統計処理した。
1,882 1992
2,564 1993 計算方法は、対数正規分布法、岩井法、ガンベル法の3ケースについて行った。
4,263 1994
1,910 1995 単位（ｍ）
6,464 1996 T=1/10 T=1/30 T=1/50 T=1/80 T=1/100 T=1/200
3,407 1997 7,111 9,834 11,188 12,493 13,132 15,204
2,423 1998 7,117 10,553 12,404 14,270 15,211 18,377
3,453 1999 11,046 15,590 17,664 19,562 20,462 23,249
4,698 2000
2,268 2001
3,714 2002 評価
1,973 2003 23年間の既往最大流量Q=27,725m3/sは、約T=1/200以上に相当する。
2,317 2004
4,423 2005
5,215 2006
4,343 2007 結論
2,609 2008 セコン橋の計画規模はT=1/50で計画され、桁下は既往最大水位以上として計画する。

27,725 2009 アタプー観測所におけるT=1/50の流量から、流域面積比でセコン観測所のT=1/50の流量を推定する。
1,527 2010
2,205 2011 アタプー観測所の流域面積は、A=10,500km2 、セコン観測所の流域面積は、 As= 5,483 Km2
2,275 2012

T=1/50 換算流量 0.52219
11,188 5,842
12,404 6,477 平均値 7,181 m3/s
17,664 9,224

セコン観測所におけるT=1/50の流量は、7,200m3/sと推定される。

岩井法
ガンベル法

流域面積比

対数正規分布法
計算方法

岩井法
ガンベル法

計算方法
対数正規分布法
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2-2-3 地形調査 

(1) 地形測量 

本準備調査を行う上で必要な精度を確保するために、対象橋梁付近において地形測量調査を実

施した。この結果を利用して、プロジェクトサイトの地形条件を的確に把握し、対象施設の構造

及び規模を決定し、設計、施工計画、積算に資するものとする。 

なお、測量調査内容を表 2-2-9 に、測量結果を図 2-2-15 示す。 

 

表 2-2-9 測量調査内容一覧表 

調査項目 縮尺・仕様 単位 数  量 

平面地形測量  ダクチュン側取付け道路（長さ 300m、左右幅：100m）※実施済み 
 セコン橋跨河位置（長さ 300m、左右幅：100m）※実施済み 
 セコン市側取付け道路（長さ 660m、左右幅：100m）※内 400m実施済み 
 ローカル市場取付け道路（長さ 600m、左右幅：50m） 

m2 112,000 

道路縦断測量  最適ルートの中心線上（長さ 1,860m）※うち 1,000m実施済み m 860 

道路横断測量  測量間隔：測点 20m ピッチ、測量幅：中心線左右各 50m幅、125断面 m 12,500 

河川横断測量  新橋計画地点より上流 500m区間、下流 500m区間（100m間隔） 
 測量幅（横断幅）：500m (河川中心より左右 250m) 

m 5,000 
（10断面） 

平面測量  幅 500m×長さ 1,000m（新橋計画地点より上流 500m、下流 500m） 
 ※既平面測量で重複する範囲（100,000m2）を除く 

m2 400,000 

 

 
 

 
図 2-2-15 セコン橋地形図 
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2-2-4 地質調査 

(1) 調査概要 

下部構造の支持地盤、基礎形式および下部構造高さを決定するためにボーリング調査を実施し

た。ボーリングは河川内のボーリング 2 ヶ所を含む 6 ヶ所について実施した。地質調査の実施内

容は、表 2-2-10 に示すとおり。 

表 2-2-10 地質調査内容一覧表 

調査項目 調査位置 数  量 摘  要 

機械ボーリング  左岸橋台および河川内橋脚 
 右岸橋台およびその他の橋脚 
 取付け道路橋梁 

岩 19m 
土砂 40m、岩 6m 
土砂 20m、岩 3m 

ボーリング 3本（9m+5m+5m=19m） 
ボーリング 2本（20m×2本、3m×2本） 
ボーリング 1本（20m×1本、3m×1本） 

標準貫入試験  4箇所（セコン橋3+取付道路橋1） 60回+20回=80回 ボーリング１m毎（岩を除く土砂部） 

土質試験  7箇所（セコン橋6+取付道路橋1） 1式 橋梁基礎工 

CBR試験  6箇所（取付け道路 4+土取場２） 4箇所+2箇所=6箇所 路床材 

盛土材料試験  土取場 1箇所 盛土用材料 

骨材材料試験  採石場 1箇所 コンクリート用骨材、路盤材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ボーリング調査結果 

ボーリング調査結果は表 2-2-11 に示す通りである。 

  

図 2-2-16 ボーリング位置図 

写真 2-2-3  BH2ボーリング調査状況 写真 2-2-4  BH4ボーリング調査状況 



第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 
 

30 
 

 

 

BH-1 ボーリングコア BH-2 ボーリングコア BH-3 ボーリングコア 

   

   

   
 

  
0.0m～ 5.0m：粘性土 

5.0m～10.0m：固結した粘性土 

10.0m～15.9m：硬岩，軟岩の互層。 （13m

～14m間は軟岩） 

0.0m～ 4.0m：粘性土 

4.0m～11.0m：固結した粘性土 

11.0m～17.8m：硬岩，軟岩の互層。 

（16m～17m間は軟岩） 

0.0m～ 2.0m：砂質土 

2.0m～10.0m：粘性土 

10.0m～11.0m：固結した粘性土 

11.0m～13.5m：粘性土 

13.5m～19.0m：硬岩，軟岩の互層。 

（14m～14.5m間は軟岩） 

BH-4 ボーリングコア BH-5 ボーリングコア BH-6 ボーリングコア 

   

   
0.0m～ 0.4m：河床堆積物 

0.4m～ 9.0m：硬岩，軟岩の互層。 

 （3m～4m間は軟岩） 

0.0m～ 0.4m：河床堆積物 

0.4m～ 9.0m：硬岩，軟岩の互層。 

（3m～4m間は軟岩） 

0.0m～ 10.5m：硬岩，軟岩の互層。 

 （3m～5m間は軟岩） 

表 2-2-11 ボーリングコア写真一覧 
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2-2-5 地震調査 

ラオス国において 1975 年～2012 年にかけて発生したマグニチュード M4.0 以上の地震分布図を

図 2-2-17 に示す。また、上記地震のセコン橋における加速度分布図を図 2-2-18 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-2-17 ラオス国における地震分布図 

中国 

ミャンマー ベトナム 

図 2-2-18 セコン橋における加速度 
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2-2-6 環境社会配慮 

2-2-6-1 事業コンポーネントの概要 

(1) 事業の内容 

本プロジェクトは、橋梁の新設プロジェクトであり、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン

（2010 年 4 月）（以下、JICA 環境ガイドライン）」に掲げる道路・鉄道・橋梁セクターのうち大規

模なものに該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断され、かつ、影響を及ぼし

やすい特性および影響を受けやすい地域に該当しないため、JICA 環境ガイドラインに基づき、環

境カテゴリーB に分類されている。 

本プロジェクトの事業コンポーネントの概要は以下の通りである。 

 セコン橋（橋長 300m（渡河部 240m、側径間部 60m））の新設 

 取付け道路（右岸側 180m、左岸側 300m）の新設 

 

(2) 事業対象地 

本プロジェクトの対象地域は、ラオス国南部の国道 16B 号線とセコン川が交わるセコン橋建設

地となるセコン県ラマーム郡セコン市である。プロジェクト対象地域の位置図を以下に示す。 

 

 
出典：「ラオス国南部地域経済開発に係る情報収集・確認調査 セコン橋建設計画調査 報告書」 

 

 

図 2-2-19 プロジェクト対象地域  

セコン橋 

Sekong Bridge 
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2-2-6-2 ベースとなる環境及び社会の状況 

(1) 自然環境 
1) 保護地域 

ラオス国には 20 の保護地域が定められている。本プロジェクトの対象地域であるセコン市から

一番近い自然保護地域は、セコン県、サラワン県にまたがる Xe Xap 地域（1996 年に指定）であ

るが、70km 以上離れているため、工事影響は及ばない。 

 

 

2) 生態系 

プロジェクトサイト周辺には希少種は存在しない。 

 

(2) 社会環境 
ラオス国では、道路交通が主要な移動・輸送手段であり、旅客では約9割、貨物では約8割を占

める重要な交通手段となっている。しかし、ラオス国南部地域（サバナケット、サラワン、セコ

ン、チャンパサック、アタプーの5県）は、タイ・ベトナムと国境を接し、地域的な連結性の観点

から道路整備の重要性は高いものの、山岳地帯が多いため整備が立ち遅れている。 

ラオス国南部を横断する国道16号線は、タイ－ベトナムを結ぶ国道でありながら、セコン川に

よって分断されており、現在はフェリーが運行されているものの、フェリーの運行は不定期で、

雨期には頻繁に運休するため、周辺住民の生活への影響が大きい。特に、セコン川以東（セコン

県東部及びアタプ一県東北部）は、人口の9割以上が少数民族で構成されており、従来からMDGs

指標改善に不可欠である社会インフラが不足し、極度の貧困に苦しむ地域であるが、フェリー運

休時には「陸の孤島」と化し、社会インフラへのアクセスや円滑な物流による経済活動が阻害さ

れており、安定した交通の確保は喫緊の課題となっている。 

加えて、近年、鉱工業開発や水資源開発等プロジェクトサイト周辺も含めたラオス国南部地域

の開発ポテンシャルも顕在化しつつあり、安定的な交通の確保は、周辺住民の生活改善のみなら

ず、ラオス国南部地域の経済発展のためにも重要な課題となっている。 

セコン橋 

図 2-2-20 ラオス国内の保護地域 
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2-2-6-3 相手国の環境社会配慮制度・組織 

(1) 環境社会配慮関連法規 

ラオス国の環境社会配慮関連制度は、環境保護法（Environment Protection Law（1999 年））、環

境アセスメント法（Regutation on Enrivonmental Assessment（2000 年））、道路プロジェクトにおけ

る EIA 法（Regulation on Environmental Impact Assessment of Road Project（2003 年））などにより規

定されている。 

道路セクターに適用される環境社会配慮に関連する法規は以下に示す通りである。 

 

表 2-2-12 ラオス国環境関連法規（道路セクター） 

法規名 施行日 
Environment Protection Law 1999 年 4 月 3 日 
Regulation on Environmental Assessment No.1770/STEA 2000 年 10 月 3 日 
Decree on Environmental Impact Assessment 2010 年 2 月 18 日 
Regulation on Environmental Impact Assessment of Road Project 2003 年 7 月 29 日 
Law on Roads 1999 年 4 月 3 日 
Conservation of National, Historical and Natural Heritages 1997 年 6 月 20 日 
Law on Forest 2007年 12月 24日 
Law on Water and Water Resources 1996 年 11 月 2 日 
Protected Area and Wildlife Regulations 2001 年 6 月 7 日 

 

(2) 環境社会配慮関連組織 

ラオス国の環境関連組織は、中央省庁が管轄する中央レベル（天然資源環境省、国家環境委員

会）、セクターレベル、県レベル、地方レベルに分かれており、プロジェクトの規模、分野により

それぞれの役割が異なる。 

 

1) 天然資源環境省（MONRE） 

ラオス国の環境関連機関として、科学技術環境庁（Science Technology and Environment Agency: 

STEA）が 1993 年に設立された。その後、水資源関連部署と STEA の環境関連部門を統一した新

組織が発足し、2007 年に首相府の下に水資源環境庁（Water Resources and Environment Agency: 

WREA）が設立され環境分野の主管庁となった。2011 年には WREA は、土地管理部門、地質部門

等と統合し省に格上げされ、天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment: 

MONRE）となった。 

MORNE は、環境基準の作成、環境影響評価（EIA）・初期環境調査（IEE）の審査、環境管理・

モニタリングを行っている。 

 

2) 国家環境委員会 

2002 年に設立された各事業官庁からなる国家環境委員会は、副首相を委員会の議長とし、ラオ

ス国全土にかかる環境関連活動の指揮・調整を行う機関である。 
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3) セクター環境管理・モニタリング部門 

環境保護法には、セクター環境管理・モニタリング部門として、すべての省に独自の環境管理・

モニタリング部門を設置することと定められているが、現時点では一部の省で設置されているの

みである。 

本プロジェクトの実施機関である MPWT は、このセクター環境管理・モニタリング部門として

道路局（DOR）を設置している。DOR は、プロジェクトの環境評価、MONRE への環境申請など

を行う。本プロジェクトにおいても、今後プロジェクトの内容が決まり次第、DOR が初期環境調

査（IEE）を実施し、MONRE へ環境許可の申請を行う予定である。 

 

4) 県環境管理・モニタリング部門 

県環境管理・モニタリング部門は、県の所属ではなく、MONRE の下部組織として各県に設置

されており、環境問題に対する地域てきなサポートが主な役割である。 

 

(3) 環境許認可手続き 

ラオス国では、事業者は環境保護法に即し、環境許認可を得るために環境影響評価（EIA）ある

いは初期環境調査（IEE）の実施が義務付けられている。その環境許認可のプロセスは、環境影響

評価規則（2000 年）および環境影響評価法令（2010 年）に示されている。 

すべてのプロジェクトは、カテゴリー1、カテゴリー2 の 2 つに分けられる。本プロジェクトは、

カテゴリー1 に分類され、初期環境調査（IEE）を実施し、環境許可の申請を行う。 

 カテゴリー1：小規模あるいは環境への影響が軽微なプロジェクトに適用される。初期環境調

査（IEE）が要求される。 

 カテゴリー2：大規模開発計画・プロジェクトに適用される。環境影響評価（EIA）が要求さ

れる。 

 

 

2-2-7 代替案の検討 
本プロジェクトは、国道 16B 号線のミッシングリンクとなっているセコン川渡河部分において、

セコン橋を建設し、セコン市とセコン川以東のラマン郡およびダクチュン郡を結ぶプロジェクト

である。セコン橋建設に関し、ゼロオプションを含む代替案の比較検討を行った。代替ルート位

置図を図 2-2-21 に、また代替案の比較検討表を表 2-2-13に示す。 
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(1) 本プロジェクト計画案（架橋位置第 1 案） 

セコン橋を現在建設中の国道 16B 号線に接続するように架橋する案（図 2-2-21 の赤色のルー

ト）である。セコン市の市街地を通過しないため、スムーズな走行を確保できる。ルート上に住

居がなく住民移転が発生しないため、環境社会配慮上の問題はほとんどない。また、工事費もゼ

ロオプションを除く 3 案の中で最も安価である。 

(2) 代替案 1（架橋位置第 2 案） 

セコン橋を現在フェリーが運行している位置に架橋する案（図 2-2-21 の青色のルート）である。

セコン市街を通過する国道 16 号線を利用するため、交通事故、渋滞等の発生が懸念される。交通

事故の発生に加え、新たな取付け道路建設のため右岸側で 26 軒の住民移転が必要となり、環境社

会配慮上も問題が多い。また橋長・取付け道路延長が長く工事費も 3 案の中でも最も高い。 

 

(3) 代替案 2（架橋位置第 3 案） 

セコン橋を第 1 案より 3km 下流側に架橋する案（図 2-2-21 の緑色のルート）である。代替案 1

と同じくセコン市外を通過する国道 16 号線を利用するため、交通事故、渋滞等の発生が懸念され

る。新たな取付け道路建設のため右岸側で 3 軒（うち 1 軒は建築中）の住民移転が発生する。建

設費については代替案 1 に次いで高い。 

(4) ゼロオプション 

ゼロオプションとは、セコン橋を架橋しない案である。短期的には、環境社会配慮上の問題は

生じない。長期的にはセコン川と渡河する交通量の増加により、フェリーの待ち時間の増加、セ

コン市内の交通渋滞の発生により、大気汚染、交通事故等の環境社会的な問題、経済的損失が生

じる。  

図 2-2-21 代替ルート位置図 
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表 2-2-13 代替案の比較検討表 
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2-2-8 スコーピングの実施 

本プロジェクトについて、JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）に基づくスコーピン

グを実施し、環境への影響が想定される項目の選定を行った。表 2-2-14 にスコーピング結果を示

す。 

表 2-2-14 スコーピング案 

影 響 項 目 
評 価 

評 価 理 由 工事前 
工事中 

供用時 

汚
染
対
策 

1 大気汚染 D D 工事中：機材搬入、重機の操業等により一時的に大気汚染が発生

する可能性があるが影響は軽微である。 
供用時：交通量の増加により、走行車両の排気ガスによる大気質へ

の影響が多少見込まれるが軽微である。新橋の建設によりフェリー待

ちがなくなること、市内通過交通が減少することにより排気ガスの減少

が見込まれる。 

2 水質汚濁 B D 工事中：工事現場・工事宿舎からの排水、重機・車輌からの油脂等

の漏洩による水質汚濁の可能性がある。 
供用時： 周辺環境に影響を及ぼすような水質汚濁の発生はほとんど

ないと考えられる。 

3 廃棄物 B D 工事中： 土工による残土の発生や多少の廃材等が発生する可能性

がある。 
供用時： 周辺環境に影響を及ぼすような廃棄物の発生はほとんどな

いと考えられる。 

4 土壌汚染 B D 工事中： 重機・車輌からのオイル等の滲出により土壌汚染が発生す

る可能性がある。 
供用時： 周辺環境に影響を及ぼすような土壌汚染の発生はほとんど

ないと考えられる。 

5 騒音・振動 B C 工事中： 施工中に騒音・振動が発生し、周辺住民・住宅に影響を

及ぼす可能性がある。 
供用時： 交通量の増加により騒音の影響が考えられる。 

6 地盤沈下 D D 本事業は橋梁の新設工事であり、大規模な揚水等は行わないため、

地盤沈下は発生しないと考えられる。 

7 悪臭 D D 本事業で実施する橋梁の新設工事では、悪臭を発生させる作業等

は想定されない。 

8 底質 D D 本事業で実施する橋梁の新設工事では、底質に影響を及ぼすような

作業等は想定されない。 

自
然
環
境 

9 保護区 D D 事業対象地域及びその周辺に、国立公園や保護区等は存在しな

い。 

10 生態系 D D 本事業で実施する橋梁の新設工事では、生態系に著しい変化をも

たらすことはないと考えられる。また、事業対象地域及びその周辺に希

少種等は存在しない。 

11 水象 B C 工事中： 本事業は橋梁の新設工事であり、下部工建設等の河川内

での作業が想定される。 
供用時： 橋脚を河川内に建設する場合、構造物により流況が変化

する可能性がある。 

12 地形・地質 D D 本事業は橋梁の新設工事であり、取付道路部分に盛土・切土が計

画されているが、大規模な地形改変を行わないことから、地形・地質

への影響はほとんど無いと考えられる。 

社
会
環
境 

13 住民移転 
 
 
 

C D 工事前： 本事業は橋梁の新設工事であり、架橋位置によっては住民

移転の発生が想定される。 

14 貧困層 C D 工事前： 架橋位置周辺に貧困層が居住しており、移転対象に含ま

れる可能性がある。 
供用時： 橋梁の新設により、渡河にかかる時間・費用の面で正の影

響が見込まれる。また、学校・病院等への社会サービスや市場へのア

クセスが容易になる。 
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影 響 項 目 
評 価 

評 価 理 由 工事前 
工事中 

供用時 

15 少数民族・先住民族 C D 工事前： 架橋位置周辺に少数民族が居住している可能性がある。 
供用時： 橋梁の新設により、渡河にかかる時間・費用の面で正の影

響が見込まれる。また、学校・病院等への社会サービスや市場へのア

クセスが容易になる。 

16 地域経済（雇用、生計手段

等） 
D D 工事中： 本事業は橋梁の新設工事のため、工事中の地域経済への

影響はないと考えられる。 
供用時： 橋梁の新設により、渡河にかかる時間・費用の面で正の影

響が見込まれる。 

17 土地利用・地域資源利用 D C 工事中： 本事業は橋梁の新設工事のため、工事中の土地利用への

影響はないと考えられる。 
供用時： 橋梁の新設によりセコン市対岸の土地利用に影響を及ぼす

ことが考えられる。 

18 水利用 C D 工事中： 本事業は橋梁の新設工事であり、下部工建設等の河川内

での作業が想定され、濁水による影響が考えられる。 
供用時： 橋梁の新設後も河川の流量に変化はないため、水利用へ

の影響はほとんどないと考えられる。 

19 既存の社会インフラ・社会サー

ビス 
D D 工事中： 本事業は橋梁の新設工事であり、既存交通等もないため、

既存の社会インフラ・社会サービス等への影響はほとんどないと考えら

れる。 
供用時： 橋梁の新設により既存の社会インフラ・社会サービスへのアク

セスの面で正の影響が見込まれる。 

20 社会組織（社会関係資本、地

域の意思決定機関等） 
D D 本事業は橋梁の新設工事であり、社会関係資本や地域の意思決

定機関等への影響はほとんどないと考えられる。 

21 被害と便益の偏在 D D 本事業は橋梁の新設工事であり、周辺地域に不公平な被害と便益

をもたらすことはほとんどないと考えられる。 

22 地域内の利害対立 D D 本事業は橋梁の新設工事であり、地域内の利害対立を引き起こす

ことはないと考えられる。 

23 文化遺産 D D 事業対象地域及び周辺に文化遺産は分布していない。 

24 景観 D D 供用時： 完成後の橋梁、盛土の緑化等により景観が向上する可能

性がある。 

25 ジェンダー D D 本事業による性的差別の発生は想定されない。 

26 子どもの権利 C D 工事中： 子どもの不当労働などが発生する可能性の有無について、

調査が必要である。 

27 感染症（HIV/AIDS 等） C D 工事中： 作業員の流入により、HIV/AIDS 等の感染症が拡大する可

能性が考えられ、調査が必要である。 

28 労働環境（労働安全を含む） C D 工事中： 作業員が劣悪な環境で労働を強いられる可能性の有無に

ついて、調査が必要である。 

そ
の
他 

29 事故 B B 工事中： 工事事故が発生する可能性がある。 
供用時： 橋梁建設により交通量の増加が見込まれ、交通事故の増

加が懸念される。 

30 越境の影響及び気候変動 D D 本事業は橋梁の新設工事であり、越境の影響や気候変動に影響を

及ぼさないと考えられる。 

全体評価 B B  
評定： A：深刻な負の影響が見込まれる  

B：多少の負の影響が見込まれる  
C：現時点では影響の度合いが不明  
D：負の影響はほとんどない 

スコーピング結果から、以下の複数の環境項目について負のインパクトに関する環境社会配慮

調査が必要であると判断された。これらの項目については、橋梁の設計方針と照合して調査、検

証を行う。 

 項目 2：水質汚濁 

 項目 3：廃棄物 

社
会
環
境 
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 項目 4：土壌汚染 

 項目 5：騒音・振動 

 項目 11：水象 

 項目 13：住民移転 

 項目 14：貧困層 

 項目 15：少数民族・先住民族 

 項目 17：土地利用・地域資源利用 

 項目 18：水利用 

 項目 26：子どもの権利 

 項目 27：感染症（HIV/AIDS 等） 

 項目 28：労働環境（労働安全を含む） 

 項目 29：事故 

 

2-2-9 環境社会配慮調査結果 

本項では、スコーピングの結果、「B」、「C」のいずれかに判定された項目に対して環境影響調

査・予測を行った。なお、本調査では、深刻な負の影響が見込まれる「A」と判定された項目は

なかった。 

(1) 項目 2：水質汚濁 
施工中に、工事現場・工事宿舎からの排水、重機・車輌からの油脂等の漏洩による水質汚濁が

発生する可能性がある。 

(2) 項目 3：廃棄物 
本事業では、取付け道路部分で盛土が必要となるため、建設発生土の再利用が可能である。そ

の他の建設廃材についても可能な限り本事業で再利用する。 

(3) 項目 4：土壌汚染 
重機・車輌からのオイル等の滲出・排出により土壌汚染が発生する。 

(4) 項目 5：騒音・振動 
施工中に騒音・振動が発生し、周辺住民・住宅に影響を及ぼす可能性がある。振動により周辺

家屋が破損するケースもある。 

本事業対象地域周辺には、騒音・振動の影響を特に受けやすい施設（学校・病院・寺院等）は

ない。 

(5) 項目 11：水 象 
橋脚を河川内に建設するため、施工中に流況が変化する可能性がある。供用後については、河

積阻害率を考慮した下部工設計とするため、流況への影響はほとんどない。 

(6) 項目 13：住民移転 
架橋位置に関しては、3 案（第 1 案：国道 16B 号線接続案、第 2 案：フェリー運行位置案、第 3

案：下流 3km シフト案）があり、表 2-2-13 のとおり第 1 案：国道 16B 号線接続案で MPWT と合

意した。第 2 案では民家 26 軒、第 3 案では民家 3 軒の住民移転が発生するが、MPWT と合意し

た第 1 案では住民移転は発生しない。 
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また、工事に必要な仮設ヤードの候補地は 3 箇所あり、現時点では決定していないが、いずれ

の候補地も現在空き地となっており住民移転は発生しない。 

(7) 項目 14：貧困層 
セコン市の外れである事業対象地域周辺には貧困層である少数民族が居住している。住民移転

の対象に含まれる可能性があったが、上述のとおり住民移転は発生しないことが確認された。 

現在フェリーにて有料でセコン川を渡河していた貧困層も、本事業による橋梁の新設により自

由に渡ることができるようになり、費用・時間の面で正の影響が見込まれる。また、学校・病院

等への社会サービスや市場へのアクセスが容易になる。 

(8) 項目 15：少数民族・先住民族 
事業対象地域周辺には少数民族のアラック族が居住している。住民移転の対象に含まれる可能

性があったが、上述のとおり住民移転は発生しないことが確認された。 

現在フェリーにて有料でセコン川を渡河していた少数民族も、本事業による橋梁の新設により

自由に渡ることができるようになり、費用・時間の面で正の影響が見込まれる。また、学校・病

院等への社会サービスや市場へのアクセスが容易になる。 

(9) 項目 17：土地利用・地域資源利用 
橋梁の新設により、セコン市対岸の土地利用に影響が及ぶと考えられる。セコン県によると、

セコン市対岸の土地はセコン県が所有しており、都市（宅地）開発の計画があるため、無秩序な

土地利用が行われることはなく、負の影響はないと考えられる。 

(10) 項目 18：水利用 
セコン川沿いに居住する少数民族の一部の村では、飲料水としてセコン川の水を利用している。

その他の村では、飲料水は湧水・井戸を利用しており、セコン川の水利用は洗濯等の生活用水に

限定されている。 

(11) 項目 26：子どもの権利 
ラオス国では義務教育である初等教育（1 年～5 年）の就学率が 90%以上と高く、少数民族の村

など貧しい人が多い地域においても、男女共に就学の機会ががある（少数民族の一部の村では 1

年～3 年の初等教育）。また、労働法（2006 年）でも子どもの就労は 14 歳以上と定められており、

教育を受けられず子どもの不当労働が発生する可能性は低く、子どもの権利についてはプロジェ

クトによる影響はないと考えられる。 

(12) 項目 27：感染症（HIV/AIDS 等） 
本事業の実施に際して、約 2 年半にわたり鉄筋工、型枠工、重機オペレータ等の技能労働者や

普通作業員、警備員等多数の労務が発生する。これら外部から不特定多数の労働者が長期滞在す

ることにより感染症の拡大が懸念される。 

(13) 項目 28：労働環境（労働安全を含む） 
本事業の実施に際して、約 2 年半にわたり鉄筋工、型枠工、重機オペレータ等の技能労働者や

普通作業員、警備員等多数の労務が発生する。ラオス国では、労働法（2006 年）により、勤務時

間（週 6 日、1 日 8 時間/週 48 時間）、残業時間（月 45 時間/1 日 3 時間）、給与、労働者保護等が

定められている。 

(14) 項目 29：事 故 
建設作業中の事故が発生する可能性がある。 
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橋梁の新設により国道 16B 号線の交通量の増加が見込まれ、交通事故が懸念される。反対に、

本事業によりセコン橋を渡河する交通が市内を通過しなくなり、セコン市内の交通事故が減少す

ると想定される。 

 

2-2-10 影響の評価 

スコーピング結果と調査結果に基づいた影響の評価について表 2-2-15 に示す。スコーピングに

よって環境への影響が懸念されると評価された「B」、「C」の項目のうち、調査結果により「D」

となったものについてはその理由を記載し、引き続き「B」、「C」と評価された項目については、

緩和策の検討、環境管理計画・モニタリング計画の策定を行う。 

表 2-2-15 スコーピング案及び調査結果に基づく影響評価 

影 響 項 目 

スコーピング時の 
影響評価 

調査結果に基づく 
評価結果 

評 価 理 由 
工事前 
工事中 

供用時 
工事前 
工事中 

供用時 

汚
染
対
策 

1 大気汚染 
 

D D － －  

2 水質汚濁 B D B D 工事中： 工事現場・工事宿舎からの排

水、重機・車輌からの油脂等の漏洩による

水質汚濁が発生する。 

3 廃棄物 B D B D 工事中： 土工による残土の発生や多少の

廃材等が発生する可能性がある。 

4 土壌汚染 B D B D 工事中： 重機・車輌からのオイル等の滲

出・排出により土壌汚染が発生する可能

性がある。 

5 騒音・振動 B C B B 工事中： 施工中に騒音・振動が発生し、

周辺住民・住宅に影響を及ぼす可能性が

ある。 
供用時： 交通量の増加により騒音の影響

が考えられる。 

6 地盤沈下 D D － －  

7 悪臭 D D － －  

8 底質 D D － －  

自
然
環
境 

9 保護区 D D － －  

10 生態系 D D － －  

11 水象 B C B D 工事中： 本事業は橋梁の新設工事であ

り、下部工建設等の河川内での作業が想

定される。 
供用時： 橋脚を河川内に建設するが、河

積阻害率を考慮した設計とするため、流況

への影響は軽微である。 

12 地形・地質 D D － －  

社
会
環
境 

13 住民移転 C D D D 工事中： MPWT と合意された架橋位置で

は、橋梁部・取付け道路部において住民移

転が発生しないことが確認された。 

14 貧困層 C D D D 工事中： MPWT と合意された架橋位置で

は、橋梁部・取付け道路部において住民移

転が発生しないことが確認された。 

15 少数民族・先住民族 C D D D 工事中： MPWT と合意された架橋位置で

は、橋梁部・取付け道路部において住民移

転が発生しないことが確認された。 

16 地域経済（雇用、生計手段等） D D － －  
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影 響 項 目 

スコーピング時の 
影響評価 

調査結果に基づく 
評価結果 

評 価 理 由 
工事前 
工事中 

供用時 
工事前 
工事中 

供用時 

17 土地利用・地域資源利用 D C D D 供用時：橋梁の新設によりセコン市対岸の

土地利用に影響を及ぼすことが考えられる

が、セコン県の都市計画により適切な土地

利用がなされる。 

18 水利用 C D B D 工事中： 本事業は橋梁の新設工事であ

り、下部工建設等の河川内での作業が想

定され、濁水による下流部の水利用に影

響がある。 

19 既存の社会インフラ・社会サービス D D － －  

20 社会組織（社会関係資本、地域

の意思決定機関等） 
D D － －  

21 被害と便益の偏在 D D － －  

22 地域内の利害対立 D D － －  

23 文化遺産 D D － －  

24 景観 D D － －  

25 ジェンダー D D － －  

26 子どもの権利 C D D D 工事中： 本事業の対象地域周辺では子ど

もの就学率が高く、また労働法により子ども

の労働環境が定められており、子どもの権

利は守られる。 

27 感染症（HIV/AIDS 等） C D B D 工事中： 不特定多数の労働者が長期滞

在することにより感染症の拡大が懸念され

る。 

28 労働環境（労働安全を含む） C D D D 工事中： 労働法により労働環境（勤務時

間、残業、給与等）が定められており、労働

法を遵守する施工計画・安全計画が立案

される。 

そ
の
他 

29 事故 B B B B 工事中： 工事事故が発生する可能性があ

る。 
供用時： 橋梁建設により交通量の増加が

見込まれ、交通事故の増加が懸念される。 

30 越境の影響及び気候変動 D D － －  

全体評価 B B B B  
 
評定： A：深刻な負の影響が見込まれる  

B：多少の負の影響が見込まれる  
C：現時点では影響の度合いが不明  
D：負の影響はほとんどない 
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2-2-11 緩和策の検討 

環境影響評価にて評価が「B」となった項目について、必要となる緩和策の検討結果を以下の表 

2-2-16 に示す。 

 

表 2-2-16 予測される影響に対する緩和策 
No 環境項目 緩和策 実施機関 責任機関 費用 

【工事中】     

2 水質汚濁  橋脚施工時のオイルフェンス・汚濁防

止ネットの使用 
 重機・工事用車輌の定期的な保

守・点検 

工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

3 廃棄物  建設発生土・建設廃材の再利用 
 処分場・処分施設への適切な廃棄 

工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

4 土壌汚染  重機・工事用車輌の定期的な保

守・点検（オイル漏れ点検） 
工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

5 騒音・振動  低騒音・低振動型重機の利用 
 夜間の作業禁止 

工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

6 水象  河積阻害率の低減（設計段階） コンサルタント MPWT 建設費用に含まれ

る 

18 水利用  橋脚施工時のオイルフェンス・汚濁防

止ネットの使用 
 工事現場等で発生する排水の河川

への放流禁止 

工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

27 感染症（HIV/AIDS 等）  工事作業員への衛生対策・感染症

（HIV/AIDS）啓蒙・教育活動の実施 
工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

29 事故  工事作業員への安全教育の実施 
 重機操業時の監視員配置 

工事請負業者 MPWT 建設費用に含まれ

る 

【供用時】     

5 騒音・振動  交通標識の設置 
 ポットホール、段差の補修 

DPWT（セコン県） MPWT 維持管理費用に

含まれる 

29 事故  交通標識の設置 
 交通警察による取り締まり 

DPWT（セコン県） 
市交通警察 

MPWT 維持管理費用に

含まれる 
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2-2-12 モニタリング計画 

本プロジェクトは、2014 年 10 月に開始され、2017 年 3 月末まで実施される。施工中および供

与時に予想される環境への負荷に対し検討された緩和策が適切に実施されているか、モニタリン

グを実施して管理する必要がある。 

モニタリングが必要な環境項目は、コンサルタントの管理の下、工事請負業者が実施し、実施

機関である MPWT に報告される。供用時のモニタリングについては施設の維持管理を担当する

DPWT（セコン県）が実施することとなる。 

 

表 2-2-17 モニタリング計画 

環境項目 モニタリング項目 地点 頻度 実施機関 

【工事中】     

水質  pH、SS 工事現場周辺（セコン川） 2回/年 工事請負業者 

廃棄物  建設廃材の処分場への運

搬記録 
工事現場周辺 1回/月 工事請負業者 

騒音・振動  騒音・振動レベル 
 低騒音・低振動型の使用

状況 

セコン市側住宅地区 
工事現場 

2回/年 

1回/月 

工事請負業者 
工事請負業者 

事故  事故・怪我の発生記録 工事現場 1回/月 工事請負業者 

【供用時】     

事故  交通事故の発生記録 セコン橋周辺  DPWT（セコン県） 

 

 

2-2-13 ステークホルダー協議 

本プロジェクトの IEE 申請に際し、ステークホルダーに対し説明会を実施し、その協議結果を

添付する必要がある。今後の IEE 申請に合わせ、2013 年 10 月中旬頃に MPWT が実施する予定で

ある。 

 

2-2-14 用地取得・住民移転 

本プロジェクトでは、用地取得・住民移転は発生しない。 
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2-2-15 社会状況調査 

(1) セコン県の開発計画 

セコン県公共事業運輸局（Department of Public Works and Transport, Sekong：DPWT）は、セコン

県の開発につき「公共事業運輸部門の開発計画（2011-2015 年）」を策定し、以下のような主な開

発目標を掲げている。 

① ダクチュン地方における６本の道路建設 

② セコン橋建設 

③ ダクチュン市の都市計画 

④ 新カルム市への移住計画、新カルム市までのアクセス道路整備(85.25km) 

⑤ セコン側対岸（ダクチュン側）の整備 

⑥ ベトナム国境までの道路整備(118.5km) 

現在未開の地域となっているセコン川対岸（ダクチュン側）の地域については、民間企業によ

る 800ha を対象に新たな街づくりの計画があるが、具体的な計画内容はいまだ未定である(工業省)。

また、国道 16B 号の建設に伴い、沿道に民家が集まり集落を形成し、商店なども現れてきている。 

(2) 鉱物資源の開発動向 

現在、ラオス国における鉱物資源開発は、天然資源環境

省により管理されており、コンセッション契約により活発

に行われ（図 2-2-23）、近年のラオス国の経済成長に貢献

している。特に南部地域におけるボーキサイト開発は、ラ

オス国の経済発展に大きく寄与する可能性があり、期待が

集まっていて、日本企業も開発に参画している。ボーキサ

イトの開発については、現在は探査の段階であり、開発生

産事業の段階に進むためには、インドネシア等との国際価

格競争、生産施設への電力供給、生産品の輸送路整備、輸

出先の選択等、数多くの詳細検討がさらに必要な状況で、検討作業に今後数年を要する見込みで

ある。特に、生産に不可欠な電力供給については、現状では不足であり、計画中の発電所がすべ

て軌道に乗った場合で生産可能という状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 
赤塗：開発事業(操業) 
青枠：探査 
緑枠：試掘 
赤縞：軍隊 

図 2-2-22 エネルギー・鉱物資源 

GDP 成長率への貢献 

図 2-2-23 ラオス国南部地域における鉱物資源開発コンセッションの状況 
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農産物生産状況（2011） 
 県名 米 とうもろこし 野菜、豆 落花生 タバコ サトウキビ コーヒー 
1 ビエンチャン C 318,565 12,190 101,290 50 2,500 5,000 -- 
2 フォンサーリー 45,940 23,590 50,625 365 -- 104,100 10 
3 ルアンナムター 64,010 26,785 18,305 245 465 126,700 -- 
4 ウドンサイ 84,365 100,455 42,835 1,270 6,850 15,770 125 
5 ボーケオ 95,085 100,500 11,955 3,540 -- -- -- 
6 ルアンパバーン 96,220 60,460 69,280 2,150 6,910 4,300 650 
7 フアバン 94,190 133,500 28,575 355 975 2,620 -- 
8 サイニャブリー 173,610 300,820 24,015 9,500 1,500 1,360 -- 
9 シェンクワーン 100,960 98,935 22,410 1,040 160 1,610 130 
10 ビエンチャン 267,910 84,870 193,255 4,755 8,920 6,730 -- 
11 ボリカムサイ 121,785 17,470 53,635 3,680 7,750 15,350 -- 
12 カムアン 153,945 5,735 42,390 550 11,175 900 -- 
13 サワナケート 613,735 15,190 84,070 1,710 15,465 738,070 -- 
14 サラワン 317,700 45,615 63,975 26,030 2,310 2,810 12,720 
15 セコン 27,865 7,450 6,685 190 190 2,450 2,305 
16 チャンパサック 419,085 59,310 408,330 14,765 14,430 4,310 35,530 
17 アタプー 70,790 3,360 3,740 -- 740 189,920 540 
         

米は、Season rice + Irrigated rice + Upland rice 
単位：トン 

(3) 農業の概況 

GDP に占めるラオス国の農林水産部門の割合は約 30%と高く、人口に占める農業就業人口も

60%を超え、農業が重要な産業となっている。ラオス国全国で見た場合、米の作付面積が 70%近

く(2008 年：69.7%)で、コメの生産が農業の中心となっている。ラオス国南部地域は、ボロベン高

原などの肥沃な土地に恵まれラオス国の農産物の主要生産地で、チャンパサック県の野菜・豆の

生産量はラオス国全体の 30%強、コーヒーは約 70%、米、落花生、タバコなどもラオス国におい

て高い生産を誇っている。これらの南部地域での農業生産は、自給的農業から次第に外国からの

資本投下によるプランテーション、契約農場などによる商業的生産に変わってきている。 

表 2-2-18 ラオス国の農産物生産状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラオス国の輸出は鉱物資源関連品に大きく依存

しており、輸出総額の 50%以上が鉱物関連であり、

農産物、家畜などの輸出はまだ輸出全体の 7%程度

となっている。ラオス国政府は今後この鉱物資源

依存の貿易構造を、のサン品や工業製品を中心と

する非資源輸出にシフトし、2015 年までにこれら

の輸出を輸出全体の 30%、2020 年までに 50%へと

拡大させ、更に貿易黒字への転換を目指している。 

農産物の輸出状況を見てみると、輸出品目の第 1

位はコーヒー豆（生豆）であり、続いてとうもろこし、ごま

の順になっている。コーヒーはラオス国南部の生産がラオス

国での生産の大部分を占め(パクソン郡の生産量はラオス国

全体の 95％)、また、コーヒーの輸出先は、フランス、ドイツ、

ポーランド、日本、韓国などである。輸出の統計には表れて

いないが、南部地域で生産されているキャベツやその他の野

菜類は、現時点でもタイに多くが輸出されている。 

セコン県における農業開発計画については、以下の表に示

すような各農業作物、家畜、魚類に関し、2015 年までの生産

の目標値及び耕地面積を設定している。米、及び野菜、魚について増加率が比較的高く設定され

ている。輸出産品として注目されるコーヒーについては生産量、作付面積ともに目標を漸増に設

定している。 

輸出品目 
2010年 2011年 
金額 

(百万ドル) 
金額 

(百万ドル) 
構成比率 

(%) 伸び率 

鉱物 1,048.5 1,079.1 54.6 2.9 
電力 289.0 178.4 9.0 -38.3 
縫製品 167.3 141.6 7.2 -15.4 

農産物・家畜 119.2 137.0 6.9 14.9 
木材・木製品 37.1 51.3 2.6 38.2 
その他 127.8 389.0 19.7 204.4 
輸出総額 
(FOB) 1,788.9 1,976.5 100.0 10.5 

品目名 輸出額 
(百万 US ドル) 

シェア 
(％) 

コーヒー豆 
（生豆） 33 43.4 

とうもろこし 26 33.9 

ごま 3 3.5 

果実調製品 1 1.9 

果実（乾燥） 0.7 0.8 

総額 77 100.0 

（緑・黄部分は南部地域、赤枠は上位生産地） 

表 2-2-19 ラオス国の輸出 

表 2-2-20 ラオス国の農産物輸出状況 
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表 2-2-21 セコン県における農業開発目標値(一部) 

 作物 2010-11年 2011-12年 2012-13年 2013-14年 2014-15年 

1 米(ton) 32,234 33,934 35,517 39,235 46,142 

2 米作地(ha) 10,337 10,283 10,290 10,431 11,214 

3 コーヒー(ton) 4,456 4,806 5,256 5,901 6,030 

4 コーヒー作付地(ha) 6,046 6,256 6,449 6,730 6,852 

5 野菜(ton) 3,141 3,678 4,138 4,679 6,153 

6 野菜耕作地(ha) 517 574 631 698 935 

7 豚(頭) 76,104 78,320 80,506 82,856 85,274 

8 魚(kg) 323,000 354,000 390,000 427,000 470,000 

また、この計画において灌漑設備の整備を掲げており、灌漑用水の行き届かない農業用地面

積の減少を目標として掲げ、農業生産の拡大を計画している。 

表 2-2-22 セコン県における農業開発目標値(非灌漑用水エリア) 

 2010-11年 2011-12年 2012-13年 2013-14年 2014-15年 

灌漑用水の行き届かないエリア(km2) 2,695 2,165 1,635 985 645 

 

(4) コーヒー生産と輸出 

上述したようにコーヒーはラオス国の経済にとって外貨獲得の重

要な農産物であり、生産量は着実に増加してきていて、2011 年には

約 5 万トンとなっている。生産地はラオス国南部に集中しており、

主要生産県はチャンパサック県でラオス国全体の生産量の約 70%を

占めている。これに対しセコン県は未開発状態で、生産農地がまだ

多く残されているにもかかわらずコーヒーの生産量は全国の 5％に

過ぎない。チャンパサック県でのコーヒー生産はそろそろ飽和状態

にあり、生産拡大はセコン県でのコーヒー栽培の拡大にかかってい

る状況である。セコン県でのコーヒー栽培拡大については、民間投

資の意欲も高く、またセコン県政府も大きな期待をしていて、セコ

ン県での今後の生産拡大を見込んで、現在の生産量約 5 万トン(全国)

から将来の生産量 10 万トンを見込んでいる。過去 10 年間の生産量

の伸び率は年平均約 6.5%であるが、今後はさらに高い伸び率を示す

可能性が高い。 

現在、コーヒーのラオス国外への搬出先は、輸送道路、輸出港湾、

港湾機能などのロジスティックの条件から全てバンコク港となっ

ている。今後生産量の増加に伴い輸出量も増加することが考えられ、輸出先がすでに述べたよう

に、日本、韓国が含まれていることから、セコン橋、国道 16B 号線の完成、ベトナム側国道 14D

号線とダナン港のロジスティックの条件改善により、ダナン港を搬出先とする可能性が高い。 

また、南部地域の現地踏査、及び関係者からのヒアリングでは、コーヒーに関する以下の状況を

確認した。 

図 2-2-24 ラオス国のコーヒー生産地
と生産量の推移 
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 ボロベン高原の国道 16 号線沿道、サラワン県の国道 1H（サ

テン～サラワン）に加え、国道 16B 号線沿道、ダクチュン市

周辺でもすでに栽培が開始されており、更にコーヒー栽培用

耕地造成が進行中である。 

 ラオス国資本のダオコーヒー、及びシヌクコーヒーが所有す

る農地は、現時点では 600ha 程度であるが、周辺小規模農家

約 23,000戸の所有する総面積34,000haで栽培されるコーヒー

を買い取っている。全国のコーヒーの作付面積はおよそ

50,000ha であり過去 10 年間における年平均増加率は 6%弱である。 

 シヌクコーヒーは、4 か所に集荷所を持っており、出荷時期には栽培主が集荷所にコーヒー

を持ち込むが、現在ダクチュン地域には集荷所はない。 

 ダクチュン周辺地域のコーヒー開発については、ドイツの Kfw(Gtz)の協力の下で少数民族に

よるコーヒー栽培を行い、そのための技術指導を組み込みたいとセコン県では考えている。 

 コーヒー協会によると、今後の増産されるコーヒーは、輸出用として対日本、韓国、中国、

及びヨーロッパを考えている。 

(5) セコン県、及び周辺地域の道路整備状況 

南部地域の道路については、全般的に大規模な道路整備工事が進められており、今後 4-5 年中

には、広範囲にわたり 2 車線の DBST 舗装道路網が整備されると見込まれる。国道 13 号、16 号、

16A、16B、15A、20 号、18A、18B、1-i、1-H の状況はエラー! 参照元が見つかりません。のとお

りである。 

① 国道 16B 号線の整備状況 

セコン県での公共事業運輸省からのヒアリングにおいて、ラオス国、ベトナム、タイの 3 国で

協定を締結し(2012 年)、国道 16B 号線の整備を進めている。現在、ベトナム国境手前数キロまで

土工事が進められており、セコン市側数キロは DBST 舗装が完了している。ベイリー橋 5 橋の架

け替えは未着工である。 

② セコン市フェリーのダクチュン側から新カルムへの道路整備状況（国道番号なし） 

セコン橋完成後、セコン橋を渡った後 16B から分岐しセコン川沿いに北方向に新カルム市（ニ

ュータウン）へ至る道路は、すでに工事が完了し比較的良好な整備状況で、土道であるが自動車

による通行に支障はない。ただし、新カルム市に近づいた地点では、渡河地点で橋梁がなく、河

床走行を余儀なくされる個所が存在し、この地点では雨季の渡河は不可能となると考えられる。

沿道に少数民族の部落が点在しているが、この道路上の車両の走行はほとんどない。 

③ 新カルム～カルム市～サラワンへの道路整備状況（国道番号なし） 

急こう配の区間が多く路面も悪く自動車の走行はかなり厳しい。カルム市に入る直前のセドン

川ではフェリーによる渡河となる。また、数か所の渡河地点ではフェリー、橋がなく河床を通過

する必要がある。さらに、カルム市通過後、サラワンに至る途中 2 か所においてセドン川を渡河

するが、今回の調査ではすでに水位が上がり自動車による渡河は 2 か所とも不可能であった。雨

季には数か月の間通行不能となり、大きく迂回が必要となる道路である。 

④ 国道 15B （サラワン～ベトナム国境） 

一部舗装の損傷が見られるものの、非常に良好なアスファルト道路(DBST)で、国境まですべて

の区間舗装されている。国境付近の交通量は少ないが、木材運搬の大型トラックはかなりの数が

確認された（木材輸出）。 

国道 16B 号線沿コーヒー栽培 
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  図 2-2-25 南部地域道路状況図 
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(6) 投資状況 

南部地域における投資状況については、国内外国投資奨励管理局（DDFI、現在は投資奨励局 IPD

となっている）で入手した投資状況によると、セコン県での過去 2 年間の投資状況については、

全体で 11 件の投資案件があった。その内の約半数の 6 件は鉱物資源関連に対する投資で、鉱物資

源関連に対する外国からの投資がセコン県全体での投資(外国、国内)の 98%を占めている。セコ

ン県での投資概要は下表の通りであるが、過去数年では、林業や発電、ホテル業などへの投資も

見られる。 

表 2-2-23 セコン県における投資状況(2011-2012) 

Sector Unit Local Foreign Total Private Government 
(ア) Mining 6 11,500,000 0 1,421,850,605 1,433,350,605 
(イ) Industry & Handicraft 1 15,000,000 0  15,000,000 
(ウ) Agriculture 4 3,789,868 0  3,789,868 
Total 11 30,289,868 0 1,421,850,605 1,452,140,473 

単位：US$ 

 

(7) セコン市街地域の開発 

セコン市街地内及び郊外部において建設資材会社の事務所設営など活発な開発状況である。ま

た、市街地の外側に長距離バス、及び周辺地域・セコン市街へのミニバスのためのバスステーシ

ョンが完成している。タイからの観光客も見受けられ、セコン市内に新たなホテルも建設されて

いる。 

 

(8) 少数民族部落でのヒアリング 

以下に示す国道 16B 号線沿いの 14 集落、及びセコンから新カルム市に至る道路沿いの 7 集落に

おいて、村長等にヒアリングを行った。 

 

表 2-2-24 セコン～ダクチュン間道路(16B号線) 

村   名 セコンフェリー地点からの距離 人 口 民    族 

1.Phiamay 0.5 km 130 ラオ族 

2.Pakthon 5.0 km 700 ラオタン族 

3.Van drang 11.0 km 520 タリヤン族 

4.Nam hiong 19.0 km 545 タリヤン族、マテック族 

5.Kasang kang 30.0 km 706 アラック族、タリヤン族、ラオ族 

6.Sating 40.0 km 490 アラック族、 

7.Dack tiep 53.0 km 571 タリアン族 

8.Dack seng 61.0 km 308 タリアン族、 

9.Xien Lnang 63.0 km 473 タリアン族 

10.Hummay 69.0 km 136 タリヤン族 

11.Dack yoy 75.0 km 150 タリヤン族 

12.Dack Rai 76.0 km 170 タリヤン族 

13.Dack doh 82.0km 740 タリヤン族 

14.Dack karam 89.0 km 360 タリヤン族 
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各集落の人口規模は 30 人から 740 人までばらつきがある。生活手段は、ほぼすべての集落で簡

単な農業、及び簡単な魚採取によるものである。農業および漁業による収穫物は、セコンなどの

市場へ提供されておらず生活形態は自給自足である。ただし、わずかではあるが、セコン市から

買い取り商人が来て、余剰品の農産物、家畜を購入していくことがあり、これにより集落の人々

は現金を手にしている。農業や漁業による生産物を市場に出せないのは、生産量が少なく余剰品

が少ないことに加え、余剰品があっても運送手段が極めて少なく、さらに運送費がかかることに

よるものである。 

ヒアリングによれば集落の人々のセコン市への訪問は、極めて頻度が少なく、年に 3 回程度訪

問すると答えたケースが多かった。各集落からセコン市街に到達するためには、セコン市のフェ

リー、あるいは他の町での渡し船を利用するしかなく、いずれも片道 5,000kp を必要とする。し

かしながら、セコン橋が完成したセコン市を訪問するかとの問いに対しては、セコン側の渡河賃

がなくなり、無料でセコン市に到達できるのでもっと行ってみたいとの発言が多かった。 

小学校については各集落内あるいはすぐ近くに設置されているケースが多いが、中学校につい

ては、セコン市の親戚等に子供を下宿させて通学させているというケースも多かった。国道 16B

沿いのセコン市から自動車で約 1 時間の地点にあるアレック族の集落でのヒアリング結果を一例

として下表に示す。 

 

表 2-2-26 国道 16Bアレック族集落でのヒアリング結果 

項目 ヒアリング結果 備考 

1. 住民数(概数) 約 490人  

2. 世帯数(概数) 約 30 世帯  

3. 生活手段 
村落周辺における農業(野菜)、魚採取 

お土産用の竹製の籠制作・販売 

収穫物の売買はない 

4. 通信手段 衛星電波による固定電話が集落に 1 台のみ 携帯 Tel はない 

5. 移動手段 徒歩が基本、集落に 3 台のバイク、バス運行はなし  

6. セコン市への外出 週 1回行く人がいる(人数不明)、8 時間の徒歩 目的未確認 

7. 病院への移動 歩いて 2 時間を要する  

8. 小学校 
集落のすぐ隣にあるが、この村落からの就学は極め

て少ない 

 

9. 中学校 
この村落から 12km の地点、この村落からの就学は

なさそう 

 

10. 電気 電気は通じていない。村落に 1台発電機がある。 電気の使途は未確認 

 村に何があったらよいと思うかという質問に対し、 

① 通信手段、②脱穀機 ③バイク、との答え 

さらに、お金が稼げる仕組みを授けてほしいとの要望があった。 

村   名 セコンフェリー地点からの距離 人 口 民    族 

1.Nawansen 13.7 km 30 アラック族 

2.Nawangkang 15.9 km 153 アラック族 

3.Chabi 21.8 km 374 アラック族 

4.Takongkeio 36.5 km 813 アラック族 

5.Pahoon 49.9 km 228 アラック族 

6.Chamnamthai 52.9 km 138 アラック族 

7.Ponpai 54.9 km 238 アラック族、チャトン族 

表 2-2-25 セコン～カルム間道路 
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(9) セコン橋完成による日系企業への裨益 

ラオス国で登録されている本邦企業は、2012 年時点で 77 社であるが、登録企業がすべて営業

活動をしているわけではない。ラオス国南部地域では、コーヒーやゴム栽培、野菜栽培などを代

表とする農業への投資を行っている企業や、鉱物資源探査を進める商社や製紙原料の木材資源の

開発を志向する製紙会社などが主だった本邦企業となっている。 

これらのラオス国南部地域における本邦企業の活動は、ボロベン高原周辺地域、および未だ開

発が進んでいないセコン県を中心に展開されているが、道路を中心としたインフラの整備が進ん

でいないことから、開発行為もまだ本格的なものとはなっていないものが多い。 

セコン橋が開通することにより、ダクチュン方面への本格的な物資の輸送が可能となること、

さらに 16B 号線の道路整備と相まって、隣国ベトナムのダナン方面からパクセーあるいはタイの

ウボンラチャタニ、更にはバンコクへ至る輸送ルートが整備されることになる。このような南部

地域における連続した国際輸送ルートの確立により、南部地域等で投資・生産活動を展開する本

邦企業(現在この地域での活動が確認されている企業は 5 社程度)、及び隣国ベトナムで生産活動を

している本邦企業には、以下のような裨益がもたらされる。 

 

① ボロベン高原などセコン橋の西の地域で農産物、林産品を生産する本邦企業はベトナム

への輸出、特にダナン港に向けての出荷が可能となる。現在、セコン橋の西の地域での

生産品の輸出先はほとんどがバンコクであるが、出荷先の選択肢が増える。また、16B 号

線、ベトナム側 14D 号線の整備が進めば、ベトナムダナン港への輸送距離がバンコクル

ートよりも短縮されることから輸送コストの縮減が図られる。 

② セコン橋の東側地域で現在未開の状況であるダクチュンを中心とする地域で農産物、林

産品を生産する本邦企業は、タイへの輸出が可能となる。また、16B 号線、ベトナム側

14D 号線の整備が進めば、輸出先の選択肢が、ベトナム、タイの両国になり生産物の安定

的な出荷が可能となる。 

③ セコン橋の完成によりベトナムのダナンがラオス国南部地域のゲートウェイとなった場

合、南部地域からバンコクへの搬出に比べ輸送距離は約半分になり、輸送コスト、輸送

時間削減という裨益が得られる。 

④ ダナンの工業団地で生産活動を展開する本邦企業(2012 年 12 月時点で 56 社)にとっては、

生産品のバンコク市場への陸路による搬出が可能となる裨益が得られる。バンコクまで

海運によれば 1 週間程度を要するが陸路では 2 日程度と大幅な短縮となる。 

⑤ ベトナムですでに生産活動をしている本邦企業のラオス国進出が図られる。 
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第3章 プロジェクトの内容 
3-1 プロジェクトの概要 
3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

3-1-1-1 国家社会経済開発計画 

ラオス国には、2011年10月に策定された2020年に向けた長期開発戦略に基づいた「国家社会経

済開発計画（National Socio-Economic Development Plan(2011-2015):NSEDP）」がある。この5ヵ年

計画を上位計画として、各省の5ヵ年計画が策定されている。2011年から2015年は第7次5ヵ年国家

社会経済開発計画に該当する。 

第7次NSEDPでは、2020年迄に国家を現代的で工業的な社会に変換するとしている。また、2020

年迄に国家を最貧国（Least-Developed Country:LDC）から脱却させ、強化された地域的及び国際的

協調のための機会を創造するとしている。このNSEDPの目標及び方向性は下記のとおりである。 

① 安全保障、平和及び安定と共に国家の経済成長の継続を確実なものとし、少なくとも年 8％の

GDP 成長率と一人当たり 1,700USD を確保する。  

② 2015 年までにミレニアム開発目標を達成し、適切な技術、技能を採用し、2020 年までに LDC

から国を脱却させるための有利な条件を創造する。 

③ 天然資源の保全と環境を保護し、文化と社会の進歩と経済の発展を強調することで、開発の

持続可能性を確保する。 

④ 政治的安定、平和と秩序ある社会を確保する。 

上記の目標を達成するための公共事業運輸セクターの役割は下記のとおりである。 

[方向性] 

生産性を向上させるために公共事業と輸送部門を強化する。そのことが近代化と工業化のため

の基本的な要因となる。さらに、南北と東西経済回廊を接続し、近隣諸国との接続を図る。 

[目標] 

・ 輸送計画を100%（又は920km）達成するために、準地域レベルにおける道路の接続を確立し、

かつ延長する。 

・ 郡の主要道路及び優先地域やKumban開発地域を接続する農村道路を建設する。道路は規格を

満足するものでなくてはならず、これらの全ての道路を2015年までに100％完成させなければ

ならない。 

・ 国防／安全保障のために重要かつ必要とされる接続道路を建設する。 

・ ベトナムの港（ブンアン港）に接続する道路の建設を完成させる。 

[手段] 

・ 外国、特にアンタイドや無条件の援助からの融資と無償資金を増やす。 

・ マクロ管理の強化：法規、規則、法令、建設、輸送、送料の管理に必要な技術基準を策定する。 

・ 現代技術の利用促進、およびスタッフの能力、人員および公共部門の組織を強化する。 
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3-1-1-2 国道接続開発計画 

本開発計画（Development Plan for the Connection of the National Roads：2011-2015）はNSEDPを受

け、2011年にMPWTが策定したものである。本計画では、以下の４つの道路リンクの強化に着目

している。すなわち、 

① ラオスの経済成長に寄与する道路リンクの整備 

② ラオスの安全と農村開発に寄与する道路リンクの整備 

③ ラオスの安全と平和に寄与する道路リンクの整備 

④ ラオスの社会や文化に寄与する道路リンクの整備 

上記4つの整備方針に対する具体の政策を道路種別毎に以下に記す。 

(1) 国道 
全国で 16 のプロジェクトがあり、その内 3 つのプロジェクトが完了している。延長 245km の

国道 9 号線、延長 228km の国道 8 号線及びアタプーからベトナムとの国境迄の延長 111km の国道

18B 号線である。現在、工事中のプロジェクトは 8 つであり、3 つのプロジェクトが準備中であり、

2 つのプロジェクトが資金援助申請中である。 

なお、本調査である「セコン橋建設プロジェクト」は、「国道 16B 号線道路整備プロジェクト」

の中に含まれている。 

(2) 県道 

全国の県を接続する総延長 7,200km の県道があり、全県で 20 のプロジェクトがある。その内 6

つのプロジェクトが既に完了しており、現在、工事中のプロジェクトが 4 つ、準備中のプロジェ

クトが 4 つ、資金援助申請中のプロジェクトが 6 つである。 

(3) 郡道 

MPWT 及び地方機関は過去数年間で、下記のような業務を完了した。 

① 舗装部 102.8km を含む 1,634.55km の調査、建設及び改修工事 

② 2,396.55km の定期的な補修 

③ 5,517.63km の日常的な補修 

④ 286.12km の緊急的な補修 

(4) 村道 

過去数年における地域の都市と集中区域及び村落開発グループを結ぶ完全な道路開発とは下記

のとおりである。 

① 舗装部 12.85km を含む 1,880.65km の調査、建設及び改修工事 

② 2,992.02km の定期的な補修 

③ 12,561.39km の日常的な補修 

④ 334.64km の緊急的な補修 
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3-1-1-3 本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は、以下の通りである。 

 上位目標 

国内の幹線道路であり且つ国際幹線道路でもある「国道 16B 号線」が整備されることにより、

ラオス国の経済発展が促進される。 

 

 プロジェクト目標 

ラオス国南部を横断する国道 16 号線はタイ-ラオス-ベトナムを結ぶ国道でありながら、セコン

川によって分断されており、現在はフェリーが運行されているものの、フェリーの運行は不定期

で、雨期には頻繁に運休するため、周辺住民の生活への影響が大きい。特に、セコン川以東（セ

コン県東部及びアタプ一県東北部）は、人口の 9 割以上が少数民族で構成されており、従来から

MDGs 指標改善に不可欠である社会インフラが不足し、極度の貧困に苦しむ地域であるが、フェ

リー運休時には「陸の孤島」と化し、社会インフラへのアクセスや円滑な物流による経済活動が

阻害されており、安定した交通の確保は喫緊の課題となっている。加えて、近年、鉱工業開発や

水資源開発等プロジェクトサイト周辺も含めたラオス国南部地域の開発ポテンシャルも顕在化し

つつあり、安定的な交通の確保は、周辺住民の生活改善のみならずラオス国南部地域の経済発展

のためにも重要な課題となっている。本プロジェクトの目標は、フェリーに代わる橋梁をセコン

川に架橋することにより、安定的な交通の確保を図り、且つ国際物流の活性化、周辺地域の経済

発展及び沿線住民の利便性の向上を図るものである。 

 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するために、無償資金協力により、フェリーに代わる橋梁

をセコン川に架橋するものである。この計画の実施による直接的成果としては、渡河所要時間の

減少、終日渡河の実現、通年渡河の実現、渡河日交通量（車両・歩行者）の増大等が図られ、そ

の結果、域内交通及び国際物流の発展、地域経済の活性化、生活水準の向上及び貧困の削減等が

期待される。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 
3-2-1 設計方針 

本プロジェクトは、国道 16B 号線がセコン川により分断されていることによるフェリーの不定

期な運航状況及びセコン川以東の最貧困郡の現状を改善し、ラオス国及び隣国間の交通と交流の

促進、国際幹線道路の機能発現、地域経済の発展及び貧困削減に資するため、セコン橋及び取付

け道路の建設を実施するものであり、ラオス国政府の要請と現地調査及び協議の結果を踏まえて、

以下の方針に基づき計画する。 

 

3-2-1-1 基本方針 

概略設計を行う上での設計方針は、以下のとおりである。 

(1) 協力対象範囲 
本案件に関わる正式な無償資金協力要請は、ラオス国から 2012 年に日本大使館へ提出された。

当該要請書では、セコン川により分断されているセコン市とダクチュン郡を結ぶ通行手段として

現在、フェリーが運航されているが、このフェリーに代わる通行手段としてセコン川にセコン橋

を建設する工事であった。 

今回の準備調査は、主に要請内容を再確認すると共に、主に架橋位置及び取付け道路、橋梁及

び取付け道路縦断計画、幅員構成、橋梁形式、施工計画/積算、環境関連手続き、自然条件、UXO

等を確認することを目的として実施されたが、ラオス国との協議の結果、最終的に確認された日

本の無償資金協力に対する要請の主な内容は、下記のとおりである。 

 PC コンクリート橋（2 車線及び両側歩道）の建設 

 取付け道路の建設（A1 橋台側約 227m、A2 橋台側約 300m、計 527m） 

 護岸工事 

(2) 架橋位置及び取付け道路 
架橋位置に関しては、3 案について比較検討を実施した結果、下記の理由により第 1 案（国道

16B 号線接続案）が最も望ましいと言う結論を得た。 

① 既に国道 16B 号線工事が第 1 案架橋位置前後まで実施されており、セコン橋をこの国道 16B

号線に接続させることが最も合理的であること。また、MPWT 側も当初計画通りの第 1 案へ

の架橋を強く要望していること。 

② セコン市街を経由しないため、利便性が非常に良いこと。 

③ 橋長が最も短いため、橋梁の経済性は最も優位となること。 

④ 住民移転の合意が得られており、環境社会配慮上の問題はないこと。 

⑤ 取付け道路が最も短いため、全案中で最も経済的であること。 

(3) 規模等 
1) 橋梁及び道路縦断計画 

橋梁及び道路の縦断高に関しては、3 案について比較検討を実施した結果、下記の理由により

第 2 案（HWL=126m 案）が最も望ましいと言う結論が得られた。 

① 50 年確率の洪水に対しても流木が橋桁に衝突することはなく、100 年確率の洪水（ケッツア
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ーナ台風）に対しても橋桁は浸水しないこと。なお、50 年確率の洪水はメコン川を除く河川

を対象に一般的に用いられている計画洪水である。 

② ケッツアーナ台風襲来時の既往最大水位（128m）は、100 年確率の洪水位であり、新橋の縦

断高（桁下高）はこの 100 年確率の洪水位を満足しているものであること。 

③ ラオス国内の無償資金協力事業であるヒンフープ橋と同様な設計思想であること。 

2) 基準径間長 

基準径間長は次式により求まり、56ｍ以上である。 

径間長 L＝20+0.005Q＝20+0.005×7,200 m3/sec = 56m 

ここに、Q は計画高水流量（7,200 m3/sec：3-2-1-2(1)5)計画高水流量より）である。 

3) 取付け道路の協力範囲 

橋梁の桁下高さをケッツアーナ台風時の HWL(128m)以上とするため、新橋から国道 16B 号線の

計画路面高にすりつく区間で取付け道路が必要となる。この取付け道路工事は日本の無償資金協

力により実施されるが、その協力範囲はセコン市側約 180m、ダクチュン側約 300m である。 

(4) 要請内容と協議・確認事項 
両国および調査団で相互確認した条件の下に概略設計を進めるが、要請内容と予備調査時及び

準備調査時の協議・確認事項を表 3-2-1 に示す。 

表 3-2-1 要請内容と協議・確認事項 

 

項  目 要請内容 
協議・確認事項 

情報収集・確認調査時 準備調査時 

対象橋梁 セコン橋の建設 セコン橋の建設 セコン橋の建設 

架橋位置 国道 16B 号線上 国道 16B 号線上 

第 1案を選定 

・ 第 1案：国道 16B号線上 

・ 第 2案：フェリー運航位置 

・ 第 3案：第 1案の下流側 3km 

橋  長 300m 300m 300m 

橋梁形式 PC 連続箱桁橋 PC 連続箱桁橋 エクストラドーズド橋 

幅

員 

有効幅員 10.0m 10.0m 11.0m 

車 道 4.0m×2=8.0m 4.0m×2=8.0m 4.0m×2=8.0m 

歩 道 1.0m×2=2.0m 1.0m×2=2.0m 1.5m×2=3.0m 

車線数 2 車線 2 車線 2 車線 

設計速度 60km/h 60km/h 60km/h 

設計活荷重 HS25-44 特に記載なし HS25-44 

取付け道路 特に記載なし 
右岸側：660m+600m=1,260m 右岸側：約 227m 

左岸側：300m 左岸側：約 300m 

護岸工 特に記載なし 特に記載なし 右岸側：3,024m2 
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3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

(1) 気象 
1) 気温・湿度・風速 

架橋位置に最も近いセコン観測所における過去 11年間の最高気温は、4月が最も高く 39℃程度、

12 月が最も低く 34℃程度であり、年間を通して 34℃以上となる。最低気温は 1 月が最も低く約

11℃であり、10 月～3 月の 6 ヶ月間は 19℃以下となる。 

また、湿度は年間では 59%～85%の間にあり、年平均は約 70%である。乾期の 10 月～4 月まで

の湿度は 55～77%であるが、雨期の 5～10 月には 73%～85%とかなり高くなる。雨期には架橋地

点はかなり高温・多湿となるため、設計では部材の温度変化、施工ではコンクリートの打設及び

養生に細心の注意が必要である。 

風速に関しては、年間 1.2m/s～3.9m/s の間にあり、年間の平均は 2.5m/s であり、特に風が強い

地域ではない。 

2) 雨量・降雨パターン 

当該地点の年間降雨量は 5 年間の平均で約 1,285mm であり、少ない年で約 1,000mm、多い年で

1,600mm 程度と年較差が大きい。ラオス国では一般に、11 月から 3 月は降雨が極めて少なく、4

月から 10 月までの間は降雨が多くなる。また、7 月から 9 月にかけて降雨量は 200mm/月を超え

るが、年間降雨量は特に多い地域ではない。しかし、近年では 400mm/月を超えることもあり、こ

れらの出水は、施工計画・工程計画に大きく影響する要素であり、計画立案に当たっては十分、

気象条件に配慮することとする。特に、橋脚の下部工、基礎工等の河川内工事を非出水期の間に

完了させることを目指すものとする。 

3) 河道特性 

セコン川は、ラオス国の南部地区のベトナム国境付近のアンナン山脈から発し、山地流域及び

セコンを流下した後、セナムノイ川などの支流を合流してアタプーに至り、セカマン川やセソウ

川を合流して南西方向のカンボジア国に入ったあと、メコン川の左支川として合流する河川であ

り、新橋架橋位置における流域面積は 5,483km2 である。 

架橋地点の上下流の河道は両岸とも河岸の標高は高いため、平水時～洪水時の川幅は約 120～

210m であるが、左岸に比べ右岸が低いため既往最大洪水時の川幅は右岸に広がり約 2 倍の 430m

の水面幅となって流下する。しかし、架橋地点より約 500m 上流の右岸は上流に向かって徐々に

高くなっていることから、この地点に向かって水面幅は徐々に狭まりその幅は約 320m になる。 

なお、架橋地点の選定に当たっては、これらの河道特性を十分考慮して検討するものとする。 

4) 洪水状況 

ケッツアーナ台風時（2009 年）の洪水状況は下記の通りであった。 

・ セコン川の観測所において、最大水深 20.04m を記録した。 

・ 急激な水位上昇と下降が観測された。 

・ 既往最大時のピーク水位は観測標を超えたため、近傍の洪水痕跡により観測した。 

また、急激な水位上昇の原因は下記の 2 点であると思われる。 

① 上流の山地からの大量の雨量の流出 

② 下流部河道の狭窄部（滝や土砂堆積）や河床の深掘れによる貯留効果 
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このように、セコン川の河道は河道自体が天然のダムの状態となっていること、また、下流部

には大きな流域の支川が合流していることが水位上昇の原因であると推測される。そのため、山

地流域からの大量の雨量の流出がある場合、河道水位が一時的に急上昇するものと考えられる。

したがって、本調査では架橋位置における計画高水量を想定し、洪水時においても洪水の影響を

受けないような橋梁計画を行うものとする。 

5) 計画高水流量 

ラオス国の規定では、対象橋梁で採用する確率規模は、水位と同様に T=1/50 である。セコン橋

の架橋地点における T=1/50 の計画高水流量は、アタプー観測所のデータをもとに水文確率統計解

析を行い、流域換算によって求めると 7,200m3/s と推定される。 

6) 既往最大水位 

セコン川は、ケッツアーナ台風（2009 年 9 月 30 日）による洪水で既往最大水深 20.04m を記録

した。水深基準となる河床高は 107.517m であるため、既往最大水位は 127.557m(107.517m+20.04m)

である。架橋位置における洪水時の水面勾配は I=1/1,673 であるから、水位観測標から 492m 上流

にある架橋位置における既往最大水位は、下記の通りとなる。 

既往最大水位=観測所の水位＋1/1,673*492m =127.557m＋0.294m =127.851m → 128m 

7) 計画高水位 

a) 確率水位 

セコン観測所では 1990 年から観測を開始しており、2012 年までの 23 年間の水位観測記録があ

る。この観測所は架橋計画地点から 492m 下流にあり、架橋位置における年最大水深を用いた確

率統計処理を行って、計画規模毎の確率水位を推定した。確率統計処理で用いる計算方法は、対

数正規分布法、ガンベル法の 2 ケースについて行った。結果は下記の通りである。 

 

 

 

ラオス国においては、一般的に河川規模により確率年を設定しており、国内最大の河川である

メコン川に架橋する場合は、1/100 年確率が採用されており、メコン川以外の支川では 1/50 年確

率が採用されている。日本の無償資金協力によりメコン川の支川に架かるヒンフープ橋では 1/50

年確率が採用されていることから、本調査でも 1/50 年確率である水位 18.4m（水深）を採用する

ものとする。 

b) 計画高水位 

1/50 年確率における計画高水位は、観測所の河床高(107.517m)に確率水深(18.4m)を加えたもの

であり、107.517m+18.4m=125.917m→126m である。  

計算方法 T=1/10 T=1/20 T=1/50 T=1/100 

対数正規分布法 13.8 15.8 18.4 20.4 

ガンベル法 14.1 16.2 18.9 20.9 

単位:m 
表 3-2-2 確率水位（水深） 
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(2) 耐震設計 
1) 地震概要 

世界的に見た場合、日本、中国、インドネシア、ミャン

マー等の地震多発国に比べるとラオス国では地震の頻度

は高くない。しかし、ラオス国は中国及びミャンマーに隣

接しており、ラオス国の国境付近の中国及びミャンマーで

発生した地震により、ラオス国が被害を受けることが懸念

されている。事実、ラオス国では最近、下記の地震が発生

しており、耐震設計を考慮することが必須である。図 

3-2-1 にアジアの震源地分布を示す。 

・ 2007 年 5 月 16 日: M6.3（ボーケオ県） 

・ 2007 年 6 月 2 日: M6.1（ラオス国境：中国雲南） 

・ 2011 年 3 月 24 日: M7.0（ラオス、ミャンマー、タイ国境） 

2) 耐震設計方針 

セコン橋が建設される国道 16B 号線は、将来的にラオス国、ベトナム国及びタイ国との物流を

支える重要国際幹線道路となる。したがって、万が一地震等により落橋等の被害を被った場合は、

国際物流に多大の影響を及ぼすだけでなく、被災した地域住民への救助・医療・消火活動及び被

災地への緊急物資輸送等にも多大の悪影響を及ぼす。このように、対象橋梁は非常に重要な役割

を担っているため、設計に際しては、耐震性の向上を目指すことを基本方針とすると共に、ラオ

ス国における過去の地震記録を調査し、適正な設計水平震度を設定するものとする。 

3-2-1-3 交通量に係る方針 

現在、セコン川には橋梁が架かっておらず、車両、人等の移動はフェリーにより行われている。

したがって、橋梁及び取付け道路の設計における交通量に関しては、3-2-2-5(6)1)c)舗装設計交通

量の検討によるものとし、ここではフェリーによる車両、人等の交通量に関して以下に記す。 

なお、調査は 2013 年 5 月 3 日（金）06:00～18:00（12 時間）において実施した。 

・ トラック（3 軸以上）：10 台/12 時間 

・ 車（2 軸）：54 台/12 時間 

・ バイク：259 台/12 時間 

・ 人：290 人/12 時間 

* 車に同乗している人の人数はカウントしない。 

* バイクは 1 台当たり 1 人が乗っているとし、2 人目は「人」にカウントする。 

3-2-1-4 幅員に係る方針 

橋梁及び取付け道路の幅員構成は、既報告書（「セコン橋建設計画調査 報告書」）で記されて

いる交通量とラオス国の道路規格及び現在工事中の国道 16B 号線の幅員構成を踏まえ、適正な仕

様とする。 

(1) ラオス国の道路規格 
ラオス国の道路規格を表 3-2-3 に示す。なお、国道 16B 号線の道路クラスはクラスⅢである。  

図 3-2-1 アジアの震源地分布 

：地震 

：地震 

：火山 

 
ラオス 

 

ミャンマー 雲南省 

プレート境界 
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道路種別 クラスⅡ クラスⅢ 

計画交通量（PCU） 3,000～8,000 1,000～3,000 

設計速度（km/h） 

100（平坦地） 80（平坦地） 

80（丘陵地） 60（丘陵地） 

60（山岳地） 40（山岳地） 

車線幅員（m） 

3.75（平坦地） 3.5（平坦地） 

3.75（丘陵地） 3.5（丘陵地） 

3.5（山岳地） 3.0（山岳地） 

舗装路肩幅員（m） 

0.5（平坦地） 2.0（平坦地） 

0.5（丘陵地） 2.0（丘陵地） 

2.0（山岳地） 1.0（山岳地） 

 

(2) 国道 16B 号線の幅員構成 
国道 16B 号線の幅員構成はセコン市側とダクチュン側で異なっている。下図に幅員構成を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 橋梁及び取付け道路の幅員構成 

ラオス国の道路規格及び国道 16B 号線の幅員構成を考慮し、セコン橋及び取付け道路の幅員構

成は図 3-2-3 に示す通りとする。また、セコン橋は、セコン市街地に近接していることもあり、

将来的な市街地の拡大に伴う歩行者数の更なる増大も考慮し、幅員 1.5m の歩道を両側に設置する

ものとした。歩道幅員 1.5m の根拠は、下記の通り、歩行者がすれ違えることが可能な幅員とした。 

＊歩行者一人の専用幅 0.75m×2 人=1.5m 

なお、セコン橋と国道 16B 号線の幅員及び横断勾配の相違は、取付け道路の区間ですり付ける

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-3 ラオス国の道路規格 

 

図 3-2-2 国道 16B号線の幅員構成 

セコン市側 ダクチュン側 

（橋梁部） 

 

（取付け道路部） 

 

図 3-2-3 橋梁及び取付け道路部の幅員構成 

2.5% 2.5% 
1.0% 1.0% 2.5%～3.0% 2.5%～3.0% 
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3-2-1-5 設計活荷重に係る方針 

本セコン橋は、ラオス国の重要国際幹線道路である国道 16B 号線上に位置するため、ラオス国

の基準（Road Design Manual(1996)）に従い、以下の設計活荷重を採用する。 

・HS20-44×1.25（= HS25-44） 

3-2-1-6 社会経済条件に対する方針 

協力対象橋梁の計画、設計及び施工に当たり、配慮すべき事項及び対策は下記の通りである。 

① 建設時における粉塵の発生：散水等粉塵防止対策を実施する。 

② 建設時の騒音、振動の発生：騒音、振動の出来るだけ小さい工法を採用する。 

③ 汚染物質の流出（オイルの流出等）：汚染物質の流出防止措置を実施する。 

④ 土壌流出と河川への汚染：土壌汚染、河川への汚濁防止措置を実施する。 

⑤ 一般交通の阻害：工事用車両への安全教育を実施する。 

⑥ 土採場、砕石場対策：土採場の選定に当たり、環境負荷の少ない場所を選定する。また、砕石

場は出来る限り既存の砕石場を活用し、新たな場所からの砕石採取を回避する。 

⑦ 事故の発生：工事関係者への安全・衛生教育を徹底し、事故の発生を防止する。 

なお、本プロジェクトの範囲内では、住民移転は発生しないことを確認している 

 

3-2-1-7 建設事情に対する方針 

(1) 労務状況 
ラオス国には、これまでの無償資金協力による橋梁工事に関して経験のある建設会社・技術者・

労務者がいるがその数も実績も少ない。特にＰＣ橋建設に関する施工技術や施工経験は非常に少

ない。したがって、これら高度な技術を必要とする工種や施工実績の少ない工種に対しては日本

から技術者を派遣するものとし、それら以外は出来るだけ現地の技術力・労働力を活用すること

を基本方針とする。 

なお、過去に実施された無償案件同様、ラオス国内で作業員の調達は可能である。但し、彼ら

は建設会社に帰属しており、各建設会社により施工分野に得意分野が有るので、その見極めが重

要である。また、労働者の雇用に際して雇用者は、ラオス国の労働法 No.06/NA（2007 年 12 月 27

日公布）を遵守する。 

(2) 資材調達状況 

1) 鉄筋、鋼製品、PC 鋼材 

鉄筋は、ラオス産、タイ産、ベトナム産が流通しているが、ラオス産の鉄筋は品質が劣るため、

第三国産（タイ産、ベトナム産、日本産等）からの調達とする。鋼板、形鋼等の鉄鋼製品はラオ

ス国では製造していないので、日本や第三国（タイ等）からの調達とする。また、PC 鋼材は一般

市場ではほとんど調達不可能であると同時に、それらの製品を加工する信頼のおける技術を持っ

た施設もラオス国にはない。したがって、本プロジェクトに使用する PC 鋼材は、輸入先・メー

カーを指定する等、品質確認の出来る措置を講じた上で発注して、日本又は第三国からの輸入を

考えることとする。 
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2) 橋梁付属物 

橋梁付属物は、過去に実施された無償案件と同様で近隣諸国から調達できるものもあるが、品

質等に問題があるものが多く、日本からの調達が望ましい。 

3) セメント 

北部のヴァンビエン、中部のタケク、南部のサラバン、サワナケットの 4 か所でセメントが生

産されている。セメント工場は中国資本で整備されており、中国の ISO を取得している。ただし、

現地で実施されている道路・橋梁の建設工事では、ラオス産のセメントは品質が不安定で、コン

クリート強度が発現しないこともあるため、タイ産のセメントの使用を考えることとする。 

4) アスファルトコンクリート 

アスファルトコンクリートを製造するためのアスファルトプラントはラオス国内では非常に少

なく、本調査では下記の 6 基を確認した。 

・ パクセー近郊の有料道路沿いにある維持管理用の 1基 

・ 現在、本邦の無償資金協力事業「国道 9 号線（メコン地域東西経済回廊）整備計画」で使用

中の 1基 

・ 「国道 9号線」上にある老朽化した 1基 

・ ビエンチャン近傍にある 3基 

機材の管理状態は、本邦で実施中案件である「国道 9 号線」で使用しているアスファルトプラ

ント以外は老朽化が進み、移設は容易ではなく、安定した品質、供給を確保することは困難な状

況である。また、周辺のタイ、ベトナムから施工業者がアスファルトプラントを持ち込み、施工

している事業の確認もできなった。したがって、アスファルトプラントは日本からの調達とする。 

5) 盛土材及び骨材 

盛土材及びコンクリート用骨材は、サイトより約 3km に位置する架橋位置の上流側の河川で採

取されている材料を処理して使用する。材料を採取して土質試験した結果、盛土材 CBR 値も 91、

選別した骨材はすり減り試験では 13.4%と適している。サイト付近に骨材プラントを設置する。 

(3) 建設機械調達状況 

セコン近郊では、土木工事を請け負う会社は少なく、工事受注をしてから建設重機を手配する

ため、現地で保有している機材の確認はできなかった。南部のラオス国第二の都市パクセーでは、

建設重機を保有している会社はあるが、保有数が限られていることを確認した。 

土木用汎用機械類に関しては、ラオス国の首都ビエンチャンで調達は可能であるが、サイトま

での距離が約 750km 離れており、周辺国であるタイのウボン ラ チャンタニーの方が約 270km と

近く、調達が容易であることを聞き取り調査で確認した。ただし、輸出入時の手続きに時間を要

する。 

なお、上部工建設時に使用する移動作業車等はラオス国にはなく、日本からの調達となる。 
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(4) 道路・橋梁の設計・施工基準 
1) 道路設計・施工基準 

道路設計に関しては、ラオス国内で制定されている基準（Road Design Manual(1996)）に準拠し、

不足している部分に関しては、日本の基準に準拠する。したがって、道路設計に用いる設計基準

は以下とする。 

・ Road Design Manual (1996)（ラオス国） 

・ 道路構造令（日本 2004 年） 

2) 橋梁設計・施工基準 

ラオス国の道路及び橋梁に関する基準として「Road Design Manual (1996)」が策定されているが、

同基準では橋梁については、設計活荷重と設計洪水確率に関する規定しかない。したがって、設

計活荷重と設計洪水確率以外に関しては、日本の基準（道路橋示方書、河川構造令）を準用する。

したがって、橋梁設計に用いる設計基準は以下とする。 

・ Road Design Manual (1996)（ラオス国） 

・ 道路橋示方書（日本 2012 年） 

3-2-1-8 現地業者の活用に係る方針 

現地業者に聞き取り調査をした結果、PC 橋については、桁長 30m 程度の PCI 桁合成床板橋の

実績はあるが、PC 箱桁橋及び連続桁橋の実績はない。道路・橋梁工事は、現地業者が受注し、サ

ブ・コントラクターにタイ、ベトナムの業者を使用している。ラオス国南部で実施されている道

路工事の状況から土工事に関する技術力は高いことを確認した。 

現地コンサルタントに関しては、聞き取り調査をした結果、現地コンサルタントの技術力は低

くはないが、本邦の無償資金協力案件に適した人材の確保は難しいと思われる。現地コンサルタ

ントの業務としては測量、地質調査、交通量調査、環境調査等に限られている模様である。 

3-2-1-9 実施機関の運営・維持管理能力に対する対応方針 

本プロジェクトの主管官庁は公共事業運輸省（Ministry of Public Works and Transport：MPWT）

であり、実施機関は同省道路局（Department of Roads：DOR）及びセコン県公共事業運輸局

（Department of Public Works and Transport,Sekong：DPWT）である。また、セコン橋建設後の維持

管理はセコン県公共事業運輸局（DPWT）が実施する。 

ラオス国における道路行政は、MPWTが所管しており、MPWTが策定した「開発5ヵ年計画」に

もとづき、各県が年次事業実施計画書を提出し、中央政府が承認をとる方法を採用している。中

央政府では、MPWTの中にある道路局（DOR）が国道の計画･建設・維持管理を所管しており、国

道の建設はDOR及び各県のDPWTが関わる。一方、定期的な道路補修を含めた国道の維持管理と

地方道の建設、維持管理および改善計画は、各県のDPWTが担当している。DPWTが実施するこれ

らの業務は、DORから管理されると共に補助も受けている。 

3-2-1-10 施設のグレードの設定に係る方針 

国道 16 号線は、タイ国境のチョンメックを基点とし、ラオス第 2 の都市パクセーを通り、セコ

ン市（ラマン郡）に至り、セコン市内で国道 16B 号線と分岐している。国道 16B 号線は、セコン

市内を起点とし、セコン川を渡河し、ダクチュン郡を通過して、東側のベトナムとの国境へと延
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び、国道 14D 号線（ベトナム）に接続し、ダナンに繋がっている。このように、国道 16 号線及

び国道 16B 号線は、タイ、ラオス及びベトナムを結び、3 国の物流の円滑化及び経済発展を図る

ために必要且つ重要な国際幹線道路である。 

協力対象橋梁であるセコン橋は、この国道 16B 号線がセコン川を渡河する位置に架橋される非

常に重要な橋梁であることから、以下のグレードを採用する。 

① 設計基準： 

・ 道路設計：ラオス国の設計基準に準拠し、不足している部分に関しては日本の設計基準に準

拠する。 

・ 橋梁設計：設計活荷重及び設計洪水確率に関しては、ラオス国の設計基準に準拠し、設計手

法に関しては日本の設計基準に準拠する。 

② 設計活荷重：ラオス国の基準に規定されている HS25-44 を採用する。 

③ 幅員： 

・ 橋梁部    ：車道幅員 3.5m×2=7.0m、側帯 0.5m×2=1.0m、歩道 1.5m×2=3.0m    計 11.0m 

・ 取付け道路：車道幅員 3.5m×2=7.0m、路肩 1.5m×2=3.0m  計 10.0m 

④ 道路種別：クラスⅢ 

⑤ 設計速度：60km／h（丘陵部） 

3-2-1-11 工法、工期に係る方針 

(1) 工法に係る方針 
セコン川は、ラオス国の南部地区のベトナム国境付近のアンナン山脈から発し、セコンを流下

した後カンボジア国に入り、メコン川の左支川として合流する河川であり、新橋架橋位置におけ

る流域面積は 5,483km2 である。セコン観測所における降雨量から判断すると、セコン橋建設地域

では一般に、11 月から 3 月には降雨が極めて少なく、4 月から徐々に増加し、5 月から 10 月まで

の間は降雨が多くなり、特に 7 月から 9 月にかけて 200mm を超えるが、年間降雨量は特に多い地

域ではない。 

したがって、5 月から 10 月の出水期は、河川内での基礎工及び下部工工事を極力避ける必要が

あるが、止むを得ず河川内工事を実施せざるを得ない場合は、基礎工及び下部工の工事に当たっ

ては、特に締め切り工、掘削工等に細心の注意が必要である。 

(2) 工期に係る方針 

上述したように、セコン橋建設地域は、年間降雨量は特に多い地域ではないが、7 月から 9 月

にかけて出水が多い地域である。したがって、このような出水が多い状況を考慮した効率の良い

作業計画を立てる必要がある。 
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3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 基本計画の作業フロー 

基本計画では、現況調査、橋梁架橋位置の選定、橋梁縦断計画の検討、橋梁規模の設定、橋梁

形式の検討、河川整備計画の検討等、本事業を実施するために必要な検討を行い、橋梁形式を決

定する。下図に基本計画の作業フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-4 基本計画作業フロー 

 

3-2-2-2 架橋位置の現況 

国道 16 号線及び国道 16B 号線は、タイ、ラオス及びベトナムを結び、3 国の物流の円滑化及び

経済発展を図るために必要且つ重要な国際幹線道路である。協力対象橋梁であるセコン橋は、こ

の国道 16B 号線がセコン川を渡河する位置に架橋される非常に重要な橋梁である。国道 16B 号線

及びセコン橋架橋位置周辺の状況調査をした結果を図 3-2-5 及び図 3-2-6 に示す。 
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図 3-2-5 国道 16B号線状況図 
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図 3-2-6 現地状況調査図 
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3-2-2-3 架橋位置の検討 

国道 16 号線はセコン川によって分断されており、現在はフェリーが運行されているが、フェリ

ーの運行は不定期であるため、安定的に通行可能な橋の建設が必要である。 

既報告書では、架橋位置として、現在工事中である国道 16B 号線上に架橋する案（第 1 案）が

示されている。一方、現在フェリーが運航されている位置に架橋する案を第 2 案、及び第 1 案の

下流側 3km の位置に架橋する案を第 3 案として提案する。これら 3 案の架橋位置検討が、本調査

における重要な課題であり、3 案を比較検討して、最適案を提示する。 

① 第 1案（国道 16B 号線接続案） 

既報告書において提示されている案である。国道 16B 号線は現在工事中であり、本案はこの計

画されている国道 16B 号線に接続する形で、セコン橋を架橋する案である。したがって、地形調

査、河川調査、水理・水文調査、及び環境社会配慮調査等を実施し、本案の適切性を検討・確認

する。 

② 第 2案（フェリー運航位置案） 

国道 16 号線及びセコン川の左岸側にある道路を利用し、現在、フェリーが運航されている位置

に架橋する案である。ただし、国道 16 号線に接続する既存の道路は幅員が狭く、かつ民家が 20

数軒ある。また対岸の道路は土道のため、道路整備が必要となる。したがって、住民移転、用地

取得等に関して検討・確認する。また、セコン橋の建設工事がフェリーの運航と錯綜するため、

施工中の配慮事項に関しても検討・確認する。 

③ 第 3案（下流側 3kmシフト案） 

第 1 案の位置より 3km 下流側にシフトし、国道 16 号線に近距離で接続する案である。また、

第 2 案で問題となるセコン橋の建設工事がフェリーの運航と錯綜する問題を回避する案でもある。

但し、国道 16 号線とセコン川右岸部が接続する区間及びセコン川左岸部と既存の土道とに接続す

る区間には道路が無いため、新たな道路整備が必要となる。したがって、住民移転及び用地取得

の問題が発生してくるので、十分な地形調査及び環境社会配慮調査を実施する。 

上記 3 案について比較検討をした結果、下記の理由により第 1 案（国道 16B 号線接続案）が最

も望ましいと言う結論に至った(表 3-2-4 参照)。 

① 既に国道 16B 号線工事が第 1 案架橋位置前後まで実施されており、セコン橋をこの国道 16B

号線に接続させることが最も合理的であること。また、MPWT 側も当初計画通りの第 1案へ

の架橋を強く要望していること。 

② セコン市街を経由しないため、利便性が非常に良いこと。 

③ 橋長が最も短いため、橋梁の経済性は最も優位となること。 

④ 住民移転の合意が得られており、環境社会配慮上の問題はないこと。 

⑤ 取付け道路が最も短いため、全案中で最も経済的であること。 

 

  



第 3 章 プロジェクトの内容 

72 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 3-2-4 架橋位置案比較表 
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3-2-2-4 橋梁及び道路縦断計画 

渡河橋梁の場合、一般的に縦断計画は計画高水位(HWL)から決定され、可能な限り縦断高が低

い方が事業費は経済的となる。しかし、ラオスとベトナムのコンサルタントによるセコン橋の詳

細設計(2003 年)では、セコン川の HWL を 122m に設定したが、2009 年のケッツアーナ台風時の

最大冠水位は、この HWL を 5.5m 以上も上回る 127.557m であった。このため、国道 16B 号線は

現在、セコン橋の前後において工事が中断している。このように、セコン橋の縦断高はセコン川

の HWL に大きく影響されるため、橋梁及び取付け道路の縦断計画は、HWL をどのように設定す

るかが極めて重大である。 

(1) 縦断計画案の選定 
水理・水文解析を実施し、計画高水位（HWL）の検討を行う。また、過去の洪水時の冠水位に

関しては、既往のデータ調査及び現地でのヒヤリング、測量等の実施により既に入手済みである

が、さらに詳細に調査することにより、データ・情報等の信頼性を高めるものとする。上記調査

を実施すると共に、下記の 3 案について比較検討を実施し、橋梁及び取付け道路の縦断を決定す

るものとする。 

・ 第 1 案（HWL=122m 案）：セコン橋の詳細設計(2003 年実施)では、HWL は 122m に設定され

ているため、HWL をこれと同じ高さにする案である。但し、新橋の路面高は、この HWL に

桁下余裕高及び構造高を考慮して決定される縦断高以上とする。 

・ 第 2 案（HWL=126m 案）：収集した河川水深データを確率統計処理した結果、50 年確率の最

大水深は 18.4m であった。基準河床高は 107.517m であるため、50 年確率の HWL は 126m と

なる(107.517+18.4=125.917m→126m)。この HWL(126m)が第 2 案として提案する縦断高である。 

・ 第 3 案（HWL=128m 案）：2009 年のケッツアーナ台風時の最大水深は 20.04m であり、この

水深は 100年確率に相当し、この場合のHWLは 128mとなる(107.517+20.04=127.557m→128m)。

この HWL(128m)が第 3 案として提案する縦断高である。 

(2) 余裕高（0.5m）の考慮 
堤防の高さは、洪水時の風浪、うねり、跳水、流木等による一時的な水位上昇に対し、しかる

べき余裕をとる必要がある。セコン川の計画高水流量（Q）は 7,200m3/s であるため、下表より 1.5m

の余裕高が必要となる。 

 

表 3-2-5 計画高水流量と余裕高の関係 

項 1 2 3 4 5 6 

計画高水流量 

（m3/s） 

200 未満 200 以上 

500 未満 

500 以上 

2,000 未満 

2,000 以 上

5,000 未満 

5,000 以 上

10,000 未満 

10,000 以上 

余裕高（m） 0.6 0.8 1.0 1.2 1.5 2.0 

一方、桁下高に関しては、通常の河川では上記の余裕高を桁下高として準用している。しかし、

流木などの多い河川で、上記の余裕高では治水上支障が有ると判断される場合は、適宜桁下高を

増高させる必要があり、「砂防指定地内の河川における橋梁等設置基準（案）」では、余裕高 0.5m

を原則とするとある。 
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セコン川においては、洪水時に流下してくる流木があると想定されること及び山腹の斜面崩壊

による自然林の倒木などの流出が予想される砂防河川であることなどを考慮して、標準の余裕高

に加え、砂防流域で用いられている余裕高 0.5m を追加することとする。 

したがって、セコン橋では、桁下高（余裕高）を 1.5m＋0.5m＝2.0m とし、桁下高さを決定する。 

(3) 縦断計画案比較検討 
橋梁及び道路の縦断高に関しては、3 案（第 1 案：HWL=122m 案、第 2 案：HWL=126m 案、第

3 案：HWL=128m 案）についてその概要及び得失を比較検討した結果、下記の理由により第 2 案

（HWL=126m 案）が最も望ましいと言うことで選定された（エラー! 参照元が見つかりません。

参照）。 

① 50 年確率の洪水に対しても流木が橋桁に衝突することはなく、100 年確率の洪水（ケッツア

ーナ台風）に対しても橋桁は浸水しないこと。なお、50 年確率の洪水はメコン川を除く河川

を対象に一般的に用いられている計画洪水である。 

② ケッツアーナ台風襲来時の既往最大水位（128m）は、100 年確率の洪水位であり、新橋の縦

断高（桁下高）はこの 100 年確率の洪水位を満足しているものであること。 

③ ラオス国内の無償資金協力事業であるヒンフープ橋と同様な設計思想であること。 
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  表 3-2-6 縦断比較検討表 
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3-2-2-5 全体計画 

(1) 適用設計基準条件 
1) 道路設計条件 

道路設計に関しては、ラオス国内で制定されている基準（Road Design Manual(1996)）に準拠し、

不足している部分に関しては、日本の基準に準拠する。表 3-2-7 に道路設計条件を示す。 

 

表 3-2-7 道路設計条件表 

 

 

項   目 ラオス国基準 AASHTO 道路構造令 採用値 

道路種別 クラスⅢ  一般国道 クラスⅢ 

地形種別 

(平地/丘陵地/ 山地） 
丘陵地 丘陵地 丘陵地 丘陵地 

設計速度(km/h) 60 60 60 60 

設計車両 HS-25 - 44 WB-40 普通自動車 HS-25 - 44 

車線幅員(m) 3.50 x 2 3.30 x 2 3.50 x 2 3.50 x 2 

路肩幅員（外側）(m) 2.00 x 2 1.5 x 2 0.75 x 2 1.50 x 2 

最大縦断勾配 7.0 8.0 5.0 1.539 

最大片勾配(%) 10.0 10.0 10.0 - 

標準横断勾配(%) 2.0 – 3.0 1.5 - 2.0 2.0 2.5 

制動停止視距(m) 85 85 75 - 

最小平面曲線半径 

（絶対値）(m) 
130 115 150 ∞ 

最小縦断 

曲線半径 

凸 
Ｋ値  195 - - 

(m) 2,500  1,400 4,200 

凹 
Ｋ値  18 - - 

(m) 1,500  1,000 3,400 

緩和曲線最小パラ 

メータ（Ａ値）(m) 
  90 - 

緩和曲線最小長(m)   40 - 
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2) 橋梁設計条件 

a) 水理条件 

i) 確率年数 

ラオス国においては、一般的に河川規模により確率年数が設定されている。国内最大の河川で

あるメコン川に架橋する場合は、1/100 年確率が採用されており、メコン川以外の河川では 1/50

年確率が採用されている。日本の無償資金協力で架橋されたヒンフープ橋は、メコン川の支川で

あるナムリック川に架橋されており、1/50 年確率が採用されている。したがって、本調査では、

ヒンフープ橋と同様に 1/50 年確率を採用する。 

ii) 計画高水流量 

3-2-1-2(1)5)計画高水流量より、橋梁計画における 50年確率の計画高水流量は 7,200m3/sである。 

iii) 計画高水位 

3-2-1-2(1)7)計画高水位より、計画高水位は 126m である。 

iv) 余裕高 

3-2-2-4(2)余裕高（0.5m）の考慮より、計画高水流量

7,200m3/s に対応する桁下余裕高は 1.5m であり、砂防

河川としての余裕高（0.5m）を考慮すると、HWL から

桁下高までの余裕高は、1.5m+0.5m=2.0m である。 

 

 

 

v) 根入れ深さ 

橋脚の根入れ深さについて、最深河床付近に位置するＰ3 橋脚については、河床が岩盤で形成

されていることから、最深河床に対して保護コンクリートの設置余裕として 0.5ｍの根入れ深さを

確保することとした。Ｐ1、Ｐ2 橋脚については、Ｐ3 橋脚同様に最深河床に対して必要な土被り

を確保すると 3.0ｍ以上の深い土被りとなってしまうため、日本の河川構造令に示される、2.0ｍ

の最小土被りを確保することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-8 根入れ深さ 

図 3-2-7 桁下余裕高 

Ｐ2 橋脚（河床より 2ｍ以上） Ｐ1 橋脚（河床より 10ｍ以上） Ｐ3 橋脚(最深河床より 0.5ｍ以上) 
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vi) 護岸 

A1 橋台の背後には取付け道路用の盛土が構築されるが、大規模洪水時にはセコン川の流れが橋

台前面を回る流れとなるため、渦などが生じやすくなる。この渦により、盛土周辺の局部的な侵

食や洗掘が発生することから、盛土に対して法面保護工として護岸を計画する。 

護岸の範囲は河道内となる盛り土範囲とし、高さは既往最大水位までとする。護岸工法は、ラ

オス国内で一般に採用されている工法であり、かご材料の入手が容易で、河川内から容易に中詰

め石材が調達可能である布団かご工法を採用する。 

なお、A2 橋台周辺は露岩しており、橋台保護の護岸は特に必要ない。 

b) 設計活荷重 

本セコン橋は、ラオス国の重要国際幹線道路である国道 16B 号線上に位置するため、ラオス国

の基準（Road Design Manual(1996)）に準拠し、以下の設計活荷重を採用する。 

・HS20-44×1.25（= HS25-44） 

c) 地震荷重 

i) 地震分布図 

ラオス国において 1975 年～2012 年にかけて発生したマグニチュード M4.0 以上の地震分布図を

図 3-2-9 に示す。また、上記地震のセコン橋における加速度分布図を図 3-2-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-9 ラオス国における地震分布図 

中国 

ミャンマー ベトナム 

図 3-2-10 セコン橋における加速度分布図 
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ii) 地震荷重 

ラオス国において 1975 年～2012 年にかけて発生したマグニチュード M4.0 以上の地震分布図を

図 3-2-9 に示すが、この図からは、ラオス国の比較的大きな地震はラオス国北部の中国、ベトナ

ム、ミャンマーとの国境に近い地域で発生している。 

セコン橋位置での加速度分布図を図 3-2-10 に示すが、最大でも 10gal 程度であり、かなり小さ

い。これは、図 3-2-11 に示すようにラオス北部の震源域付近（ルアンパバーン）での加速度は 60gal

以上あるが、セコン橋位置は震源域から約 400～1,000km とかなり離れているため、加速度が小さ

くなっているためである。 

したがって、セコン橋の設計水平震度は下記の理由により、Kh=0.1 を採用するものとする。 

① 震源域付近では 60gal 以上の加速度が発生しており、セコン橋付近で地震が生じる危険性を

考慮した場合、設計水平震度 Kh=0.1(約 100gal)を考慮するのが妥当であること。 

② 日本の道路橋示方書では、設計水平震度の最低値は Kh=0.1 と規定していること。 

③ AASHTO（米国道路・運輸技術者協会）では、設計水平震度を初めて規定した時は Kh=0.06

（1958 年）であったが、現在では Kh=0.1 以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d) 材料強度 

本プロジェクトにおいて使用する各種材料の強度は下記の通りとする。 

① PC 上部工用コンクリートの設計基準強度 

PC 上部工に用いるコンクリートの設計基準強度は σck＝35 N/mm2 とする。 

② 鉄筋コンクリートの設計基準強度 

下部工、基礎工および地覆、壁高欄等鉄筋コンクリート部材に用いる鉄筋コンクリートの

設計基準強度は σck＝24 N/mm2 とする。 

  

図 3-2-11 震源域付近での加速度分布図 
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③ 無筋コンクリートの設計基準強度 

均しコンクリート及び歩道部間詰コンクリート等無筋コンクリート部材に用いるコンク

リートの設計基準強度は σck＝18 N/mm2 とする。 

④ 鉄筋 

本プロジェクトに使用する鉄筋の仕様は SD345 相当とする。 

⑤ PC 鋼材 

本プロジェクトに使用する PC 鋼材の仕様は、PC 鋼より線 27S15.2（SWPR7BL）（斜材

ケーブル）、12S15.2(SWPR7BL)（縦締め）SWPR7BL 12S15.2、1S21.8(SWPR19L)（横締め）

とする。なお、斜材ケーブルについては、ポリエチレン被覆とエポキシ樹脂塗装ケーブル

を組み合わせた 2 重防錆構造、縦・横締めケーブルについては、エポキシ樹脂塗装ケーブ

ルとグラウトによる 2 重防錆構造を採用した。 

e) 径間長の設定手順 

径間長の設定手順を図 3-2-12 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

径間長の設定手順に基づいて算定した結果、プロジェクト対象橋梁の径間長は、計画高水流量

が Q=7,200m3/s の場合、L≧20＋0.005Q＝20+0.005×7,200＝56m である。 

(2) 幅員計画 
前述 3-2-1-4 幅員に係る方針の通り、橋梁部の横断面構成は、車道幅員 3.5m×2=7.0m､束帯幅員

0.5m×2=1.0 m、歩道幅員 1.5m×2=3.0m、計 11.0ｍ（有効幅員）とする。 

土工部の標準横断面構成は車道幅員 3.5m×2=7.0m､路肩幅員 1.5m×2=3.0 m、保護路肩幅員

0.5m×2=1.0m、計 11.0ｍ（総幅員）とする。 

図 3-2-12 径間長の設定手順 
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(3) 橋長の検討 
1) 地形状況 

架橋周辺の地形平面を図 3-2-13 に、道路中心線上の地形縦断を図 3-2-14 に示す。A1 橋台側は、

河岸段丘が形成されているが平均的地盤高は 125m 程度と低く、ケッツアーナ台風時には広範囲

に浸水が発生した。しかし、右岸側上流側には安定したバンクがあり、本流部の流水が浸水部へ

の流衝を妨げたと考えられ台風による特別な浸食の形跡は発見されなかった。なお、計画道路の

上下流に支流河川の影響と思われる浸食地形が見受けられるが、その形状から台風による浸食と

の関連性は考え難い。 

A2 橋台側は、河川蛇行の流衝部に位置し、激しい浸食作用の結果として露岩し安定したバンク

が形成されている。A2 橋台建設位置も周囲が岩盤であり、建設上の課題は少ない。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

安定したバンク 支流河川による浸食 

露岩し安定したバンク 

A1 橋台 

A2 橋台 

図 3-2-13 架橋位置付近地形図 

図 3-2-14 道路中心の地形縦断図 
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2) A1 橋台位置の検討 

A1 橋台部は、経済的な配慮から図 3-2-15 に示すケッツアーナ台風時における浸水部に設ける

必要がある。浸水部のケッツアーナ台風時の流速は、表 3-2-8 に示す検討結果より 0.76m/s 程度と

非常に遅く、上流右岸側にある安定したバンクにより浸水部の本流による直接的な浸食が考え難

いことも合わせ、浸水部に橋台を置いても背面盛り土等の浸食の可能性は低く、この部分への橋

台設置は十分可能と考えられる。具体的な橋台位置については、以下の理由により、本流部の自

然堤防の背後にある既存の自然の水筋の外側に設けることとした。（図 3-2-15 参照） 

① 既存の水筋上への盛り土設置による高盛土の回避 

② 上流側支流河川と本流河川との合流により、橋台全面上流側の局部的浸食の回避 

③ 既存の水筋を分断することによる他の部分の新たな浸食の発生の回避 

 

 

 
図 3-2-15 A1橋台周辺の地形と洪水時の流水状況 

 

3) A2 橋台位置の検討 

A2 橋台位置は、安定した岩盤斜面上に位置し、図 3-2-16 に示すように、主桁が斜面内部に入

らないことを前提に、河積の阻害を極力少なくする位置として、No4+51.0m とした。 

以上のように決定した、A1、A2 橋台の位置より本橋梁の橋長は、300.0m となる。 

洪水時浸水部 主流部

河川断面(m2) 787.9 3843.0

潤辺(m) 203.7 239.9

径深(m) 3.868 16.019

粗度係数 0.05 0.04

動水勾配

平均流速(m/s) 0.76 2.45

流量(m3/s) 598.0 9402.0

合計流量(m3/s) 10000

0.000237

洪水時浸水域 

既存の水筋 

セコン川本流 

浸水及び支流河川の洪水時の流路 

表 3-2-8 ケッツアーナ台風時の浸水部と主流部の流下状況 
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図 3-2-16 A2 橋台位置 

 

(4) 橋梁形式比較検討 
1) 第 1 次比較検討 

日本の河川構造令では、橋梁部における河道の閉塞を防ぐ目的から、計画洪水流量に応じて基

準径間長（有効河川幅内にある橋脚間の距離）を設定している。本河川の計画流量は、3-2-1-2(1)5)

計画高水流量の検討結果より 7200m3/s 程度であり、以下に示すとおり、基準径間長は、56m 以上

にする必要がある。但し、基準径間長が 50m を超える場合は 50m 以上とする。 

 基準径間長＝20＋0.005×7200＝56m → 50m 

主流部の河川幅は概ね 240m であり、考えられる支間配置としては、以下の４ケースが抽出さ

れる。 

 ４等径間案（鋼桁、PC 押し出し工法） ：L=4@60=240m 

 ４不等径間案（PC 張り出し工法）  ：L=50+70+70+50=240m 

 ３等径間案（鋼桁）   ：L=3@80=240m 

 ３不等径間案（PC 張り出し工法）  ：L=70+100+70=240m 

 

この径間長に対して適用が可能な橋梁形式は、表 3-2-9 に示す上部工形式と推奨適用径間の関

係より、以下の A～E 案が選定された。また、D 案の改良形式で、コンクリート内部にあった PC

ケーブルをコンクリート外部に露出させ、ケーブルの偏心量の増大を図り、構造的合理性を高め

た F 案 エクストラドーズド橋を比較案に取りあげた。 

 

 A 案 鋼連続鈑桁（4@60=240m） 

 B 案 鋼連続箱桁（4@60=240m、3@80=240m） 

 C 案 連続トラス（4@60=240m、3@80=240m） 

 D 案 ＰＣ連続箱桁（片持工法）（50+70+70+50=240m、70+100+70=240m） 

 E 案 ＰＣ連続箱桁（押し出し工法）（4@60=240m） 

 F 案 エクストラドーズド橋（70+100+70=240m） 
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2) 第 2 次比較検討 

表 3-2-9 より、選定された A～F案に関して比較検討をした結果を表 3-2-10 に示す。 

表 3-2-10 第 2次比較検討 

上部工形式 評  価 判定 

A 案:鋼連続鈑桁 

（4@60m） 

・主構造の多くが日本国内で生産されることや、海上輸送や 890km の陸

上輸送が必要であることより、ＰＣ桁に比べ経済的に不利である。 

・床版、鋼桁、支承等維持管理の煩雑な構造が多い。 

× 

B 案:鋼連続箱桁 

（4@m、3@80m） 
・Ａ案同様 × 

C 案:連続トラス 

（4@60m、3@80m） 
・Ａ案同様 × 

D 案:ＰＣ連続 

（片持工法） 

（50+70+70+50m、

70+100+70m） 

・主構造の多くが低廉な人件費を用いた現地生産となることや、日本から

の輸入材料も少ないことより、鋼桁に比べ経済的に有利である。 

・橋台部や一部橋脚上の支承以外はメンテナンスフリーである。 
○ 

E 案:ＰＣ連続箱桁 

（押し出工法） 

（4@60m） 

・主構造の多くが低廉な人件費を用いた現地生産となることや、日本から

の輸入材料も少ないことより、鋼桁に比べ経済的に有利である。 

・橋台、橋脚上の支承以外は、メンテナンスフリーである。 

・採用される支間長 60m は、日本国内の実績においても最大級であり、

高強度コンクリート（400kg/cm2）の製造が困難な施工条件において同支

間への適用は困難と考えられる。 

△ 

F 案:エクストラドーズ

ド橋 

（70+100+70m） 

・主構造の多くが低廉な人件費を用いた現地生産となることや、日本から

の輸入材料も少ないことより、鋼桁に比べ経済的に有利である。 

・橋台部や一部橋脚上の支承以外は、メンテナンスフリーである。 

○ 

上部工形式 推奨適用径間 曲線適否 桁高・ 

            50 m      100 m      150 m 主構造 橋面 径間比 

 単純合成鈑桁                  ○ ○ 1/18 

 単純鈑桁                  ○ ○ 1/17 

鋼 連続鈑桁                  ○ ○ 1/18 

 単純箱桁                  ○ ○ 1/22 

 連続箱桁                  ○ ○ 1/23 

 単純トラス                  × ○ 1/ 9 

 連続トラス                  × ○ 1/10 

橋 逆ランガー桁                  × ○ 1/6,5 

 逆ローゼ桁                  × ○ 1/6,5 

 アーチ                  × ○ 1/6,5 

 プレテン桁                  × ○ 1/15 

 中空床版                  ○ ○ 1/22 

 単純Ｔ桁                  × ○ 1/17,5 

Ｐ 単純合成桁                  × ○ 1/15 

 連結Ｔ桁、合成桁                  × ○ 1/15 

Ｃ 連続合成桁                  × ○ 1/16 

 単純箱桁                  ○ ○ 1/20 

橋 連続箱桁（片持工法）                  ○ ○ 1/18 

 連続箱桁（押し出し 

または支持工法） 

                 ○ ○ 1/18 

 π形ラーメン                  × ○ 1/32 
RC
橋 

中空床版                  ○ ○ 1/20 

連続充腹式アーチ                  ○ ○ 1/ 2 

表 3-2-9 上部工形式と推奨適用径間 
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3) 第 3 次比較検討 

表 3-2-10 より選定された 4 つの案は下記のとおりである。 

・ 第 1 案 PC3 径間連続ラーメン箱桁橋（張り出し架設）：L=70+100+70m=240m 

・ 第 2 案 PC4 径間連続ラーメン箱桁橋（張り出し架設）：L=50+70+70+50m=240m 

・ 第 3 案 PC5 径間連続箱桁橋（押し出し架設）    ：L=50+50+50+50+50m=250m 

・ 第 4 案 エクストラドーズド橋（張り出し架設）   ：L=70+100+70m=240m 

上記 4 つの案に関して比較検討した結果は、表 3-2-11 及び表 3-2-12 に示すとおりであり、以

下の理由により、第 4 案（エクストラドーズド橋）の採用を決定した。 

① 第 1 案と同様に、最も経済的な橋梁形式であること。 

② 橋脚数が少ないため施工性に最も優れ、構造性、走行性、維持管理性にも優れているこ

と。 

③ 河川への影響が最も少ない橋梁形式であること。 

④ 優れた景観性、モニュメンタル性、ランドマーク性を有しており、セコン県や MPWT も

その採用に同意していること。 

 

4) 最終比較検討 

第 3 次比較検討においてエクストラドーズド橋が選定されたが、セコン橋架橋位置における右

岸側は、大規模洪水時（HWL=126m）において浸水するため、この浸水部にも橋梁が必要となる。

浸水部の上部工形式として、エクストラドーズド橋も含めた下記の 2 案に関して比較検討を行っ

た。 

 

・ 第 1案 PC2 径間連結ポステンＴ桁橋+エクストラドーズド橋 

・ 第 2案 PC単純箱桁橋+エクストラドーズド橋 

比較検討の結果は表 3-2-13 に示すとおりであり、経済性において差はないが、構造性、施工性

において優れる、第 2 案 PC 単純箱桁橋+エクストラドーズド橋（エクストラドーズド橋と連続構

造）を採用することとした。 
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表 3-2-11 第 3次橋梁形式比較表（1/2） 
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表 3-2-12 第 3次橋梁形式比較表（2/2） 
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表 3-2-13 最終橋梁形式比較表 
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(5) 下部工及び基礎工形式の検討 

1) フーチング床付け位置の検討 

各下部工と地層との関係を図 3-2-18 に示す。各下部工のフーチング床付け位置は地層や河川と

の関係から以下のように設定した。 

・ A1 橋台：岩盤層を支持層とした直接基礎とするためには、橋台高さが逆Ｔ式橋台の適用最大

高さの 15ｍを上回ってしまうため、杭基礎を採用し逆Ｔ式橋台の適用範囲内とした。フーチ

ング床付け位置は、付近の地盤より 2ｍ以上のフーチング土被りを確保した。 

・ P1 橋脚：岩盤層を支持層とし、十分な土被りを確保した。 

・ P2 橋脚：安定した岩盤層の河床内にあることや、河川蛇行の関係からこの付近への河川流心

部（最深河床部）の移動が考え難いことより、河川最深河床とは無関係に、橋脚設置位置付

近河床より 2.0m 以上のフーチング土被りを確保した。 

・ P3 橋脚：安定した岩盤層の河床内にあり、近接する最新河床

より保護コンクリートの設置余裕として 0.5m 以上のフーチン

グ土被りを確保した。 

・ A2 橋台：岩盤斜面上に位置し、図 3-2-17 より十分な全面余裕

幅の確保できる位置にフーチング床付け位置を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-17 斜面上直接基礎 

における床付け位置 

A1 橋台 P1 橋脚 P2 橋脚 

P3 橋脚 A2 橋台 

図 3-2-18 下部構造と地層との関係 
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2) 下部工形式の選定 

下部工形式は、表 3-2-14 に示す下部工形式選定表を参考に設定する。橋台形式については、橋

台高さが 8.0～10.0ｍの間にあるため、逆Ｔ式橋台を選定する。橋脚形式については、いずれの橋

脚も河川内に位置するため、流水への影響の少ない、小判型橋脚を選定する。 

 

表 3-2-14 下部工形式選定表 

 

 

3) 基礎工形式の選定 

A1 橋台については、支持層が深いことから杭基礎を採用する。表 3-2-15 より杭基礎形式とし

ては場所打ち杭（オールケーシング）が望ましいが、軟岩、硬岩部への貫入が必要であることか

ら、全回転式オールケーシング工法を採用する。 

なお、A1 橋台以外の下部工は、直接基礎の適用が可能であるため、基礎工形式は直接基礎とす

る。 

  

種 
類 形  式 

適用高さ（ｍ） 
適 用 条 件  10       20       30 

    

 
橋 
 
台 

1.重力式     支持地盤が浅く、直接基礎の場合に適する。 

2.逆Ｔ式     適用例の多い形式であり、直接基礎及び杭基礎

に適する。 

3.控壁式     橋台が高い場合に適する。使用材料は少ないが

工期が長い。 

4.箱 式     高橋台用に開発された形式である。工期が若干

長い。 

橋 
 

 
脚 

1.柱 式     低い橋脚、交差条件の厳しい場合、河川中等に

適する。 

2.ラーメン式     比較的高い橋脚で広幅員の橋梁に適する。河川

中では洪水時流下を阻害することがある。 

3.パイルベント式 
    最も経済的な形式であるが、水平力の大きい橋

梁には適さない。また、河川中では洪水時流下

を阻害する。 

4.小判形、矩形     高橋脚、外力の大きい橋梁に適する形式である。 
特に、小判形は河川中に適する。 
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表 3-2-15 基礎工形式選定表 

                基 礎 形 式 

 
 

選 定 条 件 

直
接
基
礎 

打込杭 
基礎 

中掘り杭基礎 場所打ち 
杭基礎 

ケーソ
ン基礎 鋼

管
矢
板
基
礎 

地
中
連
続
壁
基
礎 

PHC 杭 鋼管杭 

Ｒ
Ｃ
杭 

Ｐ
Ｈ
Ｃ
杭 

鋼
管
杭 

最
終
打
撃
方
法 

噴
出
撹
拌
方
式 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
撃
方
式 

最
終
打
撃
方
法 

噴
出
撹
拌
方
式 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
撃
方
式 

オ
ー
ル
ケ
ー
シ
ン
グ 

リ
バ
ー
ス 

ア
ー
ス
ド
リ
ル 

深
礎 

ニ
ュ
ー
マ
チ
ッ
ク 

オ
ー
プ
ン 

地 

盤 

条 

件 

支持層
までの
状態 

中間層に軟弱地盤がある △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 

中間層に極堅い層がある ○ × △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ 

中間層に礫
がある 

礫径 5 cm 以下 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

礫径 5 cm～10 cm ○ × △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ ○ 

礫径 10 cm～50 cm ○ × × × × × × × × × △ × × ○ ○ △ × △ 

液状化する地盤がある △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

支持層 
の状態 

支持層 
の深度 

5 m 未満 ○ × × × × × × × × × × × × × × × × × 

5～15 m △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △ 

15～25 m × △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

25～40 m × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ 

40～60 m × × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ ○ × × △ ○ ○ ○ 

60 m 以上 × × × △ × × × × × × × △ × × × △ △ △ 

支持層 
の土質 

粘性土 (20≦N) ○ ○ ○ ○ ○ × △ ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

砂・砂礫 (30≦N) ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

傾斜が大きい (30゜以上)  ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ 

支持層面の凹凸が激しい ○ △ △ ○ △ △ △ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ 

地下水 
の状態 

地下水位が地表面近い △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ 

湧水量が極めて多い △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ ○ ○ △ 

地表より 2 m 以上の被圧地下水 × ○ ○ ○ × × × × × × × × × × △ △ ○ × 

地下水流速 3 m/分以上 × ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × × × × ○ △ ○ × 

構
造
物
の
特
性 

荷重 
規模 

鉛直荷重が小さい(支間 20 m 以下)  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × △ × × 

鉛直荷重が普通(支間 20 m～50 m) ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

鉛直荷重が大きい(支間 50 m) ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ 

鉛直荷重に比べ水平荷重が小さい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ 

鉛直荷重に比べ水平荷重が大きい ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

支持 
形式 

支持杭  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     

摩擦杭  ○ ○        ○ ○ ○      

施
工
条
件 

水上 
施工 

水深 5 m 未満 ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ × ○ △ × △ △ ○ × 

水深 5 m 以上 × △ △ ○ △ △ △ △ △ △ × △ × × △ △ ○ × 

作業空間が狭い ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ × △ 

斜杭の施工  △ ○ ○ × × × △ △ △ △ × × ×     

有毒ガスの影響 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 

周辺 
環境 

振動騒音対策 ○ × × × △ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ 

隣接構造物に対する影響 ○ × × △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ 
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(6) 取付け道路の検討 
1) 舗装設計 

a) 概要 

セコン橋前後の道路区間において、橋梁架け替え工事に伴い影響を受ける区間については、計

画高水位、構造高の検討の結果から縦断線形の変更も行う必要があることから、この影響範囲の

土工および舗装部分についても、本無償資金協力のコンポーネントに含めることとする。ここで

は、当該区間に適用すべき舗装構成の検討を行う。 

b) 舗装設計期間の設定 

舗装設計期間とは、当該年数を経過後も舗装の再構築なし（日常的な維持管理、オーバーレイ

等は含まず）に、適切な状態が確保されているべき期間であり、本設計ではラオス国マニュアル

に示される舗装設計チャートの条件と同等の 15 年を舗装設計期間として設定する。 

c) 舗装設計交通量の検討 

i) 将来交通量予測 

当該橋梁建設区間については、現況において渡河施設がなく、フェリーによる運行となってい

る。このため、将来交通量の予測にあたっては、ベースとなる現況交通量からの将来交通量およ

びセコン橋開通による開発誘導交通量を個別に推計する必要がある。 

ii) ベース交通量 

ベース交通量としては、「ラオス国 南部地域経済開発に係る情報収集・確認調査」にて計測さ

れたセコン橋フェリー乗り場における交通量を参照する。 

表 3-2-16 16B 号線セコンフェリー乗り場における交通量(2012年) 

車種 
実台数 

(台/日) 
混入率 

乗用車 77 63.6% 

バス 0 0.0% 

トラック 二軸 20 16.5% 

トラック 三軸以上 20 16.5% 

トレーラ 4 3.3% 

計 121 

 （参考）オートバイ 241  

出典：「ラオス国 南部地域経済開発に係る情報収集・確認調査」 
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またベース交通量の伸び率としては、同調査により推計された下記の推計結果を元に算出する。 

表 3-2-17 ベース交通量の将来予測 

年 PCU/日 伸び率 

2012 240 

 2015 320 1.333  

2020 456 1.425  

2025 663 1.454  

出典：調査団 

 

以上の条件から、各年における交通量の伸び率は下記の通り算出される。また、2025 年以降に

ついては、GDP 成長率予測値を交通量の伸び率として採用する。 

表 3-2-18 年毎のベース交通量伸び率 

年 各年の伸び率 備考 

2012 – 2015 1.333^(1/3)=1.101  

2015 - 2020 1.425^(1/5)=1.073  

2020 - 2025 1.454^(1/5)=1.078  

2025 - 1.065 GDP 成長率 

出典：調査団 

 

iii) 開発交通量 

開発交通量については、開発の種類ごとに生産計画のシナリオを設定し、上記ベース交通量に

別途付加していくこととする。開発計画のシナリオとしては、上記調査に示される下記の予測を

もとに設定する。 

表 国道 16B 沿線地域の開発シナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「ラオス国 南部地域経済開発に係る情報収集・確認調査」報告書  
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この開発シナリオをもとに、セコン橋の通過交通量に換算すると下記のようになる。 

表 3-2-19 開発需要予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「ラオス国 南部地域経済開発に係る情報収集・確認調査」報告書 

 

これらの開発交通量は、PCU 換算されているため、実台数に割り戻すと下記の通りとなる。 

表 3-2-20 開発交通量実台数の算定 

 2015 2025 備 考 

ボーキサイト - 222/2.5 =89(台/日) 
2017 年により生産開始 

年間 300 日稼働 

コーヒー 30/2.0 =15(台/日) 100/2.0 =50(台/日) 12 月～2 月の 3 ヶ月間 

野菜 10/2.0 = 5(台/日) 54/2.0 =27(台/日) 3 月～8 月の 6 ヶ月間 

出典：調査団 

 

iv) 全体交通量の将来予測 

これらの条件を踏まえて、各年におけるセコン橋通過交通量を算定すると次頁の通りとなる。 
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表 3-2-21 全体交通量の将来予測 
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d) 舗装設計交通量の算定 

上記、将来交通量の予測結果を踏まえて、舗装設計期間における累計交通量を算出する。 

このうち、開発交通量については、下記の通り、年間のうちでの通行期間が限定されることか

ら、これらの条件も踏まえた 15 年（2018～2032 年）累計交通量を算定する。 

 ベース交通量：各年の日交通量×365 日 

 コーヒー ：各年の日交通量×365/4 日（年間 3 ヶ月） 

 野菜 ：各年の日交通量×365/2 日（年間 6 ヶ月） 

 ボーキサイト：各年の日交通量×300 日 

 

ここで、舗装設計に関しては、一方向当りの交通量が使用されるため、重方向率を 55%として

一方向当りの交通量を算出するものとし、また、小型車の舗装へ与える影響は無視出来るほど小

さいことから、小型車に関しては検討から除くこととする。 

 

表 3-2-22 車種ごとの舗装設計交通量（累計台・一方向）の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団 

  

小型車
トラック

二軸
トラック
三軸以上

トレーラ コーヒー 野菜
ボーキ
サイト

2018 127       33        33        7         22        8         2         

2019 136       35        35        7         24        10        3         

2020 146       38        38        8         27        12        5         

2021 158       41        41        8         31        14        9         

2022 170       44        44        9         35        16        17        

2023 183       48        48        10        39        19        29        

2024 197       51        51        10        44        23        51        

2025 213       55        55        11        50        27        89        

2026 227       59        59        12        53        29        95        

2027 241       63        63        13        57        31        101       

2028 257       67        67        13        60        33        108       

2029 274       71        71        14        64        35        114       

2030 292       76        76        15        69        37        122       

2031 310       81        81        16        73        39        130       

2032 331       86        86        17        78        42        138       

170,064   170,064   34,013    36,459    37,547    167,108   15年累計交通量

年

交通量（台/日）

ベース交通量 開発交通量
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e) ESAs の算定 

i) 通行車両の軸重 

設計に用いる通行車両の軸重については、一般的に開発途上国においては、軸重規制値を超過

されるケースが多いことから、ラオス国で定められた定格軸重に対して、ラオス国道路設計マニ

ュアルに示される降雨地域における 30%超過を考慮した軸重を採用することとする。 

また、交通量予測を行なっている車種別に下記の通り、車両を設定した。 

表 3-2-23 車種分類ごとの設計軸重 

車種分類 設計車両 定格軸重*0.3（kN） 

トラック二軸 
8.5t 

(1.7+6.8) 

 

 

 

 

22.1  88.4 

トラック三軸以上 

コーヒー、野菜 

21.0t 

(4.6+8.2+8.2) 

             

 

 

 

59.8  106.6 106.6 

トレーラ 

ボーキサイト 

25.6t 

(4.6+4.6+8.2+8.2) 

 

 

 

 

59.8 59.8 106.6 106.6 

出典：ラオス国道路設計マニュアル、調査団 

 

ii) 設計車両あたりの EF（等価軸重係数）の算定 

舗装設計に当たって、舗装体へ影響を与えるエネルギーの大きさを表す指標として、EF（80kN

等価軸重係数）が用いられる。 

この EF 値は下式によって求められる。 

EF = (Ls/80)^4.5 

上記式より、設計車両ごとの各軸の EF を算出し、それらを合計した車両あたりの EF 値を算出

すると下記の通りとなる。 
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表 3-2-24 設計車両ごとの EF値の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団 

 

iii) 設計期間累加 ESAs の算定 

これら設計車両ごとの 1 台あたり EF 値に舗装設計期間累計交通量を乗ずる事により、舗装体が

舗装設計期間内に受ける、ESAs（累積 80kN 等価軸数）が下記の通り算出される。 

表 3-2-25 ESAsの算出 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団 

以上より、セコン橋付近における舗装設計 ESAs 値は 3.7*10^6 と算出される。 

 

f) 路床条件 

路床条件としては、現在ラオス国にて建設中の前後区間にて採用されている路床 CBR および本

調査で実施した CBR 試験の結果を元に、CBR=8%を設定する。 

 

g) AASHTO 設計法による構造指数（SN）の算定 

以上の条件から、舗装体が満足すべき構造指数（SN）を算定する。SN 値の算定にあたっては、

AASHTO 設計法に示されるノモグラフ基本式により算出する。 

  

第一軸 第二軸 第三軸 第四軸

8.5t車 定格軸重 17.0                      68.0                      
雨季考慮 22.1                      88.4                      

EF 0.003                   1.567                   ΣEF = 1.57 
21.0t車 定格軸重 46.0                      82.0                      82.0                      

雨季考慮 59.8                      106.6                   106.6                   
EF 0.270                   3.639                   3.639                   ΣEF = 7.55 

25.6t車 定格軸重 46.0                      46.0                      82.0                      82.0                      
雨季考慮 59.8                      59.8                      106.6                   106.6                   

EF 0.270                   0.270                   3.639                   3.639                   ΣEF = 7.82 

車種分類

舗装設計期間
累計交通量 設計車両

設計車両ごとの
累計交通量 EF ΣEF

トラック二軸 170,064      8.5t 170,064        1.57  267,048   

トラック三軸以上 170,064      

コーヒー 36,459       

野菜 37,547       

トレーラ 34,013       

ボーキサイト 167,108      

合計 ESAs= 3,681,751 

7.55  

7.82  

1,842,303 

1,572,400 

244,069        

26.5t

21t

201,120        
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算定の条件は下記の通りである。 

① 信頼性 

幹線道路 地方部 75-95 

本路線に対しては将来的な国際幹線道路としてラオス国のみならず、より信頼性の高い舗装構

造が求められていることから、90 を採用することとする 

 

② 供用性指数 

初期供用性指数 p0 4.2 AASHO 道路試験 

終局供用性指数 p1 2.5 主要道路 

⊿PSI ＝ 4.2 - 2.5 ＝ 1.7 

 

③ 路床土の有効レジリエント係数 

CBR＝8％ 

MR（psi）＝1500×CBR＝1500×8＝12,000（一般式） 

 

④ 標準偏差 

アスファルト舗装 0.4 - 0.5 中間値の 0.45 を採用 

 

⑤ 構造指数 

舗装設計用構造指数 SN は次頁ノモグラフにより算定。 

その結果 

SN＝3.6（CBR＝8％ケース） 

以上を確保した舗装構造が必要となる。 
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出典：調査団 

 
h) 舗装構造設計 

i) 層係数 

舗装種別（材料）ごとの層係数は下記の通り設定する。 

・アスファルト舗装 0.4 

 

・上層路盤（粒度調整砕石） a2=0.14（レジリエント係数 33,200psi、図 2.6 より） 

アスファルト混合物の厚さ 4（in）、路床土のレジリエント係数 15,000 以上より 

θ=20 および K1=3000～8000、k2=0.5～0.7 の中間値から、 

レジリエント係数=5500*200.6 = 33,187 

 

・下層路盤（クラッシャラン） a3=0.08（レジリエント係数 10,300psi、図 2.7 より） 

アスファルト混合物の厚さ 4（in）より 

θ=7.5 および K1=1500～6000、k2=0.4～0.6 の中間値から、 

レジリエント係数=3750*7.50.5 = 10,269 

 

  

SNの算出 セコン橋

ノモグラフ基本式

log10W18 = ZR*S0 + 9.36*log10(SN+1) - 0.20 +  + 2.32*log10MR - 8.07

条件 単位
3,681,751 W18 18kip回

90 R %
-1.282 ZR

0.45 S0

1.7 ΔPSI
12,000 MR psi

log10W18 = 6.57
ZR*S0 = -0.5769

log10（ΔPSI/（4.2-1.5）） = -0.20
2.32*log10MR = 9.46

右辺 5.95 8.27 - ZR*S0 - 2.32*log10MR + log10W18

9.36log10(SN+1) 6.203

log10(ΔPSI/2.7）（SN+1）5.19 -553.000 数値を見比べる

0.4(SN+1)5.19+1094 2,194.964

左辺 5.95 9.36log10(SN+1) + log10(ΔPSI/2.7)*(SN+1)5.19/(0.4(SN+1)5.19+1094)

SN 3.6
トライアル

全体の標準偏差
設計に用いる供用性指数の低下
路床の有効レジリエント係数 1500*CBR 8%

log10(ΔPSI/(4.2-1.5))

0.40 + 1094/(SN+1)5.19

内容
供用期間に対する将来交通量推計値
信頼性確率
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ii) 舗装厚さ検討 

 

・CBR＝8％ケース（最小） 

 舗装の最小厚さ 

表層+基層（層係数 0.40） 4 インチ以上 ⇒ 10cm 

上層路盤（層係数 0.14） 6 インチ以上 ⇒ 15cm 

下層路盤（層係数 0.08） 6 インチ以上 ⇒ 構造指数を満足する厚さ D を設定 

＜排水係数は 1.0 として検討する＞ 

 

SN ＝ 10/2.54×0.40 + 15/2.54×0.14 + D/2.54 × 0.08 > 3.6 

   D＝38.1cm 以上 の下層路盤（クラッシャラン）が必要 

 

この時、上層路盤 15cm に対し、下層路盤が 40cm と厚さに大きな差が生じることから、上層路

盤と下層路盤のバランスを考慮し、上層路盤を 20cm としたケースを検討する。 

 

CBR＝8％ケース（改良） 

 舗装の最小厚さ 

表層+基層（層係数 0.40） 4 インチ以上 ⇒ 10cm 

上層路盤（層係数 0.14） 6 インチ以上 ⇒ 20cm 

下層路盤（層係数 0.08） 6 インチ以上 ⇒ 構造指数を満足する厚さ D を設定 

＜排水係数は 1.0 として検討する＞ 

SN ＝ 10/2.54×0.40 + 20/2.54×0.14 + D/2.54 × 0.08 > 3.6 

   D＝29.3cm 以上 の下層路盤（クラッシャラン）が必要 

 

iii) AASHTO 設計法による舗装構成の提案 

以上の検討から、SN＝3.6 以上が確保できる舗装構成として、下記を提案する。 

＜舗装構成＞ 

表層+基層  10cm  アスファルト混合物 

上層路盤  20cm  粒度調整砕石 

下層路盤  30cm  クラッシャラン 

計  60cm 

 

SN＝10/2.54×0.4 + 20/2.54×0.14 + 30/2.54×0.08 

  ＝3.622 ＞ 3.6･･･OK 
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(7) 施設概要 

上記検討を踏まえ、決定された本計画の施設の概要は下表に要約される。 

表 3-2-26 施設概要 

項   目 形  式・諸  元 

架 橋 位 置 国道 16B 号線がセコン川を横断する位置 

幅 員 

橋梁部 

車道幅員 3.5m×2=7.0m､ 側帯 0.5m×2=1.0m、 

歩道幅員 1.5m×2=3.0m、 計 11.0m（有効幅員） 

地覆 0.4m×2=0.8m      計 11.8m（総幅員） 

取付け道路部 
車道幅員 3.5m×2=7.0m､ 路肩幅員 1.5m×2=3.0m、 

保護路肩 0.5m×2=1.0m､計 11.0m（総幅員） 

橋梁形式 エクストラドーズド橋+PC箱桁橋 

橋 長、支間割り 80.0m＋110.0m＋65.0m（主橋梁部）+45m（側径間部） 

橋面舗装 アスファルト舗装（車道部 80mm） 

A1 橋台 

（セコン市側） 

形 式 逆 T式橋台 

構造高 9.8m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.2m、L=9.5m、n=8 本） 

A2 橋台 

（ダクチュン側） 

形 式 逆 T式橋台 

構造高 8.0m 

基礎工 直接基礎 

P1 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=16.5m 

基礎工 直接基礎 

P2 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=24.5m 

基礎工 直接基礎 

P3 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=25.5m 

基礎工 直接基礎 

取付け道路 
延長 セコン市側：227m、ダクチュン側：300m、計 527m 

舗装 アスファルト舗装（表層 50mm+基層 50mm=100mm） 

護岸工 右岸側 布団かご工 3,024m2 

 

3-2-3 概略設計図 

以上の基本計画に基づいて作成した概略設計図面を次ページより掲載する。 

・ 図 3-2-19 橋梁全体一般図(1/3)～図 3-2-21 橋梁全体一般図(3/3) 

・ 図 3-2-22 取付け道路平面図(1/2)～図 3-2-23 取付け道路平面図(2/2) 

・ 図 3-2-24 取付け道路縦断図 

・ 図 3-2-25 取付け道路横断図 

・ 図 3-2-26 ボックスカルバート一般図 
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 図 3-2-19 橋梁全体一般図(1/3) 
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  図 3-2-20 橋梁全体一般図(2/3) 
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図 3-2-21 橋梁全体一般図(3/3) 
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図 3-2-22 取付け道路平面図(1/2)  
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図 3-2-23 取付け道路平面図(2/2) 
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図 3-2-24 取付け道路縦断図  
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図 3-2-25 取付け道路横断図  
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図 3-2-26 ボックスカルバート一般図 
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3-2-4 施工計画 

3-2-4-1 施工方針 

本計画は日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工方針として以下の事

項を考慮する。 

① 地域経済の活性化、雇用機会の創出、技術移転の促進に資するため、本計画の実施に際して

は現地の技術者、労務者、資機材を最大限に活用する。 

② 本計画実施に必要な用地確保（家屋移転及び土地収用）を本計画開始までに、相手国負担と

して実施することをラオス国へ要請する。 

③ 工事に関連する資機材の調達・輸入を含めて本事業に関連して、ラオス国にて賦課される関

税、国内税、付加価値税等に対して全てラオス国によって免税措置が取られることを要請す

る。 

④ 本計画実施関係者の出入国にかかる便宜供与を図ることをラオス国に要請する。 

⑤ 基礎工施工時には実際の地質状況を確認し、杭基礎の支持地盤面の確認等緻密な監理を実施

し、施工の確実性を期す。 

⑥ 降雨形態及び水位変動を勘案して適切且つ無理のない施工方法を採用し、現実的且つ確実な

施工計画を立案する。 

⑦ 工事完了後の保守補修の手法・時期および運用面での方策を提案し、その一環として今後の

維持管理を担当するラオス国技術者の OJT も本計画に含める。 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

(1) 工事期間中の安全確保 
工事期間中の安全確保として、主に下記の配慮を行う。 

・ 工事用関係車両の出入口は、国道 16 号線と国道 16B 号線との交差点となるが、国際幹線道

路である国道 16 号線はバイクも含めた車両の交通量が多いため、出入口には警備員を配置し、

交通事故の防止を図る。 

・ 河川内での作業になるため、河川増水に対する十分な監視体制、連絡体制を構築し、増水に

よる事故が生じないように安全を図る。 

(2) 工事期間中の環境保全 
工事期間中の環境保全として、主に下記の配慮を行う。 

・ 工事用車両の走行に伴う粉塵については、散水やスピード規制等により粉塵の発生を抑制する。 

・ 建設機械からの騒音・振動については、早朝及び夜間工事を回避する。 

・ 下部工等の河川内工事における泥水の流出による河川水質汚濁については、予備タンク・ポン

プ等の確保等の対策を講じる。 

・ 盛土の法面には、張り芝等の対策を講じる。 

(3) 労働基準法の遵守 
建設業者はラオス国の現行建設関連法規に遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重し、

労働者との紛争を防止すると共に安全を確保するものとする。 
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(4) 非出水期の最大限の活用 
ラオス国は高温多雨の国であり、セコン地域では 5 月～10 月が雨季であり、特に 7 月～9 月は

200mm/月以上の降雨量となる。河川内の橋脚基礎工事において、止水工法はその実施時期によっ

てその工費が大きく増減する。したがって、本計画の橋脚基礎工施工のための止水工法はコスト

縮減を重視し、これら工事を非出水期（11 月～4 月）の間で実施する計画とした。したがって、

これら条件が入札の際、応札者へ遺漏無く伝わるように入札書類に十分に記載すると共に、実施

の際にも建設業者へ非出水期の最大限の活用を指導する。 

(5) 通関事情 
自国の港湾施設を有しない内陸国であるラオス国は、日本或いは第三国から調達される全ての

建設資機材は、タイ、ベトナム経由で搬入される。したがって、輸送、荷下ろし及び通関手続き

等の所要日数を十分に考慮した施工計画を立案する。 

(6) コンクリートの品質管理の重視 
本プロジェクトの主要工事は、下部工として A1 橋台、P1 橋脚、P2 橋脚、P3 橋脚及び A2 橋台

と、上部工としてコンクリート桁及び PC ケーブルの工事であり、主要工はコンクリート工であ

ると言える。よって、骨材、砂、水、セメント等の材料管理、コンクリート混合プラントの仕様

規定、コンクリートの運搬規定、コンクリートの打設管理、養生管理等コンクリートの品質管理

を最重点項目として施工を行う必要がある。 

3-2-4-3 施工区分 

本無償資金協力事業を実施する場合、日本およびラオス国政府それぞれの負担事項の概要は以

下の通りである。 

表 3-2-27 日本及びラオス国政府それぞれの負担事項 

日本側負担事項 ラオス国側負担事項 

・ ｢基本計画｣に示された協力対象事業であるセコン

橋（橋長 300m）の架け替えと取付け道路 527m 及び

護岸等の建設。 

・ 仮施設（資機材ヤード、事務所等)の建設・撤去。 

・ 工事期間中における工事及び工事区域内を通過す

る一般交通の安全対策。 

・ 工事期間中における工事による環境汚染防止対策。 

・ ｢資機材調達計画」に示された建設資機材の調達、

輸入および輸送。輸入機材については調達国への再

輸出。 

・ ｢施工監理計画｣で示された実施設計、入札･契約書

の作成、入札補助および工事の施工監理。環境管理

計画の監視を含む。 

・ 本計画に必要な土地収用と影響を受ける施

設・家屋の撤去の実施。 

・ 工事関係者に ID と工事関係車両にステッカ

ーの発給。 

・ 本協力事業工事に必要な廃材処分場の提供。 

・ 工事期間中の全般的な工事区域の監視。 

・ 工事期間中のラオス国政府関係者による監

督。 

・ 本協力事業に関係する日本人および第三国

人の入国、滞在等に対する便宜供与。 
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3-2-4-4 施工監理計画 

(1) 施工監理業務の基本方針 
本プロジェクトは、日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工管理業務

の基本方針として下記事項を掲げる。 

・ 工事の品質は完成した施設の寿命・耐久性に大きく影響を及ぼすので、品質監理を最優先課題

として掲げ、施工監理業務を遂行する。特にコンクリート工事、基礎工事、河川工事となる護

岸工工事には注視する。 

・ 品質監理に続く監理項目として進捗監理、安全監理、支払い監理を重視する。 

・ これら課題を達成するために、週１回の間隔で建設業者とコンサルタントとで合同現場点検と

定例会議を開催し、問題点の確認と対処方針を協議する。 

・ これに加え、月１回顧客である MPWT の代表と建設業者、コンサルタントとで定例会議を開

催し、問題点の確認と対処方針を協議する。 

・ インスペクターとして現地技術者を雇用し、施工監理技術である品質監理、進捗監理、安全監

理手法等に関して技術移転に努める。 

・ 建設業者への指示、全ての会議の記録、顧客への報告等は文書で残し、文書でもって報告する

ものとする。 

(2) コンサルタントの施工監理業務 

コンサルタント契約に含まれる主な業務内容を以下に示す。 

1) 入札図書作成段階 

概略設計調査報告書の結果に従い、各施設の実施設計を行う。次に工事契約図書の作成を行い、

下記成果品に対しラオス国政府の MPWT の承認を得る。 

・ 設計報告書 

・ 設計図 

・ 入札図書 

2) 工事入札段階 

MPWTはコンサルタントの補佐の下、公開入札により日本国籍の工事業者を選定する。またこの

公開入札およびその後の工事契約に参加するラオス国により人選された代理人は、工事契約に係

わる全ての承認権を持つ者とする。コンサルタントは以下の役務に関し、MPWTを補佐する。 

・ 入札公示 

・ 事前資格審査 

・ 入札および入札評価 

3) 施工監理段階 

入札の結果選定された建設業者とラオス国の代表者である MPWT との工事契約調印を経て、コ

ンサルタントは工事業者に対し工事着工命令を発行し、施工監理業務に着手する。施工監理業務

では工事進捗状況を MPWT、在ラオス国の日本大使館及び JICA へ直接報告するとともに、その

他関係者には必要に応じて月報を郵送にて報告する。施工業者には作業進捗、品質、安全、支払

いに関わる事務行為および技術的に工事に関する改善策、提案等の監理業務を行う。また、施工

監理の完了から 1 年後、瑕疵検査を行う。これをもってコンサルタントサービスを完了する。  
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(3) 要員計画 

詳細設計、工事入札、施工監理段階にそれぞれ必要とされる要員、役割は下記の通りである。 

1) 詳細設計段階 

・ 業務主任：詳細設計における技術面及び業務調整全般の監督及び顧客への主対応責任者 

・ 橋梁技術者（上部工）：上部工設計に係る現地調査、構造計算、設計図作成、数量算出を行う。 

・ 橋梁技術者（下部工）：下部工設計に係る現地調査、構造計算、安定計算、設計図作成、数量

算出を行う。 

・ 道路技術者：道路設計として線形の確定計算、標準断面の確定、法面工の検討、道路排水設計、

設計図作成及び数量計算を行う。 

・ 河川技術者：河川構造物設計に係る現地調査、構造計算、安定計算、設計図作成、数量算出を

行う。 

・ 施工計画・積算：施工計画の作成、及び詳細設計成果からの設計数量・工事単価を用いた積算

作業を行う。 

・ 入札図書：入札図書作成を行う。 

2) 工事入札段階 

事前資格審査図書及び入札図書の最終化、事前資格審査の実施、工事入札評価において、MPWT

の補助を行う。 

・ 業務主任：入札作業全般を通して、上記コンサルタントサービスを監督する。 

・ 橋梁技術者：入札図書の承認、及び入札評価の補助を行う。 

3) 工事監理段階 

・ 業務主任：工事監理におけるコンサルタントサービス全般を監督する。 

・ 常駐技師：現地における工事監理の総括及びラオス国関係機関への工事進捗報告及び調整を

行う。 

・ 構造技術者：橋梁及び護岸工の施工計画見直し、コンクリート工事、上部工 PC 緊張監理等を

担当する。また、基礎工事において、掘削後判明する床付け面を確認し、必要が有れば基礎

工の現場調整の対応を担当する 
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3-2-4-5 品質管理計画 

本プロジェクトにおける品質管理計画を下表に示す。 

表 3-2-28 品質管理項目一覧表(案) 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材調達 
現地で生産できる材料は砂、骨材、路盤材、木材等で、その他は輸入品である。資材調達方針

は次のとおりである。 

・ 恒常的に輸入品が市場に提供されており、且つ十分な品質を備えている場合は、これを調達

する。 

・ 現地調達できない製品は、日本または第三国から調達する。調達先は価格、品質、通関に要

する期間等を比較し、決定する。 

主要建設資材の可能調達先を下表に示す。 

表 3-2-29 主要建設資材の可能調達先 

項目 調達先 
日本調達とする理由 

現 地 日 本 第三国 

PC 鋼材  ○  対象国には流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、スペックを満足することが明確でない。 

鋼製高欄  ○  
高欄は通行者の目につきやすい材料であるので、周辺

第三国の製品では品質のばらつき、出来上がりの不具

合が生じる可能性がある。 

仮設・架設用鋼材  ○  現地調達できないリース製品は日本調達とする。 

ゴム支承  ○  
対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、材料（ゴム）の品質にばらつきがあり、

本件の仕様を満足しない可能性がある。 

形鋼  ○  対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、仕様を満足しない可能性がある。 

瀝青材 ○    

骨材 ○    

アスファルト歴青材 ○    

ポルトランドセメント ○    

伸縮装置  ○  
対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、品質に大きなばらつきがあり、本件の

仕様を満足しない可能性がある。 

セメント用添加剤  ○  品質の面から日本調達とする。 

鉄筋 ○    

型枠用木材 ○    

型枠用合板  ○  品質の面から日本調達とする。 

主桁用鋼製型枠  ○  精度を必要とすることから日本調達とする。 

軽油 ○    

ガソリン ○    

橋面防水材  ○  現地及び周辺国では調達が困難であり、現地で使用す

る場合は一般的に日本より輸入する。 
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(2) 建設機械 
道路建設関係の建設機械は、ラオス国内において調達可能である。但し、橋梁の製作・架設機

械はラオス国内において調達不可能であり、日本やタイ等の第三国調達となる。 

ラオス国内にある生コンクリートプラントは古いため、またコンクリートの品質管理を効率的

に行うため、コンクリートプラントをキャンプヤード内に建設する。 

主要建設機械の調達可能先と我が国調達とする理由を下表に示す。 

表 3-2-30 主要建設機械の調達可能先 

機   種 仕  様 調 達 先 
日本調達とする理由 

現地 日本 第三国 
ブルドーザ 15～32ｔ ○    

バックホウ 0.6m3 ○    

ダンプトラック 10t ○    

ホイールローダ 1.2m3 ○    

トラック・クレーン 16～45ｔ ○    

ラフタークレーン 15～25ｔ ○    

モータグレーダ 3.1m ○    

ロードローラ 10-12ｔ ○    

タイヤローラ 8-20ｔ ○    

振動ローラ 0.8-1.1ｔ ○    

タンパ 60-100kg ○    

大型ブレーカ 
（アタッチメント） 1,300kg ○    

コンクリート・プラント 30m3/hr   ○ 現地では調達が困難である。 

散水車 5,500Lit   ○ 現地市場での台数が少なく
調達が困難。 

クラッシャープラント   ○  

現地では調達できない。原石
の性情等から適切なプラン
ト設計のできる日本からの
調達とする。 

コンクリートポンプ車 90～110m3/h  ○  コントラクターが自前で所
有しており調達が困難。 

大型ジェネレーター   ○  現地では調達が困難。 

鋼線ジャッキ 225ｔ  ○  現地では調達が困難である。 

架設用架設桁   ○  

現地では調達が困難である。
また、第三国（タイ等）から
のリースは困難であるため、
日本調達とする。 

 

 



第 3 章 プロジェクトの内容 

118 
 

 

3-2-4-7 実施工程 

コンサルタントは、本事業の実施設計に係る交換公文（E/N）締結後、ラオス国政府との間でコ

ンサルタント業務の契約を締結し、本事業の実施設計業務を無償資金協力事業として着手する。

業務着手後、コンサルタントは、実施設計のための現地調査を 2 週間程度実施し、その後国内で

詳細設計、入札書類の作成を実施する。 

その後、入札補助業務、施工監理業務及び本体工事に関わる交換公文（E/N）締結後、コンサル

タントは、ラオス国政府が行う入札業務の補助作業として、入札書類の準備、業者の資格審査、

入札、業者選定、工事契約等の入札に関わる業務を補助する。 

入札を経て、工事請負業者はラオス国政府と工事契約を取り交わし、日本国政府による工事契

約の認証を得た後、工事請負業者はコンサルタントより発給される工事着工命令書を受けて工事

に着手する。 

上記実施スケジュールは表 3-2-31 に示す通りである。 
 

 

表 3-2-31 業務実施工程表 
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3-3 相手国側分担事業の概要 
本事業計画の実施に当たり、ラオス国政府が負担すべき事項は以下の通りである。 

3-3-1 我が国の無償資金協力事業における一般事項 

・ 事業計画の実施に必要なデータ、情報を提供する。 

・ 事業計画の実施に必要な用地を確保する（道路用地、作業用地、キャンプヤード、資機材保

管用地）。 

・ 工事着工前の各工事サイトを整地する。 

・ 日本国内の銀行にラオス国政府名義の口座を開設し、支払授権書を発行する。 

・ ラオス国への荷役積み下ろし地点での速やかな積み下ろし作業、免税措置および関税免除を

確実に実施する。 

・ 認証された契約に対して生産物あるいはサービスの供給に関して、ラオス国内で課せられる

関税、国内税金、あるいはその他の税金を、本計画に関与する日本法人または日本人に対し

ては免除する。 

・ 承認された契約に基づいて、あるいはサービスの供給に関係し、プロジェクト関係者のラオ

ス国への入国および作業の実施の為の両国での滞在を許可する。 

・ 必要に応じて、プロジェクトの実施に際しての許可、その他の権限を付与する。 

・ プロジェクトによって建設される施設を正しくかつ効果的に維持・管理・保全する。 

・ プロジェクトの作業範囲内で日本国の無償資金協力によって負担される費用以外のすべての

費用を負担する。 

 

3-3-2 本計画固有の事項 

・ 工事の影響を受ける施設の撤去 

・ 既存道路用地外で本計画に必要な追加用地の確保 

・ 仮設ヤードの提供と整地 

・ 土捨て場及び廃材処分場の提供 

・ 工事期間中の全般的な工事区域の監視 

・ 工事期間中のラオス国政府関係者による監督 

 

 

 

（工事開始までに完了する） 



4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

120 
 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 
本プロジェクトの実施・維持管理はラオス国が主管する。橋梁と道路の維持管理は、MPWTの地

域事務所が所管しており、本プロジェクトの場合はセコン県公共事業運輸局（DPWT）が担当する。 

本プロジェクト竣工後の維持管理作業は、毎年定期的に行うものと数年単位で行うものに大別

される。本プロジェクトでは、以下に示す作業が必要である。 

(1) 毎年必要な点検・維持管理 
・ 橋面の排水管、支承周り、排水溝に溜まった砂、ゴミの除去と清掃 

・ 路面標示の再塗布等の交通安全工の維持管理 

・ 洪水後の護岸工の点検・補修 

・ 洪水後の転石・流木等の除去 

・ 路肩・法面の除草 

 

(2) 数年単位で行う維持管理 
・ 概ね5年毎に行う橋面と取付け道路の舗装のオーバーレイ 

本プロジェクトでは、橋梁の保全に護岸工が重要であるので、これらの構造物は 50 年確率の設

計高水流量を基に計画されている。しかし、これらの構造物は予見しがたい局部浸食、適用確率

以上の洪水に遭遇すると崩壊・流出の可能性もある。したがって、洪水発生時においては、DPWT

によって直ちに点検作業を行い、これら構造物に損傷・崩壊等が確認された場合、直ちに補修を

実施できる体制を整備することを要請する。この状態を放置すると最悪の場合、橋台背面の裏込

め土砂が流出し、橋台の陥没、交通分断までに発展する事が予見される。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本プロジェクトを日本の無償資金協力により実施する場合、必要となる概算事業費は 23.37 億

円となる。また、先に述べた日本とラオス国との負担区分に基づく双方の経費内訳は以下に示す

通りである。 
 

3-5-1-1 概算事業費 

概算事業費：約 2,337 百万円 

表 3-5-1 概算事業費 

費    用 概算事業費（百万円） 

施設等 

上部工 1,617 

2,144 

下部工 360 
道路工 85 
護岸工 61 
照明工 21 

  

実施設計・施工監理 193 

ただし、概算事業費は交換公文（E／N）上の供与限度額を示すものではない。 

 

3-5-1-2 ラオス国側負担経費 

表 3-5-2 ラオス国側負担経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-5-1-3 積算条件 

・ 積算時期          ：平成25年5月 

・ 米ドル為替交換レート    ：US$1.0＝96.32円 (平成25年4月30日から過去3ヶ月間平均) 

・ ラオス国キップ為替交換レート：US$1.0＝7,790Kip (平成25年4月30日から過去3ヶ月間平均) 

・ 工事施工期間        ：29ヶ月 

・ その他           ：本計画は日本政府の無償資金協力ガイドラインにしたがって 

実施される。上記概算事業費は、E/N前に日本政府によって 

見直される。 

負担事項 
負担金額 

（百万 Kip ） 
円貨換算 

(百万円) 

(1) 土地借地費用 93.5 1.16 

(2) 銀行手数料 194.8 2.41 

合   計 288.3 3.57 
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3-5-2 運営・維持管理費 

本プロジェクトで整備される新設橋梁本体及び取付け道路の維持管理は、セコン県公共事業運

輸局（DPWT）が担当する。セコン橋建設後の主な維持管理業務は、表 3-5-3に示す日常点検、

清掃及び補修であり、維持管理費(年平均換算)は397百万Kipと推定される。これらの維持管理費

用は、運輸通信省(MPWT)の維持管理予算3,025億Kip（2009年度）の0.13%であり、十分な維持

管理の実施が可能と判断される。 

 

表 3-5-3 主な維持管理項目と費用 

 

分 類 頻 度 点検部位 作業内容 

概算費用(百万 Kip) 
備 考 

1回当たり 
1年当たり 

（年平均換算） 

排水溝等の 
維持・管理 

年 2回 
橋面排水、 

側溝 
堆砂除去 125 250  

交通安全工の

維持・管理 
年 1回 マーキング 再塗布 62 62 

直工費の 10% 

を見込む

 道路の維持 
管理 

年 2回 路肩・法面 除草 16 32  

護岸工・護床工 
の点検・補修 

洪水時（2年
に 1 回を想
定） 

護岸・護床 損傷箇所の修理 56 28 
直工費の 2% 

を見込む 

舗装の維持 
補修 

５年に 1回 舗装表面 

オーバーレイ、
舗装クラック、
ポットホール等
の補修 

127 25 
 

上記管理費の年平均換算額  397  

（注）間接費は直接工事費の 40％を見込む。 

 

 

 

 

直工費の 10% 

を見込む 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

プロジェクト実施のための前提条件は次のとおりである。 

① セコン橋の建設時には、仮設ヤード等を含め 8,400m2 の用地が必要となるので、現在、当該

地を利用している利用者の立ち退き等を工事開始までに完了することが必要である。 

② 橋梁建設に伴い初期環境影響評価（IEE）の許認可が必要となる。 

③ 土取り場、採石場の採掘許可及び樹木伐採の許可が必要となる。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するため相手国側が取り組むべき事項は、以下の通りである。 

① 本プロジェクトを円滑に遂行するために、本報告書「3-5-1-2 ラオス国側負担経費」に記述し

た予算を事前に確保する。 

② 上記の内、施工ヤード等の借地の確保は工事開始迄に確実に完了することが必要である。 

③ 本プロジェクトによって建設された橋梁の永続的な機能を確保するために、本報告書「3-4

プロジェクトの運営・維持管理計画」に記述された維持管理業務とそれに必要な要員および

費用を確保する。 
 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件を以下に列記する。 

① 新橋及び取付け道路は設計速度 60km/h で設計されているが、市街地に近いこともあり、事

故防止のために速度規制の標識を設置する等、安全対策の措置を励行すること。 

② 新橋及び取付け道路は、トレーラー荷重（43 トン）も包括する設計荷重で設計されているが、

耐用年数維持のために過積載の禁止及び取締り等の措置を励行すること。 
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4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

以下の点から、我が国の無償資金協力により事業を実施することは妥当であると判断される。 

① プロジェクトの裨益が、南部地域の貧困層を含む相当数の一般国民に及ぶこと（直接的には

セコン県のラマン郡 29,000 人、ダクチュン郡 19,000 人、カルム郡の 14,000 人の合計 62,000

人、間接的にはラオス国民 665 万人及び周辺国民）。 

② プロジェクトの効果として、ラオス国の重要路線である国道 16 号線及び国道 16B 号線国際

幹線道路輸送ネットワークの強化、安定交通の確保、交通の円滑化、社会経済の活性化、南

部地域住民の貧困削減等があり、住民の生活改善に緊急的に求められていること。 

③ ラオス国側が独自の資金と人材・技術で完成後の運営・維持管理が行うことが出来、過度に

高度な技術を必要としないこと。 

④ 本プロジェクトは、国道接続開発計画（Development Plan for the National Roads : 2011-2015）

における具体的な戦略の一つとして位置付けられており、ラオス国の国際基幹道路である国

道 16B 号線道路整備事業の最重要施設であること。 

⑤ 本プロジェクトにおいては、環境面の負の影響が殆ど無いこと。 

⑥ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトが実施可能であること。 

⑦ 主橋梁部は橋長が 255m（80m+110m+65m）と長いエクストラドーズド橋であるため、ラオ

ス国の技術による設計、施工は困難であり、日本の技術を用いる必要性・優位性があること。 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、見込まれる定量的効果は以下の通りである。 

  

指 標 名 基準値（2013 年） 
目標値（2020 年） 
【事業完成 3 年後】 

① 渡河所要時間（分） 
15 

(待ち時間含む平均値) 
0.3 

(走行速度 60km/h、橋長 300m) 

② 一日当たり渡河可能時間

（時間／日） 
14（フェリーによる渡河） 

（日中のみ） 
24（橋梁による渡河） 

（1 日中） 

③ 年間渡河可能日数（日／年） 305（フェリーによる渡河） 365（橋梁による渡河） 

④ 車両渡河日交通量（台／日） 235（フェリーによる渡河） 516（橋梁による渡河） 

⑤ 歩行者渡河日交通量 
（人／日） 

290 
（フェリーによる渡河） 

330 
（橋梁による渡河） 

⑥ 国際物流輸送距離（km） 
（本邦企業も含む南部生産地

域（セコン県等）から隣国へ

の輸出） 

約 900 
（セコン県⇒バンコク） 

約 280 
（セコン県⇒ダナン） 

⑦ 国際物流輸送時間（日） 
（ダナンの本邦企業よりバン

コクへの輸出） 

7 
（ダナン⇒バンコク） 

【海上輸送】 

2 
（ダナン⇒セコン⇒バンコク） 

【陸上輸送】 
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(2) 定性的効果 

本プロジェクトの実施により、見込まれる定性的効果は以下の通りである。 

 

① 対象橋梁の建設により、フェリーに代わる安定的な物流、人的交流が確保され、南部地域の

地域産品・鉱物資源の生産活動、流通活動の活性化が図れるため、同地域の経済発展・貧困

削減に寄与する。 

② 対象橋梁は 100 年確率の大規模洪水時にも浸水しない高さを確保しているため、大規模洪水

時に周辺地域が水没する場合に、周辺住民及び家禽等の緊急避難場所として利用できる。 

③ ボロベン高原などセコン橋の西の地域で農産物、林産品を生産する本邦企業はベトナムへの

輸出、特にダナン港に向けての出荷が可能となる。現在、セコン橋の西の地域での生産品の

輸出先はほとんどがバンコクであるが、出荷先の選択肢が増える。また、16B 号線、ベトナ

ム側 14D 号線の整備が進めば、ベトナムダナン港への輸送距離がバンコクルートよりも短縮

されることから輸送コストの縮減が図られる。 

④ セコン橋の東側地域で現在未開の状況であるダクチュンを中心とする地域で農産物、林産品

を生産する本邦企業は、タイへの輸出が可能となる。また、16B 号線、ベトナム側 14D 号線

の整備が進めば、輸出先の選択肢が、ベトナム、タイの両国になり生産物の安定的な出荷が

可能となる。 

⑤ セコン橋の完成によりベトナムのダナンがラオス南部地域のゲートウェイとなった場合、南

部地域からバンコクへの搬出に比べ輸送距離は 1/3 以下になり、輸送コスト、輸送時間削減

という裨益が得られる。 

⑥ ダナンの工業団地で生産活動を展開する本邦企業（2012 年 12 月時点で 56 社）にとっては、

生産品のバンコク市場への陸路による搬出が可能となる裨益が得られる。バンコクまで海運

によれば 1 週間程度を要するが陸路では 2 日程度と大幅な短縮となる。 

⑦ ベトナムですでに生産活動をしている本邦企業のラオス進出が図られる。 

 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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1. 調査団員・氏名 

 

(1) 現地調査団団員リスト 

 

 

(2) 概略設計概要説明調査団団員リスト 
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三宅 繁輝 総  括 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 課長 
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／開発計画 
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伊勢 大樹 計画管理 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 
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業務主任／橋梁計画 

／開発計画 
セントラルコンサルタント（株） 

糸井 誠 橋梁設計 セントラルコンサルタント（株） 
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(3) 天然資源環境省（Ministry of Natural Resource and Environment：MNRE) 
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(7) 内務省（Ministry of Home Affairs：MHA） 

Chanthone PIOKEOPASEUTH Deputy Director of Technical Equipment 

 

(8) 計画投資省（Ministry of Planning and Investment) 

Onkeo OUNALOM Deputy Director General 
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光本 政彦 経済・経済協力班長 一等書記官 
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(2) 概略設計概要説明時 
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